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1．はじめに

・この「女川地域の緊急時対応」は、内閣府が設置した女川地域原子力防災協

議会において、東北電力（株）女川原子力発電所を対象とした原子力災害に関し、
原子力災害対策重点区域を含む宮城県及び関係市町や国等の緊急時における
対応をとりまとめたもの。なお、当該緊急時対応を構成する各地域防災計画・防
災業務計画は、災害対策基本法等に基づき、各主体が作成するものである。

おながわおながわ

おながわ
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女川地域原子力防災協議会の構成員

 平成25年9月3日の原子力防災会議決定に基づき、内閣府政策統括官（原子力防災担当）は、道府県

や市町村が作成する地域防災計画・避難計画等の具体化・充実化を支援するため、平成27年3月20
日に、原子力発電所の所在する地域毎に課題解決のためのﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑとして「地域原子力防災協議

会」を設置することとし、女川地域においても「女川地域原子力防災協議会」が設置された。

女川地域原子力防災協議会の構成員･ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰは、以下のとおりである。

内閣府政策統括官（原子力防災担当）

原子力規制庁長官官房核物質・放射線総括審議官

内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）付危機管理審議官

内閣府大臣官房審議官（防災担当）

警察庁長官官房審議官

総務省大臣官房総括審議官

消防庁国民保護・防災部長

文部科学省大臣官房審議官（研究開発局担当）

厚生労働省大臣官房審議官 （危機管理担当）

農林水産省大臣官房危機管理・政策立案総括審議官

経済産業省資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁資源ｴﾈﾙｷﾞｰ政策統括調整官

国土交通省大臣官房危機管理・運輸安全政策審議官

海上保安庁総務部参事官（警備救難部担当）

環境省大臣官房審議官

防衛省大臣官房審議官

宮城県副知事

構 成 員

女川町

石巻市

登米市

東松島市

涌谷町

美里町

南三陸町

東北電力株式会社

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ

※ 協議会の運営は、内閣府が行う。
※ 協議会に、構成員を補佐するため、作業部会を設置

おながわ

おながわ おながわ

おながわ
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いしのまきし

とめし

ひがしまつしまし

わくやちょう
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2．女川地域の概要
おながわ
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女川原子力発電所の概要

（１）所在地 宮城県女川町及び石巻市

（２）概要

１号機：52.4万ｋＷ・ＢＷＲ
２号機：82.5万ｋＷ・ＢＷＲ
３号機：82.5万ｋＷ・ＢＷＲ

 女川原子力発電所は、東北電力㈱が宮城県女川町及び石巻市に設置している原子力発電所である。
 女川原子力発電所は、昭和59年6月から1号機による営業運転を開始。平成7年に2号機、平成14年

に3号機の運転を開始している。なお、1号機については、平成30年12月をもって廃止となった。

東北電力㈱女川原子力発電所について

おながわちょう

おながわちょう いしのまきし

※地理院タイル（白地図）をもとに内閣府（原子力防災）作成

女川原子力発電所

（３）着工／運転開始／経過年数（令和2年6月時点）

１号機：昭和54年12月／昭和59年 6月／35年
（平成30年12月をもって廃止）

２号機：平成元年 8月／平成 7年 7月／24年
３号機：平成 8年 9月／平成14年 1月／18年

おな がわ

いしのまきし

おながわ

おながわちょう

いしのまきし

ひがしまつしまし

わくやちょう

みなみさんりくちょう

おながわ
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みさとまち
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女川地域原子力災害対策重点区域の概要

 宮城県地域防災計画では、原子力災害対策指針に示されている「原子力災害対策重点区域」として、発電所より
概ね5kmを目安とするPAZ内、発電所より概ね5～30kmを目安とするUPZ内の対象地区名を明らかにしている。

 女川地域における原子力災害対策重点区域は、PAZ内は女川町と石巻市、UPZ内は3市4町にまたがる。

 女川町と石巻市のPAZ外の有人離島、牡鹿半島地域の住民2,376人については、PAZ内又はその近傍を通過しな
ければ避難ができないことから、PAZに準じた避難等の防護措置を準備する区域（準PAZ）としている。

UPZ

PAZ
5㎞

30㎞

おながわちょう いしのまきし

＜概ね5km圏内＞
（予防的防護措置を準備する区域）：

Precautionary Action Zone
⇒ 急速に進展する事故を想定し、放射性物質が放出

される前の段階から予防的に避難等を実施する区域

１市１町（女川町、石巻市）住民数：1,113人※

＜概ね5～30km圏内＞
（緊急防護措置を準備する区域）：

Urgent Protective Action Planning Zone
⇒ 事故が拡大する可能性を踏まえ、屋内退避や避難等

を準備する区域

3市4町（女川町、石巻市、登米市、東松島市、涌谷町、

美里町及び南三陸町）住民数：197,833人※

いしのまきしおながわちょう

おながわちょう いしのまきし とめし ひがしまつしまし わくやちょう

みさとまち みなみさんりくちょう

※人口 平成31年4月1日現在

おながわちょう いしのまきし

おながわ

田代島

網地島

金華山

江島

牡鹿半島

と め し

おしか

みさとまち

いしのまきし

おながわちょう

みなみさんりくちょう

ひがしまつしまし

えのしま

あじしま

たしろじま

きんかさん

わくやちょう

準PAZ

＜PAZ外の有人離島、牡鹿半島地域＞
：

１市1町（女川町、石巻市） 住民数：2,376人※
おながわちょう いしのまきし

出島
いずしま

おながわ

おしか

おしか

※地理院タイル（白地図）をもとに内閣府（原子力防災）作成

7



原子力災害対策重点区域周辺の人口分布

 PAZ内人口は1,113人、UPZ内人口は197,833人、原子力災害対策重点区域内の人口は合計で
198,946人。

関係市町名

PAZ内 UPZ内

合 計
（概ね5km圏内）

（概ね5～30km圏内）

準PAZ内

女川町
547 人 5,919 人 48 人 6,466 人

245 世帯 2,880 世帯 31 世帯 3,125 世帯

石巻市
566 人 143,135 人 2,328 人 143,701 人

222 世帯 61,180 世帯 1,261 世帯 61,402 世帯

登米市
9,765 人 9,765 人

3,303 世帯 3,303 世帯

東松島市
36,478 人 36,478 人

14,613 世帯 14,613 世帯

涌谷町
711 人 711 人

230 世帯 230 世帯

美里町
113 人 113 人

28 世帯 28 世帯

南三陸町
1,712 人 1,712 人

597 世帯 597 世帯

合 計
1,113 人 197,833 人 2,376 人 198,946 人

467 世帯 82,831 世帯 1,292 世帯 83,298 世帯

おながわちょう

いしのまきし

とめし

わく やちょう

みさとまち

みなみさんりくちょう

ひがしまつしまし

※人口・世帯数 平成31年4月1日現在
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昼間流入人口（就労者等）の状況

 平成27年国勢調査によると、女川町及び石巻市全体での他市町村からの昼間流入人口は、約
19,900人／日。

 また、平成28年経済ｾﾝｻｽによると､東北電力関連企業を中心に約200事業所、約2,100人がPAZ
及び準PAZ内にて就労。

 就労者の多くは､自家用車又は民間企業が運行するﾊﾞｽを通勤手段としている。

他市町村からの流入人口 他市町村への流出人口 差引増△減

女川町 2,712人 863人 1,849人

石巻市 17,186人 13,022人 4,164人

PAZ及び準PAZ内対象市町 事業所数 従業員数

女川町 45 1,220人

石巻市 161 904人

合 計 206 2,124人

おながわちょう

おながわちょう

いしのまきし

いしのまきし

出典：平成27年国勢調査従業地・通学地集計 従業地・通学地による人口・就業状態等集計（総務省統計局）

出典：平成28年経済ｾﾝｻｽ - 活動調査 町丁・大字別集計（総務省統計局）

おながわちょう

いしのまきし
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3．緊急事態における対応体制
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（※4） 事態の規模、時間的な推移や現地の状況に応じてUPZ内においても段階的に避難等の予防的防護措置を実施する
場合あり。

PAZ内
～概ね5km

UPZ内
概ね5km～

30km
（※4）

施設敷地緊急事態
EAL（SE）

例）全交流電源喪失

警戒事態
EAL（AL）

例）大地震（所在市町村で
震度6弱以上）

全面緊急事態
EAL（GE）

例）冷却機能喪失

施設敷地緊急事態要避難者（※3）の
避難・屋内退避の準備開始

施設敷地緊急事態要避難者（※3）の
避難開始・屋内退避

住民の避難準備開始

安定ﾖｳ素剤の服用準備

住民の避難開始

安定ﾖｳ素剤の服用

屋内退避の準備 屋内退避

原子力災害対策指針が定める緊急事態の防護措置（緊急時活動ﾚﾍﾞﾙ：EAL （※1））

 緊急事態の初期対応段階においては、放射性物質の放出前から、必要に応じた防護措置を講じる
こととしている。

 具体的には、原子力施設の状況に応じて、緊急事態を3つに区分。

11

UPZ外
概ね30km～

（※5）

（※2）
（※2） （※2）

（※3）◯要配慮者（災害対策基本法第8条第2項第15号に規定する要配慮者すなわち高齢者、障害者、乳幼児その他の特
に配慮を要する者をいい、妊婦、授乳婦及び乳幼児の保護者等を含む。）のうち、避難の実施に通常以上の時間
がかかり、かつ、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まらないもの

◯要配慮者以外の者のうち、次のいずれかに該当し、かつ、早期の避難等の防護措置の実施が必要なもの
(ｱ)  安定ﾖｳ素剤を服用できないと医師が判断したもの
(ｲ)  (ｱ)のほか、安定ﾖｳ素剤を事前配布されていないもの

（※1） EAL（Emergency Action Level)：緊急時活動ﾚﾍﾞﾙ
原子力施設の状況に応じて、避難や屋内退避等の防護措置を実施するための判断基準

（※2） （AL）＝Alert （SE）＝Site area Emergency （GE）＝General Emergency

（※5） UPZ内と同様に、事態の進展等に応じて屋内退避を行う必要がある。このため、全面緊急事態で、必要に応じて
住民等に対して屋内退避を実施する可能性がある旨の注意喚起を行わなければならない。



UPZ内
概ね5km～

30km

原子力災害対策指針が定める緊急事態の防護措置（運用上の介入ﾚﾍﾞﾙ：OIL （※））

数日内を目途に飲食物中の放射
性核種濃度を測定すべき区域を
特定

1日内を目途に区域を特定

対象地域の住民を、1週間程度
内に一時移転

数時間内を目途に区域を特定

1週間程度内を目途に飲食物中
の放射性核種濃度の測定と分析
を実施

対象地域の生産物の摂取を制限避難（移動が困難な者の一時屋
内退避を含む）の実施

基準を超えるものにつき摂取制
限を迅速に実施避難等される住民等を対象に避難退域時

検査を実施して、基準を超える際は簡易
除染【OIL4】

UPZ外
概ね30km～

 放射性物質の放出後、高い空間放射線量率が計測された地域においては、被ばくの影響をできる
限り低減する観点から、数時間から1日内に住民等について避難等の緊急防護措置を講じる。

 また、それと比較して低い空間放射線量率が計測された地域においても、無用な被ばくを回避する
観点から、1週間程度内に一時移転等の早期防護措置を講じる。

UPZ内と同じ
（※）OIL( Operational Intervention Level)：運用上の介入ﾚﾍﾞﾙ

放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞなどの計測された値により、避難や一時移転等の防護措置を実施するための判断基準

緊急防護措置
500μ㏜/h超過

早期防護措置
20μ㏜/h超過

飲食物摂取制限
［飲食物に係るｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ基準］

0.5μ㏜/h超過

12
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宮城県及び関係市町の対応体制

PAZ

UPZ

13

と め し

登米市災害対策本部

ひがし まつ しま し

東松島市災害対策本部

涌谷町災害対策本部
わく や ちょう

南三陸町災害対策本部
みなみさんりくちょう

宮城県災害対策本部

み さと まち

美里町災害対策本部

 宮城県及び関係市町は、警戒事態で警戒本部を設置し、施設敷地緊急事態で災害対策本部に移行。

 関係市町の警戒本部では、要員参集、情報収集・連絡体制の構築、住民等に対する情報提供を始め、
PAZにおける施設敷地緊急事態要避難者の避難準備を開始。

宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
おながわ

石巻市災害対策本部
いしのまき し

女川町災害対策本部
おな がわ ちょう



国の対応体制

 女川町及び石巻市において震度５弱以上の地震の発生を認知した場合（警戒事態の前段階から）、原子力規制庁及び内閣府（原子力防災担当）
の職員が参集し、宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ及び原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ（ERC）に原子力規制委員会・内閣府合同情報連絡室を立ち上げ、
情報収集活動を開始。

 警戒事態に至った場合、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部に移行し、現地への要員搬送や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの準備を開始。
 施設敷地緊急事態に至った場合、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部の設置及び関係省庁事故対策連絡会議を開催し対応。

また、内閣府副大臣及び国の職員を現地ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ等へ派遣。
 全面緊急事態に至った場合、原子力災害対策本部及び原子力災害現地対策本部を設置するとともに、県・市町等のﾒﾝﾊﾞｰからなる合同対策協議

会を開催し、相互協力のための調整を行いつつ対応。

原子力事業者

住民

関係市町

防護措置の指示
住民広報
避難誘導 等

宮城県
現地本部

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

関係市町
連絡員

・異常事態の通報義務
・要員派遣 緊急事態応急対策活動

原子力災害現地対策本部
本部長：内閣府副大臣

関係省庁要員が緊急時に参集

原子力災害対策本部
本部長：内閣総理大臣

副本部長：内閣官房長官、原子力防災担当大臣
原子力規制委員会委員長 他

合同対策協議会により、必要な情報共有と応急対策を実施

宮城県
災害対策本部

被災者の
救援等の支援

要請

・住民広報や避難計画に基づき
避難・屋内退避等を実施

○実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）
○指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 等）

おながわちょう いしのまきし

宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（女川町）
おながわ

合同対策協議会

おながわちょう

おながわ
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国の職員・資機材等の緊急搬送

 施設敷地緊急事態に至った場合、あらかじめ定められた100人程度の国の職員等を宮城県女川ｵﾌ
ｻｲﾄｾﾝﾀｰ及び宮城県に派遣。併せて必要な資機材の緊急搬送を実施。

 その後、状況に応じて追加要員及び資機材の緊急搬送を実施。

③ 仙台空港～

宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

ﾍﾘ（自衛隊） 約20分

おながわ

② 入間基地～仙台空港
輸送機（自衛隊） 約1時間

いる ま

① 環境省・内閣府～入間基地
輸送車両の先導（警察）約1時間

いる ま

入間基地
いる ま

緊急輸送関係省庁
（警察庁、消防庁、国土交通省、

海上保安庁、防衛省）

必要に応じ輸送支援を依頼

輸送支援

事故対策本部 国の職員
必要な資機材等

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ等

＜具体的な移動及び輸送支援のｽｷｰﾑ＞

UPZ
宮城県庁

宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

せんだい

せんだい

おながわ

おながわ

仙台空港
せんだい

①

②

③

せんだい
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ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰの放射線防護対策・電源対策

PAZ

UPZ

宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（女川町）

（発電所からの距離約7km）

おながわ おながわちょう

 宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰは、免震構造、鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造3階建ての構造となっている。
 放射線防護対策

・放射性物質除去ﾌｨﾙﾀｰ・換気設備・除染設備を整備。
 電源対策

・無停電電源装置、自家用発電機を設置（3日間分の電源を確保）。
・自家用発電機の燃料不足時には、電源車用電源受け口より、東北電力が用意する電源車で継続

して電源を供給。

○保健環境ｾﾝﾀｰ・環境放射線監視ｾﾝﾀｰ
(仙台市)：約54㎞

（自家用発電機により、約３日間稼働）

○大崎合同庁舎 (大崎市)：約49㎞
（自家用発電機により、約２日間稼働）

※距離はいずれも発電所からの直線距離

仮にｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰが機能不全に陥った場合も、
代替ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰに移動し対応可能

おおさきしおおさき

せんだいし

おながわ
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 一般回線が通信不全の時には、原子力災害対策用に整備されているTV会議回線を含む専用通信
回線を使用し、更に専用通信回線が不全の場合は、衛星回線を使って、連絡体制を確保。

 その他、中央防災無線、衛星携帯電話などを使用し、連絡体制を確保。

連絡体制の確保

宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

宮城県庁

17

おながわ 原子力災害対策本部等の
国の機関

県防災情報ﾈｯﾄﾜｰｸ（地上系･衛星系）防災行政無線

統合原子力防災ﾈｯﾄﾜｰｸ 衛星回線

防災ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ

地域衛星通信ﾈｯﾄﾜｰｸ

中央防災無線

衛星携帯電話

関係市町
消防機関

自衛隊部隊

＜一般回線及び専用通信回線が使用不能の場合＞

(携帯･可搬)
移動局



住民への情報伝達体制

 防護措置（避難、屋内退避、一時移転、安定ﾖｳ素剤の服用指示等）が必要になった場合は、原子力
災害対策本部等から、宮城県及び関係市町に、その内容をTV会議等を活用し迅速に情報提供。

 関係市町は、防災行政無線、広報車等を活用し、住民へ情報を伝達。

原子力災害対策本部
（首相官邸）

TV会議等を活用し迅速
に情報伝達

情報伝達

住 民

宮城県、関係市町

＜関係市町が整備する住民への主な情報伝達手段の例＞

防災行政無線等
（屋外放送設備）

防災行政無線等
（戸別受信機）

広報車

防災行政無線
（市町からの発信）

●●市

●●市

●●地 ●●地

緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ
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観光客等一時滞在者への情報伝達体制

施設内館内放送
館内掲示等

 宮城県及び関係市町は、PAZ及びUPZ内の観光客等一時滞在者に対し、警戒事態で、帰宅等の呼
びかけを行う。

 宮城県及び関係市町は、防災行政無線、CATV、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、広報車等により観光客等一
時滞在者に情報を伝達（Ｐ18と同様）。

 その後、事態の進展に伴い、防護措置（避難、屋内退避、一時移転、安定ﾖｳ素剤の服用指示等）が
必要になった場合は、国の原子力災害対策本部等から、宮城県及び関係市町に、その内容をTV会
議等を活用し迅速に情報提供し、観光客等一時滞在者に伝達。

宿泊施設
（ﾎﾃﾙ・旅館・民宿等）

観光協会

宮城県、関係市町

観光客等の一時滞在者

防災行政
無線

緊急速報
ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ

広報車

ﾃﾚﾋﾞ・ﾗｼﾞｵ

2019/6/26 午後4:20
緊急情報

（○○市・町）です。先ほどの地震に

よる影響について、女川原子力発電

所の安全確認を行っています。現在、

放射性物質の放出は確認されてい

ませんが、今後、避難等を行ってい

ただく可能性があります。観光客等

一時滞在者の皆様は、避難等の準

備をするため、帰宅や宿泊先に戻る

などしてください。住民の皆様も、現

在のところ避難や屋内退避を行う必

要はありません。県や市町の情報に

注意し、落ち着いて行動してください。

（○○市・町）

受信ﾒｰﾙ

【緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ（ｲﾒｰｼﾞ）】
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国の広報体制

20

 迅速かつ適切な広報活動を行うため、事故情報等に関する中央での記者会見は官邸（内閣官房長
官が会見を行い、原子力規制委員会委員等が技術的な内容等を補足説明）において実施。

 現地での記者会見については、ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰにおいて実施。
 必要に応じ、在京外交団等に情報提供を行うとともに、在外公館を通じて各国政府等にも情報提供。

【主な広報事項】

①事故の発生日時及び概要

②事故の状況と今後の予測

③原子力発電所における対応状況

④行政機関の対応状況

⑤住民等がとるべき行動

⑥避難対象区域及び屋内退避区域

一元的に情報発信を行うことができる体制
を構築するとともに、発信した情報を共有

【情報発信のｲﾒｰｼﾞ】

原
子
力
災
害

現
地
対
策
本
部

（

）

県
災
害
対
策
本
部

関
係
市
町

災
害
対
策
本
部

報
道
機
関

住

民

広報車
防災行政無線

等

ﾃﾚﾋﾞ
ﾗｼﾞｵ
新聞

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

原
子
力
災
害
対
策
本
部

（
首
相
官
邸
）

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

オ
フ
サ
イ
ト
セ
ン
タ
ー



国、宮城県、関係市町による住民相談窓口の設置

21

 原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部、指定公共機関〔国立研究開発法
人量子科学技術研究開発機構、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構〕等は、速
やかに住民等からの問い合わせに対応する専用電話を備えた窓口の設置、人員の配置
等を行うための体制を整備。また、住民等のﾆｰｽﾞを見極めた上で、情報の収集・整
理・発信を実施。

 ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰでは、宮城県及び関係市町の問合せ対応を支援。

国における対応

 宮城県及び関係市町は、住民からの問合せに対応する相談窓口を設置するとともに、
被災者に対する健康相談窓口（心身の健康相談）等を設置。

宮城県及び関係市町における対応

①事故の発生日時及び概要
②事故の状況と今後の予測
③原子力発電所における対応状況
④行政機関の対応状況

⑤住民等がとるべき行動
⑥避難対象区域又は屋内退避区域
⑦被災企業等への援助・助成措置

住民等のﾆｰｽﾞを見極め、柔軟に対応

 原子力事業者（東北電力）は、原子力災害発生時、直ちに本店内に相談窓口を設置し、
住民からの問合せに対応。また、損害賠償請求への対応として、申出窓口を設置し、
各種損害賠償の受付や請求者との協議等、適切に対応。

原子力事業者（東北電力）における対応
とうほくでんりょく

とうほくでんりょく



4．PAZ内の施設敷地緊急事態
における対応

＜対応のﾎﾟｲﾝﾄ＞
1. PAZ内小・中学校の児童等について、警戒事態で保護者への引渡しを実施するが、保護者への引

渡しができなかった児童等について移動手段を確保し、避難を開始すること。
2. 在宅の避難行動要支援者を、あらかじめ定められた避難先又は近傍の放射線防護対策施設へ移

送すること。
3. 全面緊急事態に備えて、PAZ内の住民に避難準備を呼びかけるとともに、一時集合場所、避難所

受付ｽﾃｰｼｮﾝ、避難所の開設、移動手段の確保等の準備を開始すること。
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宮城県、女川町及び石巻市における初動対応
おながわちょう いしのまきし

おな がわ ちょう いしのまきし

おな がわちょう いしのまきし

宮城県庁

警戒本部

宮城県大崎合同庁舎

石巻市避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
いしのまきし

栗原市若柳総合体育館

女川町避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
おな がわ ちょう

石巻市役所

警戒本部

いしのまきし

くりはらし

おおさき

わかやなぎ

女川町役場

警戒本部

：一時集合場所 19箇所

おながわちょう

PAZ

各一時集合場所において、消防団等に
よる地域ｺﾐｭﾆﾃｨと一体となった避難誘導
体制を構築

一時集合場所、小・中学校に
避難用車両等の手配を開始

 宮城県は、警戒事態で、宮城県庁に警戒本部を設置し、要員約40名が参集。

 女川町及び石巻市は、警戒事態で、各役場、役所に警戒本部を設置し、女川町約50名、石巻市約470名が参集。事態の進

展に応じ、応急対応に必要な人数を増員し、施設敷地緊急事態で、災害対策本部及び地方本部・支部（現地災害対策本部）

を設置。

 警戒事態で、施設敷地緊急事態要避難者の避難準備のため、宮城県、女川町及び石巻市は、一時集合場所、小・中学校に

避難用車両等の手配を開始するとともに、避難誘導責任者を一時集合場所に速やかに配置し、一時集合場所の開設準備を

開始。

 女川町及び石巻市は、各集落の消防団等と情報共有を図り、各集落の地域ｺﾐｭﾆﾃｨと一体となった避難誘導体制を構築。

自主防・消防団等（組織数）

女川町 3

石巻市 10

おながわちょう いしのまきし おながわちょう いしのまきし

おながわちょう いしのまきし

おながわちょう いしのまきし

おながわちょう

いしのまきし
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住民への情報伝達

 女川町は、防災行政無線、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、広報車等を活用し、住民へ情報を伝達。石巻市は、防災
行政無線、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、電子ﾒｰﾙ配信ｻｰﾋﾞｽ、広報車等を活用し、住民へ情報を伝達。

 一時集合場所に派遣された女川町及び石巻市の職員は、衛星携帯電話や移動系防災行政無線等により、
女川町及び石巻市と情報を共有。

 消防団や住民自治組織（地域会・町内会）は、住民の避難等の状況を確認し、一時集合場所に派遣された
女川町及び石巻市の職員と避難者の状況や避難誘導体制等の情報を共有。

 小・中学校への情報伝達は、石巻市から実施。

おながわちょう いしのまきし

おながわちょう いしのまきし

おながわちょう

おながわちょう いしのまきし

いしのまきし

いしのまきし

PAZ

女川町役場

警戒本部
おながわちょう

石巻市役所

警戒本部
いしのまきし

戸別受信機
による情報伝達

いしのまきし

広報車による
広報活動

屋外放送設備
による情報伝達

●女川町及び石巻市は、防災
行政無線、緊急速報ﾒｰﾙｻｰ
ﾋﾞｽ、広報車等を活用し、住
民へ情報を伝達。

●一時集合場所に派遣された
職員は、衛星携帯電話や移
動系防災行政無線等により
女川町及び石巻市と情報を
共有。

おながわちょう

おながわちょう いしのまきし

いしのまきし
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 避難先に移動するため
の受付等を実施

避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ

女川町：栗原市若柳
総合体育館

石巻市：宮城県大崎
合同庁舎

PAZ内における避難体制

 警戒事態で、女川町及び石巻市は住民広報、一時集合場所の開設を行い、宮城県は住民避難用ﾊﾞｽ等を手配する

ため、宮城県ﾊﾞｽ協会等に準備要請を行う。また、宮城県、女川町及び石巻市は避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝの開設準備要

請を行うとともに、女川町及び石巻市は職員を避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝに派遣する。一方、施設敷地緊急事態要避難者

は、避難準備等を行う。

 施設敷地緊急事態で、女川町及び石巻市は、住民へ避難準備の周知を行う。一方、施設敷地緊急事態要避難者の

うち、支援者が同行することで避難可能な者等はあらかじめ定められた避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝを経由して避難先へ避

難を開始する。なお、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は屋内退避を実施する。

 全面緊急事態で、女川町及び石巻市は住民に避難を指示。自家用車等で避難する住民は避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝを経

由して避難先へ移動する。ﾊﾞｽ等により避難する住民は、一時集合場所に集合し、その後、避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝを経

由して避難先へ移動する。

宮城県が手配した車両（ﾊﾞｽ）等で避難所受付
ｽﾃｰｼｮﾝ又は避難先まで移動するために、一
時的な集合場所として活用

＜利用対象者＞
 ﾊﾞｽ等により避難する住民
 避難可能な在宅の避難行動要支援者のう

ちﾊﾞｽ等で避難する者
 小学校・中学校の児童等（一時集合場所で

ある学校から避難する場合）

一時集合場所

（女川町10箇所、石巻市9箇所）

 自家用車等で避難する住民

栗原市

高清水小学校、旧高清水

中学校、畑岡公民館

女川町避難先

大崎市

60施設の中から状況に応
じて割当て

 児童等の保護者への引渡
しを実施

石巻市避難先

避難元

（女川町）

PAZ内人口
547人
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 自家用車で避難する住民

避難元

（石巻市）

PAZ内人口
566人

おながわちょう

おながわちょう

いしのまきし

いしのまきし おながわちょう

おながわちょう

おながわちょう いしのまきし

おながわちょう いしのまきし

おながわちょう いしのまきし

おながわちょう いしのまきし

おながわちょう

いしのまきし

いしのまきし

いしのまきし

くりはらし

おおさき

くりはらし

おおさきし

たかしみず たかしみず

はたおか

わかやなぎ



(1) 避難準備
(2) 児童等の保護者への引渡し

警戒事態

施設敷地緊急事態

全面緊急事態

避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ（宮城県大崎合同庁舎）

PAZ内の学校の児童等の避難

 PAZ内の小中学校の児童等（2施設、12人）は、警戒事態で、授業を中止し、保護者へ引き渡す。

 保護者への引渡しができなかった児童等は、施設敷地緊急事態で、教職員等とともに宮城県又は石巻市が手配す

るﾊﾞｽで避難し、避難所で保護者に引き渡す。

 全ての小中学校において個別避難計画を策定済。

学校名
人数

児童等 職員 合計

寄磯小学校 8人 8人 16人

荻浜中学校 4人 11人 15人

合 計（2施設） 12人 19人 31人

保護者が児童等を引取り児童等の
引渡し

避難の準備

※児童等の人数については、
令和元年5月1日現在

 引渡しができなかった児童等は、教職員等とともに、
ﾊﾞｽで避難開始

避難の開始

避難所（児童等が居住している地区の避難先）
保護者への引渡しができなかった児童等は、避難所で保護者に引渡し

26

おおさき

よりいそ

おぎのはま

いしのまきし



 在宅の避難行動要支援者66人のうち、47人は支援者がいることを確認。残る避難行動要支援者に
ついては、女川町、自主防災組織、民生委員、消防団等を通じて支援者を確保。

 支援者の同行により避難可能な者は、支援者の車両、ﾊﾞｽ又は福祉車両で避難先へ移動。
 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、支援者の車両又は福祉車両で、近傍の放射線防護対策

施設へ移動。輸送等の避難準備完了後、避難を実施。

女川町（出島を除く）におけるPAZ内の在宅の避難行動要支援者の避難

避
難
所
ま
た
は
福
祉
避
難
所
：
栗
原
市
内

支援者と共に
徒歩等で移動

支援者の車両又は福祉車両で移動

27

支援者
（47人）

在宅避難行動
要支援者
（66人）

女川町地域福祉ｾﾝﾀｰ

放射線防護対策施設

避
難
所
受
付
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
：
栗
原
市
若
柳
総
合
体
育
館

ﾊﾞｽ、
福祉車両
等で移動

33人（支援者14人）

輸送等の避難準備完了後、
避難を実施

避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者

おながわちょう

5人（支援者5人）

支援者が同行することで避難可能な者

28人（支援者28人）

支援者の車両等で移動

いずしま

く
り
は
ら
し

わ
か
や
な
ぎ

く
り
は
ら
し

おながわちょう

避難に必要な準備が整うまで屋内退避を実施

ﾊﾞｽ、福祉車両で移動

女川町9箇所

※P35参照

一時集合場所

おながわちょう

おながわちょう



船舶
で移
動

ﾊﾞｽ、

福祉
車両
等で
移動

 在宅の避難行動要支援者43人のうち、31人は支援者がいることを確認。残る避難行動要支援者に

ついては、女川町、自主防災組織、民生委員、消防団等を通じて支援者を確保。

 支援者の同行により避難可能な者は、寺間港又は出島港から船舶で女川港まで移動し、その後、

ﾊﾞｽ又は福祉車両等で避難先へ移動。

 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、支援者の車両又は福祉車両で、近傍の放射線防護対策

施設へ移動。輸送等の避難準備完了後、避難を実施。

女川町（出島）におけるPAZ内の在宅の避難行動要支援者の避難

避
難
所
又
は
福
祉
避
難
所
：
栗
原
市
内

支援者と共に徒歩
又は車両で移動

福祉車両等
で移動
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支援者
（31人）

在宅避難行動
要支援者
（43人）

旧女川第4小学校・

女川第2中学校

避
難
所
受
付
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
：
栗
原
市
若
柳
総
合
体
育
館

43人（支援者31人）

おながわちょう

一時集合場所

ﾊﾞｽ、

福祉
車両
等で
移動

女
川
港

寺
間
港
又
は
出
島
港

いずしま

てらまこう いずしまこう おながわこう

おながわ

おながわ

く
り
は
ら
し

く
り
は
ら
し

わ
か
や
な
ぎ

お
な
が
わ
こ
う

て
ら
ま
こ
う

い
ず
し
ま
こ
う

支援者が同行することで
避難可能な者

避難の実施により
健康ﾘｽｸが高まる者

放射線防護
対策施設

支援者の車両又は
福祉車両で移動

輸送等の避難準備
完了後、避難を実施

0人

避難に必要な準備が整うまで
屋内退避を実施

おながわちょう



 在宅の避難行動要支援者23人のうち、13人は支援者がいることを確認。残る避難行動要支援者に
ついては、石巻市、自主防災組織、民生委員、消防団等を通じて支援者を確保。

 支援者の同行により避難可能な者は、支援者の車両、ﾊﾞｽ又は福祉車両で避難先へ移動。
 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、支援者の車両又は福祉車両で、近傍の放射線防護対策

施設へ移動。輸送等の避難準備完了後、避難を実施。

石巻市におけるPAZ内の在宅の避難行動要支援者の避難

避
難
所
又
は
福
祉
避
難
所
：
大
崎
市
内

支援者と共に
徒歩等で移動

支援者の車両又は福祉車両で移動
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支援者
（13人）

在宅避難行動
要支援者
（23人）

石巻市2箇所
寄磯小学校，泊地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

放射線防護対策施設

避
難
所
受
付
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
：
宮
城
県
大
崎
合
同
庁
舎

ﾊﾞｽ、

福祉車両
等で移動

19人（支援者9人）

輸送等の避難準備完了後、
避難を実施

避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者

いしのまきし

支援者が同行することで避難可能な者

4人（支援者4人）

支援者の車両等で移動

いしのまきし

よりいそ とまり

お
お
さ
き
し

お
お
さ
き

0人

避難に必要な準備が整うまで屋内退避を実施

ﾊﾞｽ、
福祉車両で移動

石巻市9箇所

※P39参照
（荻浜中学校は、在宅の避難行動要支援者

の一時集合場所として使用しない）

いしのまきし

一時集合場所

いしのまきし

おぎのはま



PAZ内の観光客等一時滞在者の避難等

ﾊﾞｽ

帰宅等
の呼び
かけ

施
設
敷
地
緊
急
事
態
発
生

避難要請

一
時
集
合
場
所
に
集
合

＜観光客等一時滞在者の避難の流れ＞

自
宅
等

自家用車等
自
家
用
車
等
に
よ
り

速
や
か
に
帰
宅
等
可

能
な
一
時
滞
在
者

自家用車、観光ﾊﾞｽのほ
か、路線ﾊﾞｽ等公共交通
機関で速やかに帰宅等
が可能な一時滞在者

路線ﾊﾞｽ等公共交通機
関が利用できず、帰宅
等に時間を要する一時
滞在者

移
動
手
段
が
確
保
で
き

ず
帰
宅
等
に
時
間
を
要

す
る
一
時
滞
在
者

避
難
先

自
宅
等

公
共
交
通
機
関
を
利

用
し
帰
宅
等
を
実
施

警
戒
事
態
発
生

移
動
手
段
を
確
保
で
き
た

際
に
は
帰
宅
等
を
実
施

宿
泊
施
設
等
に
移
動

 宮城県、女川町及び石巻市は観光客等一時滞在者に対し、警戒事態で、帰宅等を呼びかける。

 自家用車等により速やかに帰宅等可能な一時滞在者は、警戒事態で、自家用車等にて帰宅等を開

始。

 路線ﾊﾞｽ等公共交通機関も利用できない観光客など、帰宅等に時間を要する一時滞在者については、

宿泊施設等に移動し、施設敷地緊急事態で避難を実施。避難の際には、徒歩等により一時集合場

所に集まり、宮城県、女川町及び石巻市が確保した車両により避難を実施。
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いしのまきしおながわちょう

おながわちょう いしのまきし



PAZ内の観光客及び民間企業の従業員の数

PAZ内の民間企業の状況

 PAZ内の観光施設における1日あたりの入場見込人数は約90人、民間企業は63事業所（約1,300人）
存在。

PAZ内の観光施設の状況

31

市町名 施設 入場見込人数

女川町 女川原子力PRｾﾝﾀｰ 88人

石巻市 － －

合計（1施設） 88人

※入場見込人数については、入場ﾋﾟｰｸ時
（10月）における1日あたりの入場者数を
基に算定

※従業員については、通勤に使用する自家
用車、ﾊﾞｽで避難

観光施設における入場見込人数：平成30年実績

おながわちょう

いしのまきし

市町名 事業所数 従業員数

女川町 45 1,220人

石巻市 18 100人

合計（63事業所） 1,320人

出典：平成28年経済ｾﾝｻｽ - 活動調査 町丁・大字別集計（総務省統計局）

おながわ

おながわちょう

いしのまきし



女川町（出島を除く）における施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力

 施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力は、想定対象人数152人について、ﾊﾞｽ6台、福
祉車両4台。

 各事業所の従業員の避難方法については各事業所単位で周知（施設敷地緊急事態で、
自家用車等により帰宅）。

32

おながわちょう

想定対象
人数※1

必要車両台数

備 考
ﾊﾞｽ※2 福祉車両※3

(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様)
福祉車両※3

(車椅子仕様)

在宅の避難行動要支援者
及びその支援者を避難先施
設に輸送

47人
（要支援者33人
+ 支援者14人）

2台
（要支援者27人

+ 支援者8人）

0台 3台
（要支援者6人
+ 支援者6人）

【ﾊﾞｽ】
2ﾙｰﾄそれぞれ必要台数を算出した合計値

在宅の避難行動要支援者
について、避難の実施によ
り健康ﾘｽｸが高まる者及び
その支援者を放射線防護対
策施設に輸送※4

10人
（要支援者5人
+ 支援者5人）

0台 3台
（要支援者5人
+ 支援者5人）

0台

上記以外の施設敷地緊急
事態要避難者等を避難先
施設に輸送

90人 4台
（90人）

0台 0台 90人全員がﾊﾞｽにより避難
【ﾊﾞｽ】
2ﾙｰﾄそれぞれ必要台数を算出した合計値

観光客等の一時滞在者の
避難

5人 1台
（5人）

0台 0台 1日あたりの観光施設の入場見込人数88人のうち、
約95%が自家用車や観光ﾊﾞｽで来場する想定で、そ
の5%を想定対象人数として算入【P31参照】

合 計 152人 6台※5 4台※5

いずしま

※1 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値
※2 ﾊﾞｽは1台あたり25人の乗車を想定
※3 ｽﾄﾚｯﾁｬｰ、車椅子どちらも乗車でき、配置により乗車台数を自由に変えられる車両を配備しているため、実際配備している車両の仕様を基に必要台数を積算
※4 「避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者」は、輸送等の準備が整うまで放射線防護対策施設に屋内退避
※5 必要車両台数については、相乗りや近隣の施設までのﾋﾟｽﾄﾝ輸送等により重複しており、合計値が合わない場合がある。



女川町（出島）における施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力

 女川港到着後、施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力は、想定対象人数74人につい
て、ﾊﾞｽ3台、福祉車両1台。

 各事業所の従業員の避難方法については各事業所単位で周知（施設敷地緊急事態で、
自家用車等により帰宅）。

33

おながわちょう いずしま

想定対象
人数※1

必要車両台数

備 考
ﾊﾞｽ※2

福祉車両※3

(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様)
福祉車両※3

(車椅子仕様)

在宅の避難行動要支援者
及びその支援者を避難先施
設に輸送

74人
（要支援者43人
+支援者31人）

3台
（要支援者39人
+支援者27人）

0台 1台
（要支援者4人
+支援者4人）

在宅の避難行動要支援者
について、避難の実施によ
り健康ﾘｽｸが高まる者及び
その支援者を放射線防護対
策施設に輸送※4

0人 0台 0台 0台

上記以外の施設敷地緊急
事態要避難者等を避難先
施設に輸送

0人 0台 0台 0台

合 計 74人 3台 1台

※1 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値
※2 ﾊﾞｽは1台あたり25人の乗車を想定
※3 ｽﾄﾚｯﾁｬｰ、車椅子どちらも乗車でき、配置により乗車台数を自由に変えられる車両を配備しているため、実際配備している車両の仕様を基に必要台数を積算
※4 「避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者」は、輸送等の準備が整うまで放射線防護対策施設に屋内退避

おながわこう



女川町における施設敷地緊急事態での輸送能力の確保

34

おながわちょう

 施設敷地緊急事態発生時には、在宅の避難行動要支援者等の避難のために、女川町及
び東北電力が配備する車両のほか、宮城県の要請に基づき、宮城県ﾊﾞｽ協会が調整・確
保する車両により、必要車両台数を確保。

 宮城県及び宮城県ﾊﾞｽ協会は、「原子力災害時における緊急輸送に関する協定書」 ※1に
基づき住民避難用ﾊﾞｽを確保。

確保車両台数

備 考
ﾊﾞｽ※2 福祉車両

（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様)
福祉車両

(車椅子仕様)

（A）必要車両台数 9台 5台
【P32、P33参照】

（B）確保車両台数 計9台以上 計5台
ﾊﾞｽについては、1台あたり25人の乗車を想定した場合に確
保しておく台数

確
保
先

女川町 0台 0台 1台

女川町の福祉車両1台は小型ﾊﾞｽであり、普通席21席、車椅
子2席に乗車可能

宮城県ﾊﾞｽ協会 9台以上 － －
UPZ内のﾊﾞｽ会社が保有する車両総数114台

東北電力 － 4台

東北電力の福祉車両は、ｽﾄﾚｯﾁｬｰ、車椅子の配置を自由に
変えられる仕様

おながわちょう

おながわちょう

※1 宮城県と公益社団法人宮城県ﾊﾞｽ協会（協力事業者84社）が、平成30年9月13日に締結
※2 ﾊﾞｽは1台あたり25人の乗車を想定
※3 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

とうほくでんりょく

とうほくでんりょく

おながわちょう

とうほくでんりょく



 女川町（出島を除く）におけるPAZ内の住民のうち施設敷地緊急事態で一時集合場所からﾊﾞｽにより
避難する者及びその支援者は合計125人。

 9箇所の一時集合場所を設置し、避難行動要支援者等は、あらかじめ指定された一時集合場所に
集合し避難を実施。

女川町（出島を除く）における施設敷地緊急事態でのﾊﾞｽ順路等

一時集合場所
ﾊﾞｽ

必要台数

① 小屋取集会所 15人

4台

② 塚浜集会所 6人

③ 飯子浜集会所 26人

④ 野々浜集会所 10人

⑤ 大石原集会所 4人

⑥ 横浦集会所 20人

⑦ 高白集会所 11人

⑧ 桐ヶ崎集会所 11人
2台

⑨ 竹浦集会所 22人

合 計：9箇所 125人 6台

おながわちょう

① 小屋取集会所

② 塚浜集会所

④ 野々浜集会所

⑥ 横浦集会所

避難先：栗原市
くりはらし

PAZ

いずしま

こやどり

つかはま

いいごはま

ののはま

おおいしはら

よこうら

たかしろ

きりがさき

たけのうら

こやどり

つかはま

ののはま

よこうら

③ 飯子浜集会所

：一時集合場所 9箇所

いいごはま

⑦ 高白集会所
たかしろ

※③の一時集合場所では、女川原子力PRｾﾝﾀｰからの避難手段
の無い者5人が追加で乗車

⑨ 竹浦集会所
たけのうら

⑤ 大石原集会所
おおいしはら

35

おながわちょう いずしま

おながわ

⑧ 桐ヶ崎集会所
きりがさき



※不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、 実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

女川町（出島）における施設敷地緊急事態での避難経路等

 宮城県及び女川町が手配する船舶を用いて、寺間港又は出島港から女川港へ海路避難を実施。女川港から

栗原市若柳総合体育館（避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ）まで陸路で避難を実施。

 海路避難の実施が困難な場合は、避難の態勢が整うまでの間、放射線防護対策施設にて屋内退避を実施。

避難先：栗原市
くりはらし

【凡例】

：港

：集合場所

：臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ

PAZ

石巻市総合運動公園へ

出島港

女川港

寺間港

＜放射線防護対策施設＞

旧女川第4小学校・女川第2中学校
（収容可能者数：110人）

写真

出島
人口：119人
面積：2.63km2

島内における生活物資・
放射線防護資機材の備蓄場所

旧女川第4小学校・女川第2中学校

てらまこう いずしまこう おながわこう おながわこう

くりはらし わかやなぎ

栗原市若柳総合体育館へ
くりはらし わかやなぎ

おながわこう

いずしまこう

てらまこう

おながわ おながわ

いしのまきし

おながわちょう いずしま
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おながわ おながわ

おながわちょう

H

いずしま

H



石巻市における施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力

 施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力は、想定対象人数81人について、ﾊﾞｽ5台、福
祉車両2台。

 各事業所の従業員の避難方法については各事業所単位で周知（施設敷地緊急事態で、
自家用車等により帰宅）。

37

いしのまきし

※1 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値
※2 ﾊﾞｽは1台あたり25人の乗車を想定
※3 ｽﾄﾚｯﾁｬｰ、車椅子どちらも乗車でき、配置により乗車台数を自由に変えられる車両を配備しているため、実際配備している車両の仕様を基に必要台数を積算
※4 「避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者」は、輸送等の準備が整うまで放射線防護対策施設に屋内退避
※5 必要車両台数については、相乗りや近隣の施設までのﾋﾟｽﾄﾝ輸送等により重複しており、合計値が合わない場合がある。

想定対象
人数※1

必要車両台数

備 考
ﾊﾞｽ※2 福祉車両※３

(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様)
福祉車両※３

(車椅子仕様)

学校の児童等を避難先施設
に輸送

31人
（児童等12人
+ 職員19人）

2台
（児童等12人
+ 職員19人）

0台 0台 【ﾊﾞｽ】
保護者への引渡しによりその分必要台数は減少
【P26参照】
2ﾙｰﾄそれぞれ必要台数を算出した合計値【P39
参照】

在宅の避難行動要支援者及
びその支援者を避難先施設
に輸送

28人
（要支援者19人

+ 支援者9人）

2台
（要支援者16人

+ 支援者6人）

0台 2台
（要支援者3人
+支援者3人）

【ﾊﾞｽ】
3ﾙｰﾄそれぞれ必要台数を算出した合計値

在宅の避難行動要支援者に
ついて、避難の実施により健
康ﾘｽｸが高まる者及びその支
援者を放射線防護対策施設
に輸送※4

0人 0台 0台 0台

上記以外の施設敷地緊急事
態要避難者等を避難先施設
に輸送

22人 3台
（22人）

0台 0台 22人全員がﾊﾞｽにより避難
【ﾊﾞｽ】
3ﾙｰﾄそれぞれ必要台数を算出した合計値

合 計 81人 5台※5 2台※5



石巻市における施設敷地緊急事態での輸送能力の確保

38

いしのまきし

 施設敷地緊急事態発生時には、在宅の避難行動要支援者等の避難のために、石巻市及
び東北電力が配備する車両のほか、宮城県の要請に基づき、宮城県ﾊﾞｽ協会が調整・確
保する車両により、必要車両台数を確保。

 宮城県及び宮城県ﾊﾞｽ協会は、「原子力災害時における緊急輸送に関する協定書」 ※1に
基づき住民避難用ﾊﾞｽを確保。

確保車両台数

備 考
ﾊﾞｽ※2 福祉車両

（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様)
福祉車両

(車椅子仕様)

（A）必要車両台数 5台 2台
【P37参照】

（B）確保車両台数 計5台以上 計2台

確
保
先

石巻市 2台 0台 1台

・石巻市のﾊﾞｽのうち1台と福祉車両1台は同一車

両であり、普通席21席、車椅子2席に乗車可能

・石巻市の残りのﾊﾞｽ1台は普通席24席

宮城県ﾊﾞｽ協会 3台以上 － －
UPZ内のﾊﾞｽ会社が保有する車両総数114台

東北電力 － 1台※3

東北電力の福祉車両は、ｽﾄﾚｯﾁｬｰ、車椅子の配
置を自由に変えられる仕様

いしのまきし

いしのまきし

※1 宮城県と公益社団法人宮城県ﾊﾞｽ協会（協力事業者84社）が、平成30年9月13日に締結
※2 ﾊﾞｽは1台あたり25人の乗車を想定。ただし、石巻市（いしのまきし）が配備するﾊﾞｽは備考のとおり。
※3 東北電力（とうほくでんりょく）の福祉車両1台については、PAZから車椅子2人、準PAZから車椅子1人乗車し、避難先施設に輸送【P67参照】
※4 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

とうほくでんりょく

とうほくでんりょく

いしのまきし

いしのまきし

とうほくでんりょく



石巻市における施設敷地緊急事態でのﾊﾞｽ順路等
いしのまきし

よりいそ

とまり

おぎのはま

まえあみ

さめのうら

おおやがわ

やがわ

こづみはま

おぎのはま

石巻市
いしのまきし

おおさきし

① 寄磯小学校
よりいそ

③ 鮫浦振興会集会所
さめのうら

④ 大谷川浜集会所
おおやがわはま

⑤ 泊地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
とまり

⑥ 谷川浜集会所
やがわはま

⑦ 小積浜集会所
こづみはま

⑧ 荻浜集会所
おぎのはま

⑨ 荻浜中学校
おぎのはま

まえあみ

② 前網地区振興会集会所

一時集合場所
ﾊﾞｽ

必要台数

① 寄磯小学校 8人

1台
② 前網地区振興会集会所 1人

③ 鮫浦振興会集会所 0人

④ 大谷川浜集会所 10人

⑤ 泊地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 5人
1台

⑥ 谷川浜集会所 2人

⑦ 小積浜集会所 7人

1台⑧ 荻浜集会所 11人

⑨ 荻浜中学校 0人

合 計：9箇所 44人 3台

PAZ

まえあみ

：一時集合場所9箇所

※学校の児童等を避難先施設に輸送するための
ﾊﾞｽ必要台数は以下のとおり

・寄磯小学校（児童8人、職員8人）：1台

・荻浜中学校（生徒4人、職員11人）:1台

【P26参照】
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 石巻市におけるPAZ内の住民のうち施設敷地緊急事態で一時集合場所からﾊﾞｽにより避難する者
及びその支援者は合計44人。

 9箇所の一時集合場所を設置し、避難行動要支援者等は、あらかじめ指定された一時集合場所に
集合し避難を実施。

よりいそ

まえあみ

さめのうら

おおやがわはま

とまり

やがわはま

こづみはま

おぎのはま

おぎのはま

よりいそ

おぎのはま

いしのまきし



避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる避難行動要支援者に係る対応

 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者については、輸送等の避難準備が整うまで放射線防護機能を付加した近傍
の放射線防護対策施設（7施設）へ屋内退避を実施。

 これら7施設では、施設入所者とPAZ内の在宅の避難行動要支援者等を最大約800人収容可能。
 放射線防護対策施設では、およそ3日を目安に生活できる食料及び生活物資等を確保するため、必要な備蓄と供

給体制を整備。

放射線防護対策施設（7施設）

泊地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
（収容可能者数：140人）

旧女川第4小学校・女川第2中学校
（収容可能者数：110人）

寄磯小学校
（収容可能者数：70人）

おながわ おながわ

とまり

よりいそ

PAZ

PAZ境界線

準PAZ境界線

牡鹿保健福祉ｾﾝﾀｰ清優館
（収容可能者数：60人）

おしか せいゆうかん

牡鹿病院
（収容可能者数：125人）

おしか

おしか清心苑
（収容可能者数：150人）

せいしんえん

女川町地域福祉ｾﾝﾀｰ
（収容可能者数：150人）

40

おながわちょう



 避難開始前の段階において、避難計画で避難経路として定められている道路等が自然災害等に

より使用できない場合、宮城県、女川町及び石巻市は、代替経路を設定するとともに、道路等の管

理者は復旧作業を実施。

 直轄国道については、国土交通省東北地方整備局が早急に被害状況を把握し、迅速かつ的確な

道路啓開、仮設等の応急復旧を行い、早期の道路交通の確保等に努める。

自然災害等により道路等が通行不能になった場合の復旧策

＜宮城県の管理道路＞
宮城県災害対策本部が応急復
旧作業を実施。

＜直轄国道＞
国土交通省東北地方整備局が
応急復旧作業を実施。

いしのまきしおながわちょう

 災害発生時には、各管理道路のﾊﾟﾄﾛｰﾙを実施し、
被害の状況等を把握。

 道路の被害状況を踏まえ、国、県がそれぞれ建設
業協会等と締結している協定等をもとに、応急
復旧を実施。

PAZ

UPZ

41
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Ｈ
Ｈ

Ｈ

Ｈ

2

220

41

2

【凡例】
：女川町一時集合場所
：石巻市一時集合場所
：港
:臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ

PAZ内における状況に応じた対応

42

 自然災害等により予定していた経路による避難が実施できない場合は、迂回する陸路による避難

や海路等といった避難を実施。なお、東北電力においても、ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰを確保し空路避難を支援。

 いずれの避難もできない場合には、屋内退避を実施し、避難態勢が整い次第避難を実施。

PAZ

UPZ

いしのまき

Ｈ

宮城県庁

警戒本部

栗原市若柳総合体育館

女川町避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
おな がわちょう

いしのまきし

くりはらし

おおさき

わかやなぎ

おながわちょう

おおさき

栗原市へ避難
大崎市へ避難

臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ
（清崎運動公園）

臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ
（旧女川第2小学校・

女川第4中学校）

石巻港

女川港
おながわこう

寺間港
てらまこう

いしのまきこう

鮎川港
あゆかわこう

女川町役場

警戒本部

おながわちょう

宮城県大崎合同庁舎

いしのまきし

石巻市避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ

石巻市役所

警戒本部

いしのまきし

出島

出島港
いずしまこう

いしのまきし

おおさき

おおさきし

くりはらし

おながわちょう

いしのまきし

きよさき

いずしま

41

220

おながわ

おながわ



台風時などにおけるPAZ内の防護措置

43

 台風等により気象庁から暴風警報等が発表され、外出をすることで命に危険が及ぶような場合には、PAZ内の施

設敷地緊急事態要避難者及び住民は、無理に避難せずに、安全が確保されるまでは、屋内退避を優先。

 その後、例えば天候が回復するなど、安全が確保できた場合には、避難を実施。 また、避難の実施により健康ﾘｽ

ｸが高まる者は、近傍の放射線防護対策施設で屋内退避を実施。

 なお、全面緊急事態となった段階で天候が回復するなどし、避難を実施する際には、国及び宮城県等は、避難経

路や避難手段のほか、原子力発電所の状況や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果、気象情報等の情報共有や緊急時の対策

についての確認・調整等を行う。

避難準備

自宅等にて
屋内退避

施設敷地
緊急事態
要避難者

住 民

施設敷地緊急事態警戒事態 全面緊急事態

天候回復

放射線防護対策
施設にて屋内退避

自宅等にて屋内退避

避難の実施により
健康ﾘｽｸが高まる者

徒歩等

＜全面緊急事態で天候が回復した場合の対応の例＞

福祉車両等による避難

ﾊﾞｽによる避難

輸送等の避難準備
完了後に避難

避難先

避難準備
一時集合

場所

自家用車等による避難

台風時など（気象庁における暴風警報等の発表）※

ＵＰＺ外

（外出をすることで命に危険が及ぶような場合）

※ 台風等に伴う大雨により、市町から土砂災害や洪水等に係る避難
勧告等が発令された場合には、該当地域の住民は、指定緊急避
難場所等の安全が確保できる場所で屋内退避を実施。



津波との複合災害時におけるPAZ内の防護措置

 津波との複合災害時（津波警報又は大津波警報の発表時）における避難行動では、住民の生命の安全確保を優先し、津波
による人命へのﾘｽｸを回避するため、津波に係る指定緊急避難場所等の安全が確保できる場所に避難を実施。

 その後、施設敷地緊急事態や全面緊急事態に至った場合であっても、津波に係る避難指示が発令されている場合には、原
子力災害に対する避難行動よりも津波に対する避難行動を優先。

 津波警報解除等津波に対する安全が確保できる場合（※１）は、避難経路、避難手段、ﾌﾟﾗﾝﾄの状況等を確認し、原子力災
害時に備えあらかじめ設定している避難先へ避難を実施。 なお、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、輸送等の避難
準備が整うまで近傍の放射線防護対策施設へ屋内退避を実施。

一時集合場所
（※3）

施設敷地緊急事態警戒事態 全面緊急事態

津波警報解除
津波に対する安全が確保
できる場合

放射線防護対策施設
（屋内退避）

津波警報

避難の実施により
健康ﾘｽｸが高まる者

＜施設敷地緊急事態で津波警報が解除された場合の例＞

ﾊﾞｽによる避難

輸送等の避難準備
完了後に避難

ＵＰＺ外

避難先
（30km圏外）

原子力災害時に備えあ
らかじめ設定している避
難先

UPZ外避難先：P25参照

※１ 津波警報等の発表中であっても、津波の影響を受けずに避難等の実施が可能であれば、原子力災害に係る避難等を実施。
※２ 自宅が津波による被害を受けていない住民は、自宅にて原子力災害に係る避難準備を実施し、その他の住民は津波に係る指定緊急避難場所等で原子力災害に

係る避難準備を実施。
※３ 一時集合場所は、津波に係る指定緊急避難場所等にもなっている場合がある。 44

自家用車等による避難

福祉車両等による避難

津波に係る指定緊急
避難場所等に避難

津波に係る指定緊急
避難場所等に避難

原子力災害に
係る避難準備

（※２）

避
難
経
路
や
避
難
手
段
の
確
保
状
況
を
確
認
後
、

原
子
力
災
害
に
係
る
避
難
等
を
実
施

施設敷地
緊急事態
要避難者

住 民



避難等の実施避難元 避難先

感染症※1の流行下でのPAZ内の防護措置

＜感染症（新型インフルエンザ等）の流行下での原子力災害が発生した場合（ＰＡＺ）＞

※１ 新型インフルエンザ等対策特別措置法第二条第一項に定める新型インフルエンザ等を指す。
※２ 軽症者等とは、入院治療が必要ない無症状病原体保有者及び軽症患者のこと。
※３ 濃厚接触者、発熱者等の感染の疑いのある者、又はそれ以外の者は、可能な限りそれぞれ別々に避難（車両、避難所等）する。

感染者
（軽症者等）

それ以外の者

放射線防護対策施設等で屋内退避を継続
 それ以外の者とは別の施設で屋内退避。

 それ以外の者とは、別施設に避難。

また、施設内では密集を避ける。施
設
敷
地
緊
急
事
態
要
避
難
者

一
般
住
民

感染者
（重症者）

避難の実施
により健康
リスクが高
まらない者

手
洗
い
・
消
毒
・
マ
ス
ク
着
用
・
一
定
の
距
離
確
保
等
の
感
染
予
防
策
を
徹
底

それ以外
の者

感染症指定医療機関等で治療

避難所等
 感染者（軽症者等）は、それ以外

の者とは隔離するため、別施設

や個室等に避難。また、密集を

避ける。

 感染症の流行下において原子力災害が発生した場合、感染者や感染の疑いのある者も含め、感染拡大・予防対策を十分考慮した上で、避難や屋
内退避等の各種防護措置を行う。

 具体的には、PAZ内の住民が避難を行う場合には、その過程（避難車両等）又は避難先（避難所等）などにおける感染拡大を防ぐため、感染者とそれ
以外の者との分離、人と人との距離の確保、マスクの着用、手洗いなどの手指衛生等の感染対策を実施する。

 原子力災害の発生状況、感染拡大の状況及び避難車両や避難所等の確保状況など、その時々の状況に応じて、車両や避難所を分ける、又は同じ
車両や避難所内で距離や離隔を保つなど、柔軟に対応する。

 避難先施設では、密集を避ける。

感染者
（軽症者等）

それ以外
の者※３

避難の実施
により

健康リスク
が高まる者 放射線防護対策施設等で屋内退避を継続

 感染者（軽症者等）とは別の施設で屋内退避。
【
Ｓ
Ｅ
】

避
難
等
開
始

 感染者（軽症者等）は、それ以外

の者とは隔離するため、別施設

や個室等に避難。また、密集を

避ける。

 感染者とは、別施設に避難。また、

施設内では密集を避ける。

 避難先施設では、密集を避ける。

感染者
（軽症者等）

 それ以外の者とは、別々の車両で避難。

避難車両
 バス等で避難する際は、密集を避け、極力分

散して避難。
（例）

・ 追加車両の準備やピストン輸送等を実施する。
・ マスクを着用し、座席を十分離して着席する。

 バス等で避難する際は、密集を避け、極力分
散して避難。

（例）
・ 追加車両の準備やピストン輸送等を実施する。
・ マスクの着用、座席を十分離して着席する。
・ 施設敷地緊急事態要避難者及び一般住民の

感染者（軽症者等）同士、又は施設敷地緊急
事態要避難者及び一般住民のそれ以外の
者同士で、SEの段階で避難する。

 感染者（軽症者等）とは、別々の車両で避難。

 バス等で避難する際は、密集を避け、極力分
散して避難。

（例）
・ 追加車両の準備やピストン輸送等を実施する。
・ マスクを着用し、座席を十分離して着席する。

 バス等で避難する際は、密集を避け、極力分
散して避難。

【
G
Ｅ
】

避
難
等
開
始

バス避難者等の
一時集合場所等

 密集を避け、極力分散して集合。
（例）

・ 一時集合場所等の場所を分ける。
・ 集合時間帯を分ける。
・ 一時集合場所等の中で別れて集合する。
・ 手続きの簡素化等を行い、一時集合場所

等にいる時間を短くする。

自宅等で
避難準備

 指定避難所等に避難を実施する場合
は、密集を避け、極力分散して避難。

（例）
・ 避難施設の場所を分ける。
・ 施設内の別部屋に分かれて集合する。

※２
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5．PAZ内の全面緊急事態
における対応

＜対応のﾎﾟｲﾝﾄ＞
1. 自家用車による避難ができない住民の移動手段（ﾊﾞｽ等）を確保し、避難を開始すること。

2. 避難先施設の受入体制を整えること。

3. 安定ﾖｳ素剤を持っていない者（紛失等）に、緊急配布すること。
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 女川町及び石巻市におけるPAZ内の住民について、自家用車で避難できる住民は、自家用車によりあらかじめ定め
られた避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝを経由し、避難所に避難。

 自家用車での避難が困難な住民は、徒歩等で一時集合場所に集まり、宮城県、女川町及び石巻市が手配した車両
等で、避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝを経由し、避難所に避難。

 避難先については、避難計画に関する住民説明会や訓練等を通じて対象となる住民に周知。

PAZ内の住民の避難先及び避難住民数

※避難対象者数は、PAZ内住民の合計数から施設敷地緊急事態で避難する住民及びその支援者を引いた数字である。

徒歩等

ﾊﾞｽ等
一時集合場所 19箇所

避難元：女川町、石巻市
おながわちょう いしのまきし

＜石巻市避難所 60施設（39,195人）＞
大崎市 60施設（39,195人）

( ) は収容可能人数
避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ：栗原市、大崎市

避難所63施設（39,995人）

くりはらし おおさきし

＜女川町避難所 3施設（800人）＞
栗原市 3施設（800人）
・高清水小学校 （350人）
・旧高清水中学校 （350人）
・畑岡公民館 （100人）

おながわちょう

くりはらし

PAZ女川町
おながわちょう

栗原市
くりはらし

大崎市
おおさきし

石巻市
いしのまきし

UPZ

いしのまきしおながわちょう

いしのまきしおながわちょう

たかしみず

たかしみず

はたおか

いしのまきし

おおさきし

おながわちょう

いしのまきし

いずしま

PAZ内
地域

避難
対象者

ﾊﾞｽ
避難者数

自家用車
避難者数

女川町 270人 100人 170人

うち、出島 45人 45人 0人

石巻市 508人 165人 343人
合 計 778人 265人 513人

自家用車

おながわちょう

いずしま

いしのまきし
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女川町における全面緊急事態で必要となる輸送能力及びその確保

 女川町において全面緊急事態で必要となる輸送能力は、100人分、ﾊﾞｽ5台。

 女川町が保有するﾊﾞｽのほか、宮城県は、「原子力災害時における緊急輸送に関する協定書」 ※1

に基づき、宮城県ﾊﾞｽ協会が調整・確保する車両により、必要車両台数を確保。

 車両及び運転手については、宮城県ﾊﾞｽ協会等の協力により、更に余裕を持った台数・人数を確保。

想定対象人数※2 想定必要ﾊﾞｽ数※3 備考

ﾊﾞｽにより避難する住民
出島を除く 55人 3台

【P50参照】
出島※4 45人 2台

合 計 100人 5台

＜女川町における全面緊急事態で必要となる輸送能力＞
おながわちょう

確保車両台数
備考

ﾊﾞｽ

（A）最大必要車両台数 5台

（B）車両確保台数 計5台以上

確
保
先

宮城県ﾊﾞｽ協会 5台以上

UPZ内のﾊﾞｽ会社が保有する車両総数114台のうち、
PAZ及び準PAZ内の施設敷地緊急事態で使用す
る36台の車両を除く、残りの78台の車両を使用

＜女川町における全面緊急事態での輸送能力の確保＞
おながわちょう

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

おながわちょう

おながわちょう

※1 宮城県と公益社団法人宮城県ﾊﾞｽ協会（協力事業者84社）が、平成30年9月13日に締結
※2 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値
※3 ﾊﾞｽは1台あたり25人の乗車を想定
※4 全面緊急事態で避難する出島（いずしま）の住民は、女川港（おながわこう）からﾊﾞｽで避難所へ避難
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石巻市における全面緊急事態で必要となる輸送能力及びその確保
いしのまきし

 石巻市において全面緊急事態で必要となる輸送能力は、165人分、ﾊﾞｽ8台。

 石巻市が保有するﾊﾞｽのほか、宮城県は、「原子力災害時における緊急輸送に関する協定書」 ※1

に基づき、宮城県ﾊﾞｽ協会が調整・確保する車両により、必要車両台数を確保。

 車両及び運転手については、宮城県ﾊﾞｽ協会等の協力により、更に余裕を持った台数・人数を確保。

想定対象人数※2 想定必要ﾊﾞｽ数※3 備考

ﾊﾞｽにより避難する住民 165人 8台 【P51参照】

＜石巻市における全面緊急事態で必要となる輸送能力＞
いしのまきし

確保車両台数
備考

ﾊﾞｽ

（A）最大必要車両台数 8台

（B）車両確保台数 計8台以上

確
保
先

宮城県ﾊﾞｽ協会 8台以上

UPZ内のﾊﾞｽ会社が保有する車両総数114台のうち、
PAZ及び準PAZ内の施設敷地緊急事態で使用す
る36台の車両を除く、残りの78台の車両を使用

＜石巻市における全面緊急事態での輸送能力の確保＞
いしのまきし

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

いしのまきし

※1 宮城県と公益社団法人宮城県ﾊﾞｽ協会（協力事業者84社）が、平成30年9月13日に締結
※2 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値
※3 ﾊﾞｽは1台あたり25人の乗車を想定
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 女川町によるｱﾝｹｰﾄ調査の結果、PAZ内の女川町における自家用車で避難できない住民は100人。

 PAZ内の女川町（出島を除く）における自家用車で避難できない住民は、徒歩等で各一時集合場所に集まり、宮城

県又は女川町が配車した車両で、避難先である栗原市へ避難。

 出島における自家用車で避難できない住民については、宮城県又は女川町で手配した船舶や車両で、避難先で

ある栗原市へ避難。

女川町における自家用車で避難できない住民の数
及び各集合場所への配車順路

おながわちょう

おながわちょう おながわちょう

おながわちょう

おながわちょう

おながわちょう

いずしま

いずしま

くりはらし

くりはらし

PAZ
女川町
おながわちょう

：一時集合場所
【凡例】

おながわ おながわ

こやどり つかはま いいごはま

ののはま おおいしはら よこうら

たかしろ

たけのうら きりがさき

各一時集合場所等への配車順路 人数 ﾊﾞｽ
必要台数

ﾙｰﾄ1
(中型・小型

ﾊﾞｽ）

小屋取集会所⇒塚浜集会所⇒飯子浜集会所
⇒野々浜集会所⇒大石原集会所⇒横浦集会所
⇒高白集会所

37人 2台

ﾙｰﾄ2
(中型・小型

ﾊﾞｽ）
竹浦集会所⇒桐ヶ崎集会所 18人 1台

ﾙｰﾄ3
(船舶→

中型・小型
ﾊﾞｽ）

旧女川第4小学校・女川第2中学校
→女川港 45人 2台

合 計 100人 5台

こやどり つかはま いいごはま

ののはま おおいしはら よこうら

たかしろ

たけのうら きりがさき

おながわおながわ

① 小屋取集会所
こやどり

ﾙｰﾄ1
② 塚浜集会所

つかはま

③ 飯子浜集会所
いいごはま

④ 野々浜集会所
ののはま

⑤ 大石原集会所
おおいしはら

⑥ 横浦集会所
よこうら

⑦ 高白集会所
たかしろ

ﾙｰﾄ2

① 竹浦集会所
たけのうら② 桐ヶ崎集会所

きりがさき

ﾙｰﾄ3

① 旧女川第4小学校・
女川第2中学校

おながわ
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 石巻市によるｱﾝｹｰﾄ調査の結果、PAZ内の石巻市における自家用車で避難できない住民は165人。
 自家用車で避難できない住民は、徒歩等で各一時集合場所に集まり、宮城県又は石巻市が配車し

た車両で、避難先である大崎市へ避難。

石巻市
いしのまきし

PAZ
各集合場所への配車順路 人数 ﾊﾞｽ

必要台数

ﾙｰﾄ1
(中型･小型

ﾊﾞｽ）

寄磯小学校⇒前網浜⇒鮫浦振興会集会所⇒
大谷川浜集会所

112人 5台

ﾙｰﾄ2
(中型･小型

ﾊﾞｽ）
泊地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ⇒谷川浜集会所 41人 2台

ﾙｰﾄ3
(中型･小型

ﾊﾞｽ）
小積浜集会所⇒荻浜集会所⇒荻浜中学校 12人 1台

合 計 165人 8台

石巻市における自家用車で避難できない住民の数
及び各集合場所への配車順路

いしのまきし

いしのまきし いしのまきし

いしのまきし

おおさきし

よりいそ まえあみはま

：一時集合場所
【凡例】

① 寄磯小学校
よりいそ

ﾙｰﾄ1

③ 鮫浦振興会集会所
さめのうら

④ 大谷川浜集会所
おおやがわはま

ﾙｰﾄ2

① 泊地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
とまり

② 谷川浜集会所
やがわはま

ﾙｰﾄ3

① 小積浜集会所
こづみはま

② 荻浜集会所
おぎのはま

③ 荻浜中学校
おぎのはま

まえあみ
② 前網地区振興会集会所
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さめのうら

おおやがわはま

まえあみ

やがわはまとまり

おぎのはまこづみはま おぎのはま



女川町におけるPAZ内から避難先までの主な経路

PAZ

おながわちょう

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。

【基本経路（例）】
県道41号→国道398号→県道234号→
三陸自動車道→県北高速幹線道路→
国道346号→国道398号

【国道45号経路（例）】
県道41号→国道398号→国道45号→
国道342号→県道36号→国道398号

おながわちょう

女川町
対象住民：270人

避難先：栗原市
（高清水小学校、他2施設)

くりはらし

：基本経路（例）
：予備経路（例）
：国道45号経路（例）
：国道108号経路（例）
：避難先市町村所在地

【凡例】

UPZ

たかしみず

《避難経路の考え方》
・円滑な避難のため、可能な範囲で地域毎に分散して経路を設定
・住民が覚えやすく実行しやすい避難誘導計画となるよう、基本

となる単一の避難経路をあらかじめ設定
・自然災害等により、道路の遮断や障害物による道路幅の減少等

が想定又は確認できるときは、各道路管理者と協力し、代替避
難路を速やかに確保。その上で、あらかじめ定めた避難計画に
かかわらず、代替となる安全な避難経路において避難

41

346

【国道108号経路（例）】
県道41号→国道398号→国道108号
→国道346号→県道36号→国道398号

108

346

登米ＩＣ

398

36

県北高速幹線道路

三陸自動車道

【予備経路（例）】
県道41号→国道398号→三陸自動車道
→県北高速幹線道路→国道346号→
国道398号

石巻女川ＩＣ

398234

45

342
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いしのまきおながわ

さんりく

とめ

けんぽく

けんぽく

さんりく

さんりく けんぽく



石巻市におけるPAZ内から避難先までの主な経路

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。

PAZ
いしのまきし

石巻市
対象住民：508人

避難先：大崎市
(60施設の中から状況に

応じて割当て)

おおさきし

：第一経路（例）
：第二経路（例）
：避難先市町村所在地

【凡例】
UPZ

いしのまきし

【第一経路（例）】
県道41号→県道2号→
国道398号→国道108号

《避難経路の考え方》
・円滑な避難のため、可能な範囲で地域毎に分散して経路を設定
・住民が覚えやすく実行しやすい避難誘導計画となるよう、基本

となる単一の避難経路をあらかじめ設定
・自然災害等により、道路の遮断や障害物による道路幅の減少等

が想定又は確認できるときは、各道路管理者と協力し、代替避
難路を速やかに確保。その上で、あらかじめ定めた避難計画に
かかわらず、代替となる安全な避難経路において避難

108

【第二経路（例）】
県道41号→県道2号→国道398号→
県道192号→国道108号→県道16号→
国道346号→県道19号→県道32号

2

398

41

32

19

346

16

192
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避難を円滑に行うための対応策①

 PAZ及びUPZ内の住民の車両による避難を円滑に行うため、県、関係市町及び県警等により道路渋
滞を把握し、主要交差点等における交通整理・誘導・規制、「交通情報板」等を活用した広報等の交
通対策を行う。

【凡例】
避難誘導及び交通規制箇所
有事対策用信号機・自家発電機能付
信号機
交通情報板

○道路渋滞把握対策
ﾍﾘﾃﾚ伝送ｼｽﾃﾑを活用し、道路渋滞の
把握を実施

○交通誘導対策
主要交差点等における市町、県警察
等の交通整理･誘導等により、円滑な
避難誘導を実施

○交通広報対策
日本道路交通情報ｾﾝﾀｰ(JARTIC)、
交通情報板、避難誘導・交通規制用
自動制御板等を活用した広報
光ﾋﾞｰｺﾝを活用した交通情報提供

○交通規制対策
混雑ｴﾘｱでの交通規制、主要交差点
における信号機操作等による円滑な
交通流の確保

54

PAZ

UPZ

ｻﾝﾌｧﾝﾊﾟｰｸ入口交差点

ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ女川中央店前交差点

南三陸町五日町交差点

神割崎入口交差点

津山町柳津交差点

神取橋西交差点

前谷地河南総合支所入口交差点

JAいしのまき大塩支所前交差点

鳴瀬大橋西たもと交差点

登米東和ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ

登米ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ

桃生豊里ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ
河北ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ

石巻河南ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ矢本ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ

鳴瀬奥松島ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ

ｺﾊﾞﾙﾄﾗｲﾝ入口交差点

とめとうわ

とめ

みなみさんりくちょういつかまち

つやまちょうやないづ

かみわりざき

ものうつやま

ものうとよさと

おながわ

いしのまきかなんやもとなるせおおはし

なるせおくまつしま

おおしお

まえやちかなん

かほく

かんどりばし

とよさとおおはし

豊里大橋交差点
とよさと

女川地域における交通対策
おながわ

石巻港ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ

桃生津山ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞものうつやま

いしのまきこう



避難を円滑に行うための対応策②

 宮城県は、原子力災害に関する基礎知識や原子力災害発生時にとるべき行動などについてまとめた「原子力防災の
手引」を作成。外国人に対しても周知できるよう、英語版も作成。

 また、「原子力だよりみやぎ」等による広報活動を実施。「原子力だよりみやぎ」では、女川原子力発電所周辺地域の
環境影響の調査結果や、原子力防災の取組などを広く住民に情報提供するため、女川原子力発電所から概ね30km
圏内に位置する行政区内に年４回全戸配布。

 原子力防災訓練のﾘｰﾌﾚｯﾄにも「原子力防災のしおり」として原子力災害発生時にとるべき行動について掲載するな
ど、継続的な周知を実施。

【原子力だよりみやぎ】【原子力防災の手引(日本語版・英語版)】
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【原子力防災訓練ﾘｰﾌﾚｯﾄ】
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上で閲覧可能

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/gentai/
tebiki.html

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上で閲覧可能
http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/gentai/

o-gensiryokudayori.html

おながわ

おながわ



自然災害等により避難先施設が被災した場合の避難先施設の調整

 自然災害等により、避難先施設が使用できなくなった場合は、UPZ外の県内避難先施設（合計446施
設）を候補として、宮城県及び県内の市町村が調整のうえ、避難先施設を決定する。

 宮城県内において避難先施設が確保できない場合には、国、全国知事会、災害時応援協定を締結
している東北各県等と調整を行う。

市町村 受入
施設数

受入
可能人数

仙台市 91 70,108          
塩竈市 1 1,150

気仙沼市 12 5,000
白石市 8 3,563
名取市 14 5,210
角田市 4 2,000

多賀城市 12 22,050
岩沼市 16 7,902
登米市 50 43,645
栗原市 46 23,040
大崎市 60 39,195
富谷市 10 2,620
蔵王町 4 1,730

七ヶ宿町 5 450
大河原町 5 1,300
村田町 2 850
柴田町 6 1,930
川崎町 3 1,050
丸森町 8 1,700

宮城県内における避難先施設（UPZ外）

市町村 受入
施設数

受入
可能人数

亘理町 11 2,902
山元町 3 1,054
松島町 2 500

七ヶ浜町 2 2,000
利府町 6 1,548
大和町 5 5,790
大郷町 3 1,680
大衡村 22 2,796
色麻町 8 2,200
加美町 18 3,821
涌谷町 5 2,542
美里町 4 3,780
合 計 446箇所 265,106人

：避難受入市町村

気仙沼市

仙台市

塩竈市

白石市
角田市

多賀城市

栗原市

大崎市

蔵王町

七ヶ宿町
大河原町

村田町

柴田町

川崎町

丸森町

松島町

七ヶ浜町

利府町

大和町 大郷町

大衡村色麻町

加美町

名取市

岩沼市

亘理町

山元町

涌谷町

富谷市

登米市

美里町

UPZ

PAZ

くりはらし

かみまち

とめし

おおさきし

わくやちょう
しかまちょう

おおひらむら

たいわちょう おおさとちょう

みさとまち

まつしままち

しおがまし

たがじょうし

とみやし

しちがはままち

りふちょう

なとりし

しちかしゅくまち

ざおうまち

かわさきまち

おおがわらまち

むらたまち

しばたまち

かくだし

しろいしし

まるもりまち

いわぬまし

わたりちょう

やまもとちょう

けせんぬまし

せんだいし

せんだいし

しおがまし

しろいしし

なとりし

かくだし

たがじょうし

いわぬまし

とめし

くりはらし

おおさきし

とみやし

ざおうまち

しちかしゅくまち

おおがわらまち

むらたまち

しばたまち

かわさきまち

まるもりまち

わたりちょう

やまもとちょう

まつしままち

しちがはままち

りふちょう

たいわちょう

おおさとちょう

おおひらむら

しかまちょう

かみまち

わくやちょう

みさとまち
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けせんぬまし
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＜対応のﾎﾟｲﾝﾄ＞

PAZ内を通過しなければ避難ができないことから、準PAZとし、施設敷地緊急事態及び全面緊急事態
における防護措置については、PAZにおける対応と同様に実施。

6． 準PAZ内の牡鹿半島における対応
おしか



地区 人口 行政区

牡鹿 1,632人

鮎川（第１～６）

新山

十八成

小渕

給分

大原

小網倉

荻浜 284人

牧浜

竹浜

狐崎浜

鹿立浜

福貴浦

準PAZ内における牡鹿半島の概要

宮城県庁
県災害対策本部

石巻市役所

市災害対策本部

おしか

宮城県
大崎合同庁舎

避難所
受付ｽﾃｰｼｮﾝ

おおさき

いしのまきし

PAZ境界線

準PAZ境界線

PAZ

おしか

おぎのはま

こあみくら

にいやま

おおはら

くぐなり

まきのはま

すだちはま

各一時集合場所において1名の職
員を配置するとともに、自主防災組
織や消防団等による地域ｺﾐｭﾆﾃｨと
一体となった避難誘導体制を構築

こぶち

あゆかわ

牡鹿総合支所

災対牡鹿支部
おしか

おしか

 女川原子力発電所から南へ5km離れた牡鹿半島内の地区では、放射性物質放出後に緊急時ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ結果を踏まえUPZによる一時移転等実施する際、陸路により牡鹿半島を北上し、PAZ内を通過し
なければ避難ができないことから、当該地区を準PAZとし、全面緊急事態には住民の避難を開始す
るなどの防護措置を講じる。

 牡鹿半島の準PAZ内には、1,916人が在住。

きゅうぶん

たけのはま

きつねざきはま

ふっきうら

新山
にいやま

鮎川
あゆかわ

十八成
くぐなり

小渕
こぶち

給分
きゅうぶん

大原
おおはら

小網倉
こあみくら福貴浦

ふっきうら

鹿立浜
すだちはま

狐崎浜
きつねざきはま

竹浜
たけのはま 牧浜

まきのはま
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おしか

おながわ おしか

おしか

おしか



宮城県、石巻市における初動対応

宮城県庁
県災害対策本部

石巻市役所

市災害対策本部

宮城県
大崎合同庁舎

避難所
受付ｽﾃｰｼｮﾝ

おおさき

いしのまきし

いしのまきし

 警戒事態が発生した段階で、施設敷地緊急事態要避難者の避難準備のため、宮城県及び石巻市
は、一時集合場所、学校、福祉施設に避難用車両等の手配を開始するとともに、避難誘導責任者を
一時集合場所に速やかに配置し、一時集合場所の開設準備を開始。

 石巻市は、各集落の消防団等と情報共有を図り、各集落の地域ｺﾐｭﾆﾃｨと一体となった避難誘導体
制を構築。

いしのまきし

いしのまきし

おしか

PAZ境界線

準PAZ境界線

PAZ

各一時集合場所において、消防
団等による地域ｺﾐｭﾆﾃｨと一体と
なった避難誘導体制を構築

牡鹿総合支所

災対牡鹿支部
おしか

おしか

新山
にいやま

鮎川
あゆかわ

十八成
くぐなり

小渕
こぶち

給分
きゅうぶん

大原
おおはら

小網倉
こあみくら福貴浦

ふっきうら

鹿立浜
すだちはま狐崎浜

きつねざきはま

竹浜
たけのはま 牧浜

まきのはま

地区 行政区 自主防・消防団
（組織数）

牡鹿

鮎川（第１～６） 1

新山 1

十八成 1

小渕 1

給分 1

大原 1

小網倉 1

荻浜

牧浜 1

竹浜 1

狐崎浜 2

鹿立浜 1

福貴浦 1 59

おしか

おぎのはま

こあみくら

にいやま

おおはら

くぐなり

まきのはま

すだちはま

こぶち

あゆかわ

きゅうぶん

たけのはま

きつねざきはま

ふっきうら



 石巻市は、防災行政無線、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、電子ﾒｰﾙ配信ｻｰﾋﾞｽ、広報車等を活用し、住民へ情報を伝達。ま

た、各一時集合場所に派遣された職員は、衛星携帯電話や移動系防災行政無線等により、石巻市と情報を共有。

 消防団や自主防災組織は、住民に情報伝達を行うため、各消防団に配備している携帯端末、車載端末のﾃﾞｼﾞﾀﾙ防

災行政無線や、各地区の防災行政無線屋外拡声子局に設置された双方向通信機により、石巻市と避難者の状況

や避難誘導体制等、地域ｺﾐｭﾆﾃｨを活用した情報共有を実施。

 医療機関、社会福祉施設、保育所、小中学校への情報伝達は、石巻市から実施。

住民への情報伝達

いしのまきし

いしのまきし

いしのまきし

いしのまきし

●石巻市は、防災行政無線、
緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、電子
ﾒｰﾙ配信ｻｰﾋﾞｽ、広報車等
を活用し、住民へ情報を伝達。

●各一時集合場所に派遣さ
れた職員は、衛星携帯電話
や移動系防災行政無線等
により石巻市と情報を共有。

いしのまきし

いしのまきし

自主防災組織は各地区の
防災行政無線屋外拡声子
局に設置された双方向通
信機により、情報共有

消防団は移動系ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
防災行政無線等により
情報共有

牡鹿総合支所
おしか

PAZ

災対牡鹿支部

石巻市役所

警戒本部
いしのまきし

おしか

PAZ境界線
準PAZ境界線
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避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ（宮城県大崎合同庁舎）

準PAZ内（牡鹿半島）における避難体制

宮城県が手配した車両（ﾊﾞｽ）等で避難所受付
ｽﾃｰｼｮﾝ又は避難先まで移動するために、一
時的な集合場所として活用
＜利用対象者＞
 ﾊﾞｽ等により避難する住民
 避難可能な在宅の避難行動要支援者のうちﾊﾞ

ｽ等で避難する者

一時集合場所（10箇所）

60施設の中から状況に応じて割当て

避難先（大崎市）

避難元（石巻市）
準PAZ内（牡鹿半島）人口 1,916人

いしのまきし

おおさき

✓ 自家用車で

避難する住民

宮城県大崎合同庁舎
避難所受付ステーション

おおさき

：一時集合場所 10箇所

１ 小網倉清水田集会所

６ 鮎川小学校

７ 牡鹿中学校

２ 大原小学校

４ 新山振興会集会所

PAZ境界線
準PAZ境界線

PAZ

３ 給分浜集会所

５ 十八成自治会集会所

こあみくら しみずだ

おおはら

きゅうぶんはま

くぐなり

あゆかわ

にいやま

おおさきし

８ 東浜小学校
ひがしはま

９ 狐崎漁村ｾﾝﾀｰ
きつねざき

10 鹿立浜集会所
すだちはま

 警戒事態で、石巻市は住民広報、一時集合場所の開設を行い、宮城県は住民避難用ﾊﾞｽ等を手配するため、宮城

県ﾊﾞｽ協会等に準備要請を行う。また、宮城県、石巻市は避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝの開設準備要請を行うとともに、石巻

市は職員を避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝに派遣する。一方、施設敷地緊急事態要避難者は、避難準備等を行う。

 施設敷地緊急事態で、石巻市は、住民へ避難準備の周知を行う。一方、施設敷地緊急事態要避難者は、支援者が

同行することで避難可能な者等はあらかじめ定められた避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝを経由して避難先へ避難を開始する。

なお、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は屋内退避を実施する。

 全面緊急事態で、石巻市は住民に避難を指示。自家用車等で避難する住民は避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝを経由して避難

先へ移動する。ﾊﾞｽ等により避難する住民は、一時集合場所に集合し、その後、避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝを経由して避難

先へ移動する。

いしのまきし

いしのまきしいしのまきし

いしのまきし

いしのまきし
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おしか

おしか

おしか



(1) 避難準備
(2) 児童等の保護者への引渡し

警戒事態

施設敷地緊急事態

全面緊急事態

避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ（宮城県大崎合同庁舎）

準PAZ内（牡鹿半島）の学校・保育所の児童等の避難

 準PAZ内（牡鹿半島）の小中学校の児童等（4施設、70人）及び保育所の幼児（2施設、23人）は、警戒事態で、授業・
保育を中止し、保護者へ引き渡す。

 保護者への引渡しができなかった児童等は、施設敷地緊急事態で、教職員等とともに宮城県又は石巻市が手配す
るﾊﾞｽで避難し、避難所で保護者に引き渡す。

 全ての学校・保育所において個別避難計画を策定済。

学校・保育所名称
人数

児童等 職員 合計

鮎川小学校(牡鹿地区) 18人 9人 27人

大原小学校(牡鹿地区) 16人 10人 26人

東浜小学校(荻浜地区) 10人 8人 18人

牡鹿中学校(牡鹿地区) 26人 15人 41人

牡鹿地区保育所(牡鹿地区) 21人 8人 29人

荻浜保育所(荻浜地区) 2人 2人 4人

合 計（6施設） 93人 52人 145人

保護者が児童等を引取り児童の
引渡し

避難の準備
（※保育所の幼児は避難開始）

おおさき

 引渡しができなかった児童等は、教職員等とともに、バス
で避難開始。

おおはら

あゆかわ

ひがしはま

おしか

おしか

避難の開始

避難所（児童等が居住している地区の避難先）
保護者への引渡しができなかった児童等は、避難所で保護者に引渡し
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※児童等の人数については、
保育所：平成31年4月1日現在

小中学校：令和元年5月1日現在

おぎのはま

おしか

おぎのはま

おぎのはま

おしか

おしか

おしか

おしか

おしか

いしのまきし



 準PAZ内（牡鹿半島）の医療機関及び社会福祉施設（3施設80人）の全てについて、個別避難計画を策定済であり、UPZ外
に避難先を確保。

 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、放射線防護対策施設において、避難に必要な準備が整うまで屋内退避を実施。
その他の避難可能な入所者等は、それぞれの避難先施設へ避難を実施。

 準PAZ内（牡鹿半島）の医療機関については、宮城県の被ばく医療ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ-や災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ-の助言を受け、宮城県
が避難先を調整。

 何らかの事情で、あらかじめ選定しておいた避難先施設が活用できない場合には、宮城県が受入先を調整。
 通所施設の利用者は、警戒事態で、ｻｰﾋﾞｽを中止し、家族等へ引き渡す。

準PAZ内（牡鹿半島）の医療機関及び社会福祉施設の入所者等の避難

＜準PAZ内（牡鹿半島）：3施設＞

※3 避難可能な入所者等は、あらかじめ定められた避難先施設又は宮城県
が調整した避難先施設へ避難

避難元施設

番号 施設名 施設種別 定員数

1 石巻市立牡鹿病院 医療機関 25人

避難先施設

※1 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、輸送等の避難準備が完了する
まで放射線防護対策施設内で屋内退避

※2 輸送等の避難準備完了後、あらかじめ定められた避難先施設又は宮城県
が調整した避難先施設へ避難

＜放射線防護対策施設＞

※1

※3

※4

番号 施設種別 市町名
受入

可能人数

2 特別養護老人ﾎｰﾑ
仙台市（４施設）

65人
岩沼市（２施設）
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いしのまきしりつ おしか

いわぬまし

せんだいし

自施設内屋内退避

※2

※1

※3

自施設内屋内退避

※2

※1

※3

※2

近隣の放射線防護
対策施設内屋内退避

＜放射線防護対策施設＞

番号 施設名 施設種別 定員数

2 おしか清心苑 特別養護老人ﾎｰﾑ 50人

番号 施設名 施設種別 定員数

3 ひまわり
共同生活援助支援
事業ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

5人

せいしんえん

番号 施設種別 市町名
受入

可能人数

1 UPZ外医療機関96施設で合計2,286人の受入可能

番号 施設種別 市町名
受入

可能人数

3 民間宿泊施設
秋田県仙北市

（１施設）
5人

せんぼくし

おしか

おしか

おしか

おしか



準PAZ内（牡鹿半島）の在宅の避難行動要支援者の避難

64

 在宅の避難行動要支援者45人のうち、22人は支援者がいることを確認。残る避難行動要支援者に
ついては、石巻市、自主防災組織、民生委員、消防団等を通じて支援者を確保。

 支援者の同行により避難可能な者は、支援者の車両、ﾊﾞｽ又は福祉車両で避難先へ移動。
 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、支援者の車両又は福祉車両で、近傍の放射線防護対策

施設へ移動。輸送等の避難準備完了後、避難を実施。

避
難
所
又
は
福
祉
避
難
所
：
大
崎
市
内

支援者と共に
徒歩等で移動

ﾊﾞｽ、福祉車両で移動

支援者の車両又は福祉車両で移動

支援者
（22人）

在宅避難行動
要支援者
（45人）

牡鹿保健福祉ｾﾝﾀｰ清優館、

特別養護老人ﾎｰﾑおしか清心苑、

石巻市立牡鹿病院

放射線防護対策施設

石巻市10箇所

※P68参照

避
難
所
受
付
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
：
宮
城
県
大
崎
合
同
庁
舎

ﾊﾞｽ、

福祉車両
等で移動

34人（支援者11人）

輸送等の避難準備完了後、
避難を実施

避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者

いしのまきし

一時集合場所

1人（支援者1人）

支援者が同行することで避難可能な者

10人（支援者10人）

支援者の車両等で移動

避難に必要な準備が整うまで屋内退避を実施

お
お
さ
き

お
お
さ
き
し

おしか

おしか

せいしんえん

おしか

いしのまきし

せいゆうかん

いしのまきしりつ



準PAZ内（牡鹿半島）の観光客等一時滞在者の避難等

ﾊﾞｽ

帰宅等
の呼び
かけ

施
設
敷
地
緊
急
事
態
発
生

避難要請

一
時
集
合
場
所
に
集
合

＜観光客等一時滞在者の避難の流れ＞

自
宅
等

自家用車等
自
家
用
車
等
に
よ
り

速
や
か
に
帰
宅
等
可

能
な
一
時
滞
在
者

自家用車、観光ﾊﾞｽのほ
か、路線ﾊﾞｽ等公共交通
機関で速やかに帰宅等
が可能な一時滞在者

路線ﾊﾞｽ等公共交通機
関が利用できず、帰宅
等に時間を要する一時
滞在者

移
動
手
段
が
確
保
で
き

ず
帰
宅
等
に
時
間
を
要

す
る
一
時
滞
在
者

避
難
先

自
宅
等

公
共
交
通
機
関
を
利
用
し

帰
宅
等
を
実
施

移
動
手
段
を
確
保
で
き
た

際
に
は
帰
宅
等
を
実
施

宿
泊
施
設
等
に
移
動

 宮城県及び石巻市は観光客等一時滞在者に対し、警戒事態で、帰宅等を呼びかける。

 自家用車等により速やかに帰宅等可能な一時滞在者は、警戒事態で、自家用車等にて帰宅等を開始。

 路線ﾊﾞｽ等公共交通機関も利用できない観光客など、帰宅等に時間を要する一時滞在者については、宿泊施設等

に移動し、施設敷地緊急事態で避難を実施。避難の際には、徒歩等により一時集合場所に集まり、宮城県や石巻

市が確保した車両により避難を実施。

 各事業所の従業員の避難方法については各事業所単位で周知（施設敷地緊急事態で、自家用車等により帰宅）。
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＜準PAZ内（牡鹿半島）の観光客見込人数＞

施設数 人数

3 607人
※観光客見込人数は平成30年実績

ﾋﾟｰｸ時（9月）における1日あたりの観光客数を基に算定

警
戒
事
態
発
生

おしか

いしのまきし

おしか

いしのまきし



準PAZ内（牡鹿半島）における施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力

66

 施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力は、想定対象人数330人について、ﾊﾞｽ17台、福祉車両5台

想定対象
人数※1

必要車両台数

備 考
ﾊﾞｽ※2 福祉車両※3

(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様)
福祉車両※3

(車椅子仕様)

学校・保育所の児童等を避難先
施設に輸送

145人
（児童等93人
+ 職員52人）

7台
（児童等93人
+ 職員52人）

0台 0台 【ﾊﾞｽ】
保護者への引渡しによりその分必要台数は減少【P62参照】
3ﾙｰﾄそれぞれ必要台数を算出した合計値【P68参照】

医療機関・社会福祉施設の入所
者等を避難先施設に輸送

74人
（入所者37人
+ 職員37人）

4台
（入所者31人
+ 職員31人）

0台 3台
（入所者6人
+ 職員6人）

【ﾊﾞｽ】
施設ごとにそれぞれ必要台数を算出した合計値【P63参照】

医療機関・社会福祉施設の入所
者のうち、避難の実施により健康
ﾘｽｸが高まる者等を放射線防護
対策施設に輸送※4

0人 0台 0台 0台

在宅の避難行動要支援者及びそ
の支援者を避難先施設に輸送

45人
（要支援者34人
+ 支援者11人）

3台
（要支援者31人

+ 支援者9人）

0台 2台
（要支援者3人
+支援者2人）

【ﾊﾞｽ】
4ﾙｰﾄそれぞれ必要台数を算出した合計値

在宅の避難行動要支援者につい
て、避難の実施により健康ﾘｽｸが
高まる者及びその支援者を放射
線防護対策施設に輸送※4

2人
（要支援者1人
+ 支援者1人）

0台 1台
（要支援者1人
+支援者1人）

0台

上記以外の施設敷地緊急事態
要避難者等を避難先施設に輸送

33人 3台
（33人）

0台 0台 33人全員がﾊﾞｽにより避難
【ﾊﾞｽ】
4ﾙｰﾄそれぞれ必要台数を算出した合計値

観光客等の一時滞在者の輸送 31人 2台
（31人）

0台 0台 1日あたりの観光施設の観光客見込人数607人のうち、約95%が
自家用車や観光ﾊﾞｽで来場する想定で、その5%を想定対象人
数として算入【P65参照】

合 計 330人 17台※5 6台※5

※1 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値
※2 ﾊﾞｽは、牡鹿（おしか）半島の地域特性を踏まえ、1台あたり25人の乗車を想定
※3 ｽﾄﾚｯﾁｬｰ、車椅子どちらも乗車でき、配置により乗車台数を自由に変えられる車両を配備しているため、実際配備している車両の仕様を基に必要台数を積算
※4 「避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者」は、輸送等の準備が整うまで放射線防護対策施設に屋内退避
※5 必要車両台数については、相乗りや近隣の施設までのﾋﾟｽﾄﾝ輸送等により重複しており、合計値が合わない場合がある。

おしか



準PAZ内（牡鹿半島）における施設敷地緊急事態での輸送能力の確保

67

 施設敷地緊急事態発生時には、学校、医療機関、社会福祉施設、在宅の避難行動要支
援者等の避難のために、石巻市、医療機関、社会福祉施設及び東北電力が配備する車
両のほか、宮城県の要請に基づき、宮城県ﾊﾞｽ協会が調整・確保する車両により、必要車
両台数を確保。

 宮城県及び宮城県ﾊﾞｽ協会は、「原子力災害時における緊急輸送に関する協定書」 ※1に
基づき住民避難用ﾊﾞｽを確保。

確保車両台数

備 考
ﾊﾞｽ※2 福祉車両

（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様)
福祉車両

(車椅子仕様)

（A）必要車両台数 17台 6台 【P66参照】

（B）確保車両台数 計17台以上 計6台

確
保
先

石巻市 0台 0台 0台

学校、医療機関、社会福祉施設 0台 0台 1台

宮城県ﾊﾞｽ協会 17台以上 － －

UPZ内のﾊﾞｽ会社が保有する車両総数114台
のうち、PAZ内の施設敷地緊急事態で使用する12
台の車両を除く、残りの102台の車両を使用

東北電力 － 5台※3

東北電力の福祉車両は、ｽﾄﾚｯﾁｬｰ、車椅子の配
置を自由に変えられる仕様

いしのまきし

いしのまきし

※1 宮城県と公益社団法人宮城県ﾊﾞｽ協会（協力事業者84社）が、平成30年9月13日に締結
※2 ﾊﾞｽは、牡鹿（おしか）半島の地域特性を踏まえ、1台あたり25人の乗車を想定
※3 東北電力（とうほくでんりょく）の福祉車両のうち1台については、PAZから車椅子2人、準PAZから車椅子1人乗車し、避難先施設に輸送【P38参照】
※4 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

とうほくでんりょく

とうほくでんりょく

おしか

とうほくでんりょく



 石巻市における準PAZ内（牡鹿半島）の住民のうち施設敷地緊急事態で一時集合場所からﾊﾞｽによ
り避難する者及びその支援者は合計73人。

 10箇所の一時集合場所を設置し、避難行動要支援者等は、あらかじめ指定された一時集合場所に
集合し避難を実施。

準PAZ内（牡鹿半島）における施設敷地緊急事態でのﾊﾞｽ順路等

① 牡鹿中学校
おしか

対象行政区 一時集合場所
ﾊﾞｽ

必要台数

鮎川第２～６ ① 牡鹿中学校 7人

1台鮎川第１ ② 鮎川小学校 0人

十八成 ③ 十八成自治会集会所 3人

新山 ④ 新山振興会集会所 0人 0台

小渕、給分 ⑤ 給分浜集会所 20人

2台大原 ⑥ 大原小学校 0人

小網倉 ⑦ 小網倉清水田集会所 8人

鹿立浜、福貴浦 ⑧ 鹿立浜集会所 12人

2台狐崎浜 ⑨ 狐崎漁村ｾﾝﾀｰ 11人

牧浜、竹浜 ⑩ 東浜小学校 12人

合 計：10箇所 73人 5台

：一時集合場所10箇所

PAZ境界線

準PAZ境界線

PAZ

ひがしはま

きつねざき

すだちはま

④ 新山振興会集会所
にいやま

⑦ 小網倉清水田集会所
こあみくら しみずだ

⑥ 大原小学校
おおはら

② 鮎川小学校
あゆかわ

③ 十八成自治集会所
くぐなり

⑤ 給分浜集会所
きゅうぶんはま

⑧ 鹿立浜集会所
すだちはま⑨ 狐崎漁村ｾﾝﾀｰ

きつねざき

⑩ 東浜小学校
ひがしはま 石巻市

いしのまきし

こあみくら しみずだ

おおはら

きゅうぶんはま

にいやま

くぐなり

あゆかわ

おしか

※学校の児童等を避難先施設に輸送するためのﾊﾞｽ必要台数は以下のとおり

・牡鹿地区保育所（幼児21人、職員8人）、鮎川小学校（児童18人、職員9人）、

牡鹿中学校（生徒26人、職員15人）

⇒4台

・大原小学校（児童16人、職員10人）

⇒2台

・荻浜保育所（幼児2人、職員2人）、東浜小学校（児童10人、職員8人）

⇒1台

【P62参照】

※①の一時集合場所では、観光施設からの避難手段の無い者31人が追加で乗車
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おしか

いしのまきし おしか

まきのはま

きつねざきはま

すだちはま

こあみくら

おおはら

きゅうぶんはま

にいやま

くぐなり

あゆかわ

あゆかわ

ふっきうら

こぶち

たけのはま

おしか あゆかわ

おしか

おおはら

おぎのはま ひがしはま



避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる避難行動要支援者に係る対応

 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者については、輸送等の避難準備が整うまで放射線防護機能
を付加した近傍の放射線防護対策施設（3施設）へ屋内退避を実施。

 これら3施設では、施設入所者と準PAZ内の在宅の避難行動要支援者等を最大約330人収容可能。
 放射線防護対策施設では、およそ3日を目安に生活できる食料及び生活物資等を確保するため、必

要な備蓄と供給体制を整備。

牡鹿保健福祉ｾﾝﾀｰ清優館
（収容可能者数：60人）

おしか PAZ境界線

準PAZ境界線

放射線防護対策施設（3施設）

せいゆうかん

せいしんえん

おしか

牡鹿病院
（収容可能者数：125人）

おしか
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PAZ

おしか清心苑
（収容可能者数：150人）



準PAZ内（牡鹿半島）の住民の避難

避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ ： 宮城県大崎合同庁舎

大崎市が避難所を指示

牡鹿地区：小網倉清水田集会所
大原小学校
給分浜集会所
新山振興会集会所
十八成自治会集会所
鮎川小学校
牡鹿中学校

荻浜地区：東浜小学校
狐崎漁村ｾﾝﾀｰ
鹿立浜集会所

避難元：荻浜地区、牡鹿地区

大崎市 避難所
（計60施設 39,195人受入可能）

一時集合場所

自家用車

市内移動用車両

ﾊﾞｽ

おしか

おおさきし

おおさき

おおさきし

※避難対象者数は、準PAZ内（牡鹿半島）住民の合計数から施設敷地緊急事態で避難する住民及びその支援者を引いた数字である。

準PAZ内
（牡鹿半島）

避難
対象者 ﾊﾞｽ

避難者数
自家用車
避難者数

牡鹿地区 1,574人 508人 1,066人

荻浜地区
（PAZ内の荻浜を除く） 242人 79人 163人

合計 1,816人 587人 1,229人

荻浜地区
おぎのはま

牡鹿地区
おしか

おしか

おぎのはま

UPZ PAZ

おおはら

くぐなり

にいやま

こあみくら

あゆかわ

おしか

すだちはま

おぎのはま

しみずだ

きつねざき

ひがしはま

きゅうぶんはま

おしか

おぎのはま

 石巻市の2地区（牡鹿地区、荻浜地区）における準PAZ内の住民について、自家用車で避難できる住民は、自家
用車により避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ（宮城県大崎合同庁舎）を経由し、避難先（大崎市）へ移動。

 自家用車での避難が困難な住民は、徒歩等で一時集合場所に集まり、宮城県及び石巻市が手配した車両で、

避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ（宮城県大崎合同庁舎）を経由し、避難先（大崎市）へ移動。

 2地区における避難先については、避難計画に関する住民説明会や訓練等を通じて対象となる住民に周知。

いしのまきし

おおさき

おおさき おおさきし

おしか おぎのはま

おおさきし
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おしか

いしのまきし

おしか

おぎのはま

おしか



準PAZ内（牡鹿半島）における全面緊急事態で必要となる輸送能力及びその確保

 全面緊急事態で必要となる輸送能力は、587人分、ﾊﾞｽ25台。
 石巻市が保有するﾊﾞｽのほか、宮城県は、「原子力災害時における緊急輸送に関する協定書」 ※1

に基づき、宮城県ﾊﾞｽ協会が調整・確保する車両により、必要車両台数を確保。
 車両及び運転手については、宮城県ﾊﾞｽ協会等の協力により、更に余裕を持った台数・人数を確保。

想定対象人数※2 想定必要ﾊﾞｽ数※3 備考

ﾊﾞｽにより避難する住民 587人 25台 【P72参照】

＜全面緊急事態で必要となる輸送能力＞

確保車両台数
備考

ﾊﾞｽ

（A）必要車両台数 25台

（B）車両確保台数 計25台以上

確
保
先

宮城県ﾊﾞｽ協会 25台以上

UPZ内のﾊﾞｽ会社が保有する車両総数114台
のうち、PAZ内の施設敷地緊急事態及び全面緊急
事態、準PAZ内（牡鹿半島）の施設敷地緊急事態
で使用する49台の車両を除く、残りの65台の車両
を使用

＜全面緊急事態での輸送能力の確保＞

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

※1 宮城県と公益社団法人宮城県ﾊﾞｽ協会（協力事業者84社）が、平成30年9月13日に締結
※2 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値
※3 ﾊﾞｽは、牡鹿半島の地域特性を踏まえ、1台あたり25人の乗車を想定
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おしか

いしのまきし

おしか

おしか



自家用車で避難できない住民の数及び各集合場所への配車順路

① 牡鹿中学校
おしか

：一時集合場所10箇所

おしか

PAZ境界線

準PAZ境界線

PAZ

④ 新山振興会集会所
にいやま

⑦ 小網倉清水田集会所
こあみくら しみずだ

⑥ 大原小学校
おおはら

② 鮎川小学校
あゆかわ

③ 十八成自治集会所
くぐなり

⑤ 給分浜集会所
きゅうぶんはま

⑧ 鹿立浜集会所
すだちはま⑨ 狐崎漁村ｾﾝﾀｰ

きつねざき

⑩ 東浜小学校
ひがしはま 石巻市

いしのまきし

各集合場所への配車順路 人数 ﾊﾞｽ
必要台数

ﾙｰﾄ1
(中型･小型

ﾊﾞｽ）
①牡鹿中学校⇒②鮎川小学校⇒③十八成自治集会所 294人 12台

ﾙｰﾄ2
(中型･小型

ﾊﾞｽ）
④新山振興会集会所 19人 1台

ﾙｰﾄ3
(中型･小型

ﾊﾞｽ）

⑤給分浜集会所⇒⑥大原小学校⇒⑦小網倉清水田
集会所

195人 8台

ﾙｰﾄ４
(中型･小型

ﾊﾞｽ）
⑧鹿立浜集会所⇒⑨狐崎漁村ｾﾝﾀｰ⇒⑩東浜小学校 79人 4台

合 計 587人 25台

ﾙｰﾄ2
ﾙｰﾄ3

ﾙｰﾄ4

ﾙｰﾄ1

おしか あゆかわ くぐなり

にいやま

きゅうぶんはま おおはら こあみくら しみずだ

すだちはま きつねざき ひがしはま

 石巻市によるｱﾝｹｰﾄ調査の結果、自家用車で避難できない住民は587人。
 自家用車で避難できない住民は、徒歩等で各一時集合場所に集まり、宮城県又は石巻市が配車し

た車両で、避難先である大崎市へ避難。

いしのまきし

いしのまきし

おおさきし
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準PAZ内（牡鹿半島）から避難先までの主な経路

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。

PAZ

いしのまきし

石巻市
対象住民：1,816人

避難先：大崎市
(60施設の中から状況に

応じて割当て)

おおさきし

：第一経路（例）
：第二経路（例）
：避難先市町村所在地

【凡例】

UPZ

おしか

【第一経路（例）】
県道2号→国道398号→
国道108号

2

398

108

《避難経路の考え方》
・円滑な避難のため、可能な範囲で地域毎に分散して経路を設定
・住民が覚えやすく実行しやすい避難誘導計画となるよう、基本

となる単一の避難経路をあらかじめ設定
・自然災害等により、道路の遮断や障害物による道路幅の減少等

が想定又は確認できるときは、各道路管理者と協力し、代替避
難路を速やかに確保。その上で、あらかじめ定めた避難計画に
かかわらず、代替となる安全な避難経路において避難

荻浜地区
おぎのはま

牡鹿地区
おしか

32

19

346

16

192

【第二経路（例）】
県道2号→国道398号→県道192号→
国道108号→県道16号→国道346号→
県道19号→県道32号
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自然災害時等における準PAZ内（牡鹿半島）避難等の基本ﾌﾛｰ

避
難
所
受
付
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
（
宮
城
県
大
崎
合
同
庁
舎
）

海路避難の場合

陸路避難の場合

放射線防護対策
施設等に屋内退避

ﾊﾞｽ等

自家用車

船舶 ﾊﾞｽ等

状況に応じて放射線防護対策施設等へ移動

海路避難が困難な場合

避難の実施により
健康ﾘｽｸが高まる者

徒歩・車両

徒歩・車両

必要に応じて
空路避難を実施

集合
場所

(※1)

避難態勢が整い次第
海路避難を実施

避
難
元
（
石
巻
市
）

集合
場所

中継所
(上陸港)

天候等回復するまで
屋内退避を実施

避
難
所
又
は
福
祉
避
難
所
（
大
崎
市
）

 自然災害により陸路による避難が実施できない場合は、海路による避難を実施。

 悪天候等により海路による避難が困難な場合は、天候等回復するまで屋内退避を実施し、避難態勢
が整い次第海路による避難を実施。

 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、近隣の放射線防護対策施設を含む屋内退避施設で屋内
退避を継続。輸送等の避難準備完了後、避難を実施。

＜状況に応じた対応例＞

鮎川港
ﾊﾞｽ等

輸送等の避難準備
完了後、避難を実施

おしか

あゆかわこう

い
し
の
ま
き
し

お
お
さ
き

お
お
さ
き
し

※1 空路避難は、ﾍﾘﾎﾟｰﾄ適地（ﾍﾘ離着陸場として指定されているﾍﾘﾎﾟｰﾄ、県地域防災計画で離着陸場として記載されているグラウンドなどの臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ等）や
防災離着陸候補地（過去に訓練や救急活動で使用実績がある場所、また現地調査により条件付きも含めﾍﾘの離着陸が可能とされた場所等）を活用

※2 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請



準PAZ内（牡鹿半島）における状況に応じた対応

【具体的な防護措置の検討ﾌﾟﾛｾｽｲﾒｰｼﾞ（案）】

 施設敷地緊急事態及び全面緊急事態における準PAZ内（牡鹿半島）での防護措置については、発電所や周辺の
道路・港湾等の状況に応じ、多様な対応（陸路避難、海路避難、空路避難、屋内退避）をとることが必要。

①警戒事態：宮城県、石巻市が、道路や港湾等の状況を確認し、避難方法の検討を開始

②施設敷地緊急事態：防護措置の方法を決定し、住民に広報を実施

【道路等の状況を確認】
いしのまきし

・いずれか一方による北上
が可能な場合は陸路避難

・港、船舶、港までの道路
がいずれも使用可能で
あれば、陸路避難及び
海路避難

・県道2号線や県道220号線により、牡鹿半島を北上する陸路
避難が可能か。

✔どちらの道路でも北上が不可能な場合

・牡鹿半島の先にある鮎川港が使用可能か。
・船舶は確保・使用が可能か（気象状況含む）。
・県道2号線や県道220号線により、牡鹿半島の先にある鮎川
港までの避難が可能か。

可能

✔港、船、港までの道路、いずれか一つでも使用不可能な場合

・避難元地区近辺のﾍﾘﾎﾟｰﾄ適地の使用が可能か。
・ﾍﾘの使用が可能か（気象状況含む）。

・屋内退避後、空路避難

・屋内退避をし、道路啓開や気象状況等により、陸路、海路、又
は、空路の避難が可能となり次第、直ちに避難を開始

不可能

あゆかわこう
可能

可能

不可能

不可能
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おしか

あゆかわこう

おしか

おしか

おしか

おしか



準PAZ内（牡鹿半島）における状況に応じた住民の避難

 放射性物質放出まで時間的猶予があり、県道2号又は県道220号が使用可能な場合には、陸路によ
る避難を実施。

 陸路による北上が不可能な場合は、鮎川港まで移動し海路避難を実施。海路避難が不可能な場合
は、屋内退避又は空路避難を実施。なお、東北電力においても、ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰを確保し空路避難を支援。

おながわちょう
女川町

PAZ

いしのまきし
石巻市

大崎市内の避難所へ避難

避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ

宮城県大崎合同庁舎
おおさき

おおさき

PAZ境界線
準PAZ境界線

2

220

41

398 

2

2

220

220

41

石巻市立河南西中学校へ

石巻港へ

いしのまきしりつ

いしのまきこう

石巻港
いしのまきこう

石巻市立河南西中学校

鮎川港
あゆかわこう

いしのまきしりつ

41

鮎川港
あゆかわこう
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かなんにし

かなんにし

おしか

おおさきし

H

H

H

とうほくでんりょく

あゆかわこう



77

＜対応のﾎﾟｲﾝﾄ＞

島外への避難の際、発電所近傍を通る海路避難や、牡鹿半島内の港に上陸後、PAZ内を通過する
陸路避難も考えられることから、準PAZとし、施設敷地緊急事態及び全面緊急事態における防護措置
については、PAZにおける対応と同様に実施。

７． 準PAZ内の離島における対応

おしか



準PAZ内における離島の概要

 牡鹿半島周辺の4つの離島については、島外への避難の際、発電所近傍を通る海路避難や、牡鹿半島内の港に上陸後、PAZ
内を通過する陸路避難も考えられることから、準PAZとする。

 原子力災害時の防護措置として、島外避難が必要となった場合は海路により避難を実施。また複合災害や悪天候等により島
外避難ができない場合は、避難の準備が整うまでの間、島内の放射線防護対策施設等において屋内退避を継続。

 島外避難ができない場合に備え、放射線防護対策施設等を整備するとともに、食料や飲料水等の備蓄や防災行政無線など
の情報受伝達手段を確保。

江島
48人

えのしま

金華山
8人

きんかさん

田代島
63人

たしろじま

網地島
341人

あじしま

赤字 ･･･ 女川町
青字 ･･･ 石巻市

【凡例】
おながわちょう

いしのまきし

所在地 離島名称 人口

女川町 江島 48人

石巻市

田代島 63人

網地島 341人

金華山 8人

おながわちょう

いしのまきし

PAZ
えのしま

たしろじま

あじしま

きんかさん

78

おしか おしか



準PAZ内の離島における避難等の基本ﾌﾛｰ

 準PAZ内の離島では、施設敷地緊急事態で、施設敷地緊急事態要避難者の海路避難を実施、全面緊
急事態で、全住民の海路避難を実施。

 複合災害等により船舶による避難が困難な場合や、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、近隣の
放射線防護対策施設を含む屋内退避施設に屋内退避を継続し、避難態勢が十分に整った段階で避
難を実施。

79

避
難
所
受
付
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

海路避難の場合

放射線防護対策
施設等に屋内退避

状況に応じて放射線防護対策施設等へ移動

海路避難が困難な場合

避難の実施により
健康ﾘｽｸが高まる者

徒歩・車両

必要に応じて
空路避難を実施

(※1)

避難態勢が整い次第
海路避難を実施

避
難
元

集合
場所

天候等回復するまで
屋内退避を実施

避
難
所
又
は
福
祉
避
難
所

＜状況に応じた対応例＞

輸送等の避難準備
完了後、避難を実施

船舶 ﾊﾞｽ等
中継所

(上陸港)

※1 空路避難は、ﾍﾘﾎﾟｰﾄ適地（ﾍﾘ離着陸場として指定されているﾍﾘﾎﾟｰﾄ、県地域防災計画で離着陸場として記載されているｸﾞﾗｳﾝﾄﾞなどの臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ等）や
防災離着陸候補地（過去に訓練や救急活動で使用実績がある場所、また現地調査により条件付きも含めﾍﾘの離着陸が可能とされた場所等）を活用

※2 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請



 準PAZ内の離島では、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者が、輸送等の避難態勢が整うまでの間、
屋内退避を行う施設として、放射線防護対策施設等を整備。

 複合災害や悪天候等により住民が島外避難ができない場合にも、避難態勢が整うまでの間、放射線
防護対策施設等において屋内退避を実施。

準PAZ内の離島における屋内退避施設の設置状況

PAZ

・ 田代島開発総合ｾﾝﾀｰ
放射線防護対策施設
（90人）

田代島（たしろじま）

・ 網地島開発総合ｾﾝﾀｰ
放射線防護対策施設
（90人）

・ 網小医院（整備中）
放射線防護対策施設
（90人）

あじしま

網地島（あじしま）
金華山（きんかさん）
・金華山黄金山神社参集殿
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ
（100人）

・ 旧江島自然活動ｾﾝﾀｰ体育館
放射線防護対策施設
（80人）

江島(えのしま)

たしろじま

えのしま
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きんかさんこがねやまじんじゃさんしゅうでん

あみしょう



準PAZ内の離島における初動対応

江島
えのしま

金華山
きんかさん

田代島
たしろじま

網地島
あじしま

赤字 ･･･ 女川町
青字 ･･･ 石巻市

【凡例】
おながわちょう

いしのまきし

PAZ

 警戒事態が発生した段階で、宮城県からの指示により、女川町及び石巻市は、離島の自主防災組織及び消防団等に、
放射線防護対策施設への要配慮者等の避難準備及び一時集合場所の開設等を指示。

 指示を受けた各離島の自主防災組織及び消防団等は、離島内の住民に対して要配慮者等の放射線防護対策施設への
避難準備の指示を伝達するとともに、一時集合場所の開設等を実施。

 女川町及び石巻市は、自主防災組織や消防団等と情報共有を図り、地域ｺﾐｭﾆﾃｨと一体となった避難誘導体制を構築。

おながわちょう いしのまきし

女川町
自主防・消防団等
（組織数）

江島（えのしま） １

石巻市
自主防・消防団等
（組織数）

田代島（たしろじま） 2

網地島（あじしま） ３

金華山（きんかさん） ０

おながわちょう

いしのまきし

※1 女川町には災害警戒本部、石巻市には災害警戒
本部及び牡鹿支部があることから、これらの職員が
自主防災組織・消防団等と連携して初動対応を実施

※2 女川町は、江島に女川町消防団第７分団を設置。
石巻市は、田代島に石巻市消防団石巻地区団第
11分団第3部仁斗田班と大泊班、網地島に牡鹿
地区団第3分団長渡班と網地班及び網地地区自
主防災組織を設置
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おながわちょう いしのまきし

おながわちょう いしのまきし

おしか

おながわちょう えのしま おながわちょう

いしのまきし たしろじま いしのまき

にとだ おおどまり あじしま おしか

ふたわたし あじ あじ

いしのまきし



準PAZ内の離島における住民への情報伝達

江島
56人

えのしま

金華山
きんかさん田代島

たしろじま

網地島
あじしま

赤字 ･･･ 女川町
青字 ･･･ 石巻市

【凡例】
おながわちょう

いしのまきし

PAZ

 女川町及び石巻市は、各離島に情報伝達が可能な防災行政無線等のほか、自主防災組織連絡網、消防団による
広報巡回、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等を活用し情報を伝達。

 離島における自主防災組織や消防団等は、住民への情報伝達や避難者の状況、避難誘導体制等に関する情報共
有を行うため、各離島に配備している携帯端末、衛星電話、各地区の防災行政無線屋外拡声子局に設置された双
方向通信機を活用。

 網地島における医療機関への情報伝達は、宮城県及び石巻市が連携して実施。

 離島周辺の船舶には、関係市町における漁業無線等の業務用移動通信等を活用し情報を伝達。

おながわちょう いしのまきし

あじしま

江島
えのしま

石巻市

 田代島、網地島、金華山の対象区域に防災
行政無線屋外拡声子局を設置するとともに、
全戸に告知放送受信機を配布。

女川町

 江島に防災行政無線屋外拡声子局を
設置。

おながわちょう
し

いしのまきし

たしろじま あじしま きんかさん

（屋外拡声子局）
（告知放送受信機）

えのしま

いしのまきし
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準PAZ内の離島における避難体制

 警戒事態で、女川町及び石巻市は住民広報、一時集合場所の開設を行う。宮城県、女川町及び石巻市は離島から

の避難に必要な船舶の手配を開始し、宮城県は女川港又は石巻港から避難先までの移動に必要な住民避難用ﾊﾞｽ

等を手配するため、宮城県ﾊﾞｽ協会等に準備要請を行う。一方、施設敷地緊急事態要避難者は、避難準備等を行う。

 施設敷地緊急事態で、女川町及び石巻市は、住民へ避難準備の周知を行う。一方、施設敷地緊急事態要避難者は、

支援者が同行することで避難可能な者等は離島からの避難を開始する。なお、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる

者は放射線防護対策施設へ移動し屋内退避を実施する。

 全面緊急事態で、女川町及び石巻市は住民に離島からの避難を指示。

83

＜女川町＞
江島：江島港

＜石巻市＞
田代島：仁斗田港

又は大泊港

網地島：網地港
又は長渡港

金華山：金華山港

避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ

避難先まで移動するために、
一時的な集合場所として活用

＜女川町＞
江島：旧江島自然活動ｾﾝﾀｰ

＜石巻市＞
田代島：田代島開発総合ｾﾝﾀｰ

網地島：網地自治会館、
長渡地区振興会館

金華山：金華山黄金山神社参集殿

一時集合場所

＜女川町＞
栗原市（高清水小学校、旧高
清水中学校、畑岡公民館）

避難元（女川町）

江島

準PAZ内離島人口
48人

避難元（石巻市）

田代島、網地島、金華山

準PAZ内離島人口
412人

乗船場所 下船場所

＜女川町＞
江島：女川港

＜石巻市＞
田代島：石巻港

網地島：石巻港

金華山：石巻港

＜石巻市＞
大崎市（60施設の中から状
況に応じて割当て）

避難先に移動するための受付等を実施

＜女川町＞栗原市若柳総合体育館

＜石巻市＞宮城県大崎合同庁舎

避難先

いしのまきしおながわちょう いしのまきしおながわちょう

いしのまきこう

おながわこう

いしのまきしおながわちょう

いしのまきしおながわちょう

いしのまきし

いしのまきし いしのまきし

いしのまきし

おながわちょう

おながわちょう

おながわちょう おながわちょう

たしろじま

たしろじま

たしろじまたしろじま

えのしま

えのしま えのしまこう えのしま

いしのまきこう

いしのまきこう

いしのまきこう

にとだこう

おおどまりこう

あじこう

ふたわたしこう

きんかさんこう

おながわこう

あじしま

きんかさん

きんかさん きんかさんこがねやまじんじゃさんしゅうでん

たしろじま

あじしま あじ

ふたわたし

きんかさん

あじしま

えのしま

あじしま きんかさん

えのしま

おながわちょう

いしのまきし

いしのまきしおながわちょう

くりはらし わかやなぎ くりはらし

おおさき

おおさきしたかしみず

しみず

たか

はたおか



 準PAZ内の離島における社会福祉施設（網地島の1施設20人）は、個別避難計画を策定済であり、
UPZ外の大崎市にある3施設を避難先として確保。

 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、放射線防護対策施設において、避難に必要な準備が整う
まで屋内退避を実施。その他の避難可能な入所者等は、あらかじめ定められた避難先施設へ避難
を実施。

 何らかの事情で、あらかじめ選定しておいた避難先施設が活用できない場合には、宮城県が受入先
を調整。

準PAZ内の離島における社会福祉施設の入所者等の避難

避難先施設

※1

※2

※3

避難元施設

あじしま

84

おおさきし

番号 施設名 施設種別 定員数

1 網小 介護老人保健施設 20人
あみしょう

番号 施設種別 市町名
受入

可能人数

1 介護老人保健施設 大崎市（3施設） 28人

近隣の放射線防護
対策施設内屋内退避

※1 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、輸送等の避難準備が完了する
まで放射線防護対策施設内で屋内退避

※2 輸送等の避難準備完了後、あらかじめ定められた避難先施設又は宮城県
が調整した避難先施設へ避難

※3 避難可能な入所者等は、あらかじめ定められた避難先施設又は宮城県が
調整した避難先施設へ避難

おおさきし

あじこう

網地港

ふたわたしこう

長渡港

PAZ

UPZ

＜放射線防護対策施設＞
あじしま

網地島開発総合ｾﾝﾀｰ

いしのまきこう

石巻港

H

＜放射線防護対策施設＞
あみしょう

網小医院（整備中）



船舶で
移動

ﾊﾞｽ、

福祉
車両
等で
移動

 江島、田代島、網地島における在宅の避難行動要支援者36人のうち、15人は支援者がいることを確

認。残る避難行動要支援者については、女川町又は石巻市、自主防災組織、民生委員、消防団等

を通じて支援者を確保。

 支援者の同行により避難可能な者は、離島から船舶で移動し、その後、ﾊﾞｽ又は福祉車両等で避難

先へ移動。

 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、支援者の車両又は福祉車両で、近傍の放射線防護対策

施設へ移動。輸送等の避難準備完了後、避難を実施。

準PAZ内の離島における在宅の避難行動要支援者の避難

避
難
所
又
は
福
祉
避
難
所

支援者と共に
徒歩等で移動

福祉車両
等で移動

85

支援者
（15人）

在宅避難行動
要支援者
（36人）

＜女川町＞
江島：
・旧江島自然活動ｾﾝﾀｰ

＜石巻市＞
田代島：
・田代島開発総合ｾﾝﾀｰ
網地島：
・網地自治会館

・長渡地区振興会館

避
難
所
受
付
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

35人（支援者14人）

一時集合場所

ﾊﾞｽ、

福祉
車両
等で
移動

女
川
港
又
は
石
巻
港

各
離
島
の
港

支援者が同行すること
で避難可能な者

避難の実施により
健康ﾘｽｸが高まる者

支援者の車両又は
福祉車両で移動

輸送等の避難準備
完了後、避難を実施

避難に必要な準備が
整うまで屋内退避を実施

P83参照

1人（支援者1人）

＜女川町＞
江島：
・旧江島自然活動ｾﾝﾀｰ

＜石巻市＞
田代島：
・田代島開発総合ｾﾝﾀｰ
網地島：
・網地島開発総合ｾﾝﾀｰ
・網小医院（整備中）

放射線防護対策施設

えのしま

えのしま

えのしま

えのしま

たしろじま

えのしま たしろじま あじしま

おながわちょう いしのまきし

たしろじま

おながわちょう

たしろじま

あじしま

ふたわたし

いしのまきし

いしのまきし

おながわちょう

たしろじま

あじしま

あじしま

お
な
が
わ
こ
う

い
し
の
ま
き
こ
う

あじ

あみしょう



準PAZ内の離島における観光客等一時滞在者の避難等

ﾊﾞｽ

帰宅等
の呼び
かけ

施
設
敷
地
緊
急
事
態
発
生

避難
要請

一
時
集
合
場
所
に
集
合

＜観光客等一時滞在者の避難の流れ＞

自
宅
等

上陸港から
自家用車等

船
舶
で
移
動
後
、
自

家
用
車
等
に
よ
り
速

や
か
に
帰
宅
等
可
能

な
一
時
滞
在
者

船舶で移動後、自家用車、観光ﾊﾞｽ
のほか、路線ﾊﾞｽ等公共交通機関
で速やかに帰宅等が可能な一時滞
在者

公共交通機関等が利用できず、帰
宅等に時間を要する一時滞在者

移
動
手
段
が
確
保

で
き
ず
帰
宅
等
に

時
間
を
要
す
る
一

時
滞
在
者

避
難
先

自
宅
等

公
共
交
通
機
関
を
利
用

し
帰
宅
等
を
実
施

移
動
手
段
を
確
保
で
き
た

際
に
は
帰
宅
等
を
実
施

宿
泊
施
設
等
に
移
動

 宮城県、女川町及び石巻市は観光客等一時滞在者に対し、警戒事態で、帰宅等を呼びかける。

 女川港又は石巻港まで船舶で移動し、その後、自家用車等により速やかに帰宅等可能な一時滞在者は、警戒事態

で帰宅等を開始。

 公共交通機関等も利用できない観光客など、帰宅等に時間を要する一時滞在者については、宿泊施設等に移動し、

施設敷地緊急事態で避難を実施。避難の際には、徒歩等により一時集合場所に集まり、宮城県、女川町及び石巻

市が確保した船舶・車両により避難を実施。

 各事業所の従業員の避難方法については各事業所単位で周知（施設敷地緊急事態で帰宅）。
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船舶

＜準PAZ内（離島）の観光客見込人数＞

江島 田代島 網地島 金華山 合計

－ 117人 921人 101人 1,139人

※観光客見込人数は平成30年実績
ﾋﾟｰｸ時（8月）における1日あたりの観光客数を基に算定（金華山のみ5月とする）

※網地島は、石巻市網地白浜海水浴場の観光客数1日あたり676人を含む。

警
戒
事
態
発
生

おながわちょう いしのまきし

いしのまきこうおながわこう

おながわちょう いしのまきし

えのしま たしろじま あじしま きんかさん

あじしま いしのまきしあじしらはま

きんかさん



準PAZ内の離島における施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力

 女川港、石巻港到着後、施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力は、想定対象人数142人につい
て、ﾊﾞｽ7台、福祉車両6台。

 下表とは別に、離島内での輸送が必要となる場合には、社会福祉施設が管理する車両又は東北電
力が手配する車両をもって対応。
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想定対象
人数※1

必要車両台数

備 考
ﾊﾞｽ※2 福祉車両※3

(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様)
福祉車両※3

(車椅子仕様)

社会福祉施設の入所者等を
避難先施設に輸送

34人
（入所者16人
+職員18人）

1台
（入所者1人
+職員9人）

0台 5台
（入所者15人

+職員9人）

在宅の避難行動要支援者及び
その支援者を避難先施設に
輸送

49人
（要支援者35人
+支援者14人）

4台
（要支援者34人
+支援者13人）

0台 1台
（要支援者1人
+支援者1人）

【ﾊﾞｽ】
離島ごとにそれぞれ必要台数を算出した
合計値

上記以外の施設敷地緊急事
態要避難者等を避難先施設に
輸送

0人 0台 0台 0台

観光客等の一時滞在者の輸送 59人 4台 0台 0台 1日あたりの観光客見込人数1,139人のう
ち、約95%が港まで自家用車や観光ﾊﾞｽを
利用し、船舶等で来場する想定で、その
5%を想定対象人数として算入【P86参照】

【ﾊﾞｽ】

離島ごとにそれぞれ必要台数を算出した
合計値

合 計 142人 7台※4 6台※4

※1 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値
※2 ﾊﾞｽは1台あたり25人の乗車を想定
※3 ｽﾄﾚｯﾁｬｰ、車椅子どちらも乗車でき、配置により乗車台数を自由に変えられる車両を配備しているため、実際配備している車両の仕様を基に必要台数を積算
※4 必要車両台数については、相乗りや近隣の施設までのﾋﾟｽﾄﾝ輸送等により重複しており、合計値が合わない場合がある。

おながわこう いしのまきこう

とうほくでんりょく



準PAZ内の離島における施設敷地緊急事態での輸送能力の確保
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 施設敷地緊急事態発生時には、在宅の避難行動要支援者等の避難のために、女川町、石巻市及び東北
電力が配備する車両のほか、宮城県の要請に基づき、宮城県ﾊﾞｽ協会が調整・確保する車両により、必要
車両台数を確保。

 宮城県及び宮城県ﾊﾞｽ協会は、「原子力災害時における緊急輸送に関する協定書」 ※1に基づき住民避難
用ﾊﾞｽを確保。

 下表とは別に、離島内での輸送として必要な福祉車両を確保。

確保車両台数

備 考
ﾊﾞｽ※2 福祉車両

（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様)
福祉車両

(車椅子仕様)

（A）必要車両台数 7台 6台
【P87参照】

（B）確保車両台数 計7台以上 計6台

確
保
先

女川町 0台 0台 0台

石巻市 0台 0台 2台
石巻市の福祉車両は、ｽﾄﾚｯﾁｬｰ、車椅子の配置
を自由に変えられる仕様

宮城県ﾊﾞｽ協会 7台以上 － －
UPZ内のﾊﾞｽ会社が保有する車両総数114台
のうち、PAZ内の施設敷地緊急事態で使用する12
台の車両を除く、残りの102台の車両を使用

東北電力 － 4台
東北電力の福祉車両は、ｽﾄﾚｯﾁｬｰ、車椅子の配
置を自由に変えられる仕様

おながわちょう

おながわちょう

※1 宮城県と公益社団法人宮城県ﾊﾞｽ協会（協力事業者84社）が、平成30年9月13日に締結
※2 ﾊﾞｽは1台あたり25人の乗車を想定
※3 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合など、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に応じ支援を実施

とうほく

とうほくでんりょく

いしのまきし

いしのまきし

いしのまきし

とうほくでんりょく

でんりょく



 女川町及び石巻市における準PAZ内の離島の住民について、宮城県、女川町及び石巻市が手配した船舶で離島か
ら移動し、女川港又は石巻港から宮城県、女川町及び石巻市が手配した車両で、避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝを経由し、避
難所に避難。

 避難先については、避難計画に関する住民説明会や訓練等を通じて対象となる住民に周知。

準PAZ内の離島における住民の避難

※避難対象者数は、準PAZ内（離島）住民の合計数から施設敷地緊急事態で避難する住民及びその支援者を引いた数字である。

船舶

ﾊﾞｽ

女川港 又は 石巻港

避難元：
女川町（江島）
石巻市（田代島、網地島、金華山）

＜石巻市避難所 60施設（39,195人）＞
大崎市 60施設（39,195人）

( ) は収容可能人数
避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ：栗原市、大崎市

避難所 63施設（39,995人）

くりはらし おおさきし

＜女川町避難所 3施設（800人）＞
栗原市 3施設（800人）
・高清水小学校 （350人）
・旧高清水中学校 （350人）
・畑岡公民館 （100人）

おながわちょう

くりはらし

PAZ

女川町
おながわちょう

栗原市
くりはらし

大崎市
おおさきし

石巻市
いしのまきし

UPZ

いしのまきしおながわちょう

たかしみず

たかしみず

はたおか

いしのまきし

おおさきし

赤字 ･･･ 女川町
青字 ･･･ 石巻市

【凡例】
おながわちょう

いしのまきし

江島
えのしま

田代島
たしろじま

網地島
あじしま

金華山
きんかさん

準PAZ内
（離島）

避難
対象者

江島 3人

田代島 59人

網地島 339人

金華山 8人
合 計 409人

おながわこう いしのまきこう

おながわこう

おながわちょう

いしのまきし

えのしま

たしろじま あじしま きんかさん えのしま

たしろじま

あじしま

きんかさん

いしのまきこう

いしのまきしおながわちょう

いしのまきしおながわちょう
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準PAZ内の離島における全面緊急事態で必要となる輸送能力及びその確保

想定対象人数※2 想定必要ﾊﾞｽ数※3 備考

ﾊﾞｽにより避難する住民※4

江島 3人 1台

田代島 59人 3台

網地島 339人 14台

金華山 8人 1台

合 計 409人 19台

＜全面緊急事態で必要となる輸送能力＞

※1 宮城県と公益社団法人宮城県ﾊﾞｽ協会（協力事業者84社）が、平成30年9月13日に締結
※2 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値
※3 ﾊﾞｽは1台あたり25人の乗車を想定
※4 全面緊急事態で避難する離島の住民は、女川港又は石巻港からﾊﾞｽで避難所へ避難
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 全面緊急事態で必要となる輸送能力は、409人分、ﾊﾞｽ19台。
 女川町及び石巻市が保有するﾊﾞｽのほか、宮城県は、「原子力災害時における緊急輸送に関する

協定書」 ※1に基づき、宮城県ﾊﾞｽ協会が調整・確保する車両により、必要車両台数を確保。
 車両及び運転手については、宮城県ﾊﾞｽ協会等の協力により、更に余裕を持った台数・人数を確保。

確保車両台数
備考

ﾊﾞｽ

（A）最大必要車両台数 19台

（B）車両確保台数 計19台以上

確
保
先

宮城県ﾊﾞｽ協会 19台以上

UPZ内のﾊﾞｽ会社が保有する車両総数114台
のうち、PAZ内の施設敷地緊急事態及び全面緊急
事態、準PAZ内の施設敷地緊急事態で使用する49
台の車両を除く、残りの65台の車両を使用

＜全面緊急事態での輸送能力の確保＞

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合など、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に応じ支援を実施

いしのまきしおながわちょう

おながわこう いしのまきこう

えのしま

たしろじま

あじしま

きんかさん



 一時集合場所である旧江島自然活動ｾﾝﾀｰ体育館まで徒歩又は車両で移動した後、宮城県及び女川町が手配する船舶を用いて、

江島港から女川港まで海路避難を実施。女川港から栗原市若柳総合体育館（避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ）まで陸路で避難を実施。

 複合災害や悪天候等により海路避難が困難な場合や、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる住民については、放射線防護対策施設

である旧江島自然活動ｾﾝﾀｰ体育館において屋内退避を継続。

 屋内退避の実施に必要となる生活物資等については、旧江島自然活動ｾﾝﾀｰ体育館に備蓄。

江島（女川町）における防護措置

※不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、 実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

PAZ

避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
くりはらし わかやなぎ

（栗原市若柳総合体育館）

避難先：栗原市
（高清水小学校）

えのしま
江島

人口：48人
面積：0.36km2

島内における生活物資等の備蓄場所

旧江島自然活動ｾﾝﾀｰ体育館
えのしま

臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ
（旧江島自然活動ｾﾝﾀｰ）

えのしま

＜放射線防護対策施設＞
えのしま

旧江島自然活動ｾﾝﾀｰ体育館
収容可能者数：80人

臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ
（石巻市総合運動公園）

くりはらし

たかしみず

えのしまこう

江島港

おながわこう

女川港

えのしま おながわちょう

おながわこうえのしまこう おながわこう くりはらし わかやなぎ

えのしま

えのしま
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えのしま おながわちょう

H

H

【凡例】
：港
：一時集合場所
：放射線防護対策施設
：臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄH

H

いしのまきし



避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
（宮城県大崎合同庁舎）
避難先：大崎市

（60施設の中から状況に応じて割当て）

田代島（石巻市）における防護措置

PAZ

たしろじま
田代島

人口：63人
面積：3.14km2

＜放射線防護対策施設＞
たしろじま

田代島開発総合ｾﾝﾀｰ
収容可能者数：90人

臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ
（田代島防災ﾍﾘﾎﾟｰﾄ）

たしろじま

臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ
（河南西中学校）

※不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、 実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

島内における生活物資等の備蓄場所

田代島開発総合ｾﾝﾀｰ

 一時集合場所である田代島開発総合ｾﾝﾀｰまで徒歩又は車両で移動した後、宮城県及び石巻市が手配する船舶を用いて、

 仁斗田港又は大泊港から石巻港まで海路避難を実施。石巻港から宮城県大崎合同庁舎（避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ）まで陸路で避
難を実施。

 複合災害や悪天候等により海路避難が困難な場合や、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる住民については、放射線防護対策

施設である田代島開発総合ｾﾝﾀｰにおいて屋内退避を継続。

 屋内退避の実施に必要となる生活物資等については、田代島開発総合ｾﾝﾀｰに備蓄。

おおどまりこう

大泊港

にとだこう

仁斗田港

石巻港

たしろじま いしのまきし

にとだこう おおどまりこう いしのまきこう おおさき

たしろじま

たしろじま

いしのまきこう

たしろじま
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たしろじま いしのまきし

H

H

【凡例】
：港
：一時集合場所
：放射線防護対策施設
：臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄH

おおさきし

かなんにし

おおさき

H

いしのまきこう



PAZ

そばのかみ

石巻港

網地島（石巻市）における防護措置

島内における生活物資等の備蓄場所

網地島開発総合センター

※不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、 実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

 一時集合場所である網地自治会館又は長渡地区振興会館まで徒歩又は車両で移動した後、宮城県及び石巻市が手配する船
舶を用いて、網地港又は長渡港から石巻港まで海路避難を実施。石巻港から宮城県大崎合同庁舎（避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ）まで
陸路で避難を実施。

 複合災害や悪天候等により海路避難が困難な場合や、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる住民については、放射線防護対策

施設である網地島開発総合ｾﾝﾀｰ、網小医院（整備中）において屋内退避を継続。

 屋内退避の実施に必要となる生活物資等については、網地島開発総合ｾﾝﾀｰに備蓄。

いしのまきこう

あじしま

あじ

ふたわたしこう いしのまきこう いしのまきこう おおさき

あじしま

いしのまきし

あじしま
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ふたわたし

【凡例】
：港
：一時集合場所
：放射線防護対策施設
：臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ

あじこう

あじしま いしのまきし

H

H

臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ
（河南西中学校）

かなんにし
H

避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
（宮城県大崎合同庁舎）
避難先：大崎市

（60施設の中から状況に応じて割当て）

おおさき

あみしょう

あじしま

網地島
人口：341人
面積：6.43km2

臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ

（網地島防災用ﾍﾘﾎﾟｰﾄ）
あじしま

あじこう

網地港

ふたわたしこう

長渡港

＜放射線防護対策施設＞
網地島開発総合ｾﾝﾀｰ
収容可能者数：90人

網地自治会館

長渡地区振興会館

H

あじ

ふたわたし

あじしま

＜放射線防護対策施設＞
網小医院（整備中）
収容可能者数：90人

あみしょう



PAZ石巻港
いしのまきこう

金華山（石巻市）における防護措置

きんかさん
金華山

人口：8人
面積：10.28km2

※不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、 実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

島内における生活物資等の備蓄場所

金華山黄金山神社参集殿

 宮城県及び石巻市が手配する船舶を用いて、金華山港から石巻港まで海路避難を実施。石巻港から宮城県大崎合同庁舎
（避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ）まで陸路で避難を実施。

 複合災害や悪天候等により海路避難が困難な場合、金華山黄金山神社参集殿において屋内退避を継続。

 屋内退避の実施に必要となる生活物資等については、金華山黄金山神社参集殿に備蓄。

いしのまきし きんかさんこう いしのまきこう いしのまきこう おおさき

きんかさん こがねやま
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【凡例】
：港
：一時集合場所
：防災離着陸候補地
：臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ

金華山黄金山神社参集殿

きんかさんこがねやまじんじゃさんしゅうでん

きんかさんこがねやまじんじゃさんしゅうでん

きんかさん いしのまきし

きんかさんこう

金華山港

H

避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
（宮城県大崎合同庁舎）
避難先：大崎市

（60施設の中から状況に応じて割当て）

おおさきし

おおさき

臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄ
（河南西中学校）

かなんにし
H

きんかさんこがねやまじんじゃさんしゅうでん



女川港から避難先までの主な経路

PAZ

おながわこう

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。

【基本経路】
国道398号→県道234号→
三陸自動車道→県北高速幹線道路→
国道346号→国道398号

【代替経路（例）】

避難先：栗原市
（高清水小学校、他2施設)

くりはらし

：基本経路
：代替経路（例）
：避難先市町村所在地

【凡例】

UPZ

三陸自動車道

石巻女川ＩＣ

たかしみず

《避難経路の考え方》
・円滑な避難のため、可能な範囲で地域毎に分散して経路を設定
・住民が覚えやすく実行しやすい避難誘導計画となるよう、基本

となる単一の避難経路をあらかじめ設定
・自然災害等により、道路の遮断や障害物による道路幅の減少等

が想定又は確認できるときは、各道路管理者と協力し、代替避
難路を速やかに確保。その上で、あらかじめ定めた避難計画に
かかわらず、代替となる安全な避難経路において避難

398
234

398

346

【代替経路（例）】

登米ＩＣ
県北高速幹線道路
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けんぽく

とめ

さんりく

さんりく
いしのまきおながわ

けんぽく



石巻港から避難先までの主な経路

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。

PAZ

避難先：大崎市
(60施設の中から状況に

応じて割当て)

おおさきし

おおさきし

：基本経路
：代替経路（例）
：避難先市町村所在地

【凡例】
UPZ

いしのまきこう

【代替経路（例）】

《避難経路の考え方》
・円滑な避難のため、可能な範囲で地域毎に分散して経路を設定
・住民が覚えやすく実行しやすい避難誘導計画となるよう、基本

となる単一の避難経路をあらかじめ設定
・自然災害等により、道路の遮断や障害物による道路幅の減少等

が想定又は確認できるときは、各道路管理者と協力し、代替避
難路を速やかに確保。その上で、あらかじめ定めた避難計画に
かかわらず、代替となる安全な避難経路において避難

41

2

398

108

【基本経路】
県道251号→県道16号→
県道19号→県道32号
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準PAZ内における離島の生活物資等の備蓄・供給体制

PAZ

 全島民を対象にした生活物資（食料、飲料水等）をそれぞれの離島において備蓄。

 生活物資が不足する場合は、海路、空路により、必要な生活物資を供給。

田代島（たしろじま）

網地島（あじしま）
全島民を対象に生活物資（食料、飲
料水等）を備蓄

全島民を対象に生活物資（食料、飲
料水等）を備蓄

※安定ﾖｳ素剤については、それぞれの離島において緊急配布ができるよう、必要数の備蓄を整備中

金華山（きんかさん）

江島（えのしま）

全島民を対象に生活物資（食
料、飲料水等）を備蓄

全島民を対象に生活物資（食
料、飲料水等）を備蓄
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8．UPZ内における対応

98

＜対応のﾎﾟｲﾝﾄ＞

1. 全面緊急事態となった場合、放射性物質の放出前の段階において、住民（避難行動要支援者を含
む）は屋内退避を開始するため、これを円滑に実施できる体制が必要。

2. 放射性物質の放出後は、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果を踏まえて、原子力災害対策指針で定める基準
（OIL）に基づき、空間放射線量率が基準値を超える区域を特定し、当該区域の住民が一時移転等

を行うこととなるため、一時移転等できる体制を整備。一時移転等の対象区域以外は、原子力災害
対策本部の指示があるまで屋内退避を継続。



UPZ内における防護措置の考え方

PAZ

UPZ

準PAZ

 全面緊急事態となった場合、放射性物質の放出前の段階においては、予防的防護措置として、PAZ、
準PAZにおける住民の即時避難開始とともに、UPZ内においては住民の屋内退避を開始する。

 放射性物質の放出に至った場合、放射性ﾌﾟﾙｰﾑが通過している間に屋外で行動するとかえって被ば
くのﾘｽｸが増加するおそれがあるため、屋内退避を継続する。

 その後、原子力災害対策本部が、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づき、毎時20μSvを超過した時から概
ね1日が経過した時の空間放射線量率が毎時20μSvを超過している区域を特定。当該区域の住民
は原子力災害対策本部の指示により1週間程度内に一時移転を実施する。

※ 空間放射線量率が毎時500μSv超過（OIL1）となる区域が特定され
た場合は当該区域の住民を速やかに避難させる。

屋内退避

UPZ内の防護措置の基本的な流れ

放射性物質の放出

全面緊急事態

1週間程度内に
一時移転

緊急時
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

毎時20μSv超過（OIL2)
と特定された区域※
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PAZ、準PAZは
即時避難

UPZ内は
屋内退避



一時移転等に備えた関係者の対応

 宮城県及び関係市町は、警戒事態で警戒本部等を設置し、施設敷地緊急事態で、災害対策本部に

移行。

 関係市町は、職員配置表等に基づき、対象となる各地区に職員を配置。

 宮城県は、住民の一時移転等に備え、宮城県ﾊﾞｽ協会等にﾊﾞｽの派遣準備を要請。
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PAZ

UPZ

と め し

登米市災害対策本部

ひがし まつ しま し

東松島市災害対策本部

涌谷町災害対策本部
わく や ちょう

南三陸町災害対策本部
みなみさんりくちょう

宮城県災害対策本部

み さと まち

美里町災害対策本部

宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
おながわ

石巻市災害対策本部
いしのまき し

女川町災害対策本部
おな がわ ちょう



一時移転等を行う際の情報伝達

 一時移転等の指示は、国の原子力災害対策本部から、宮城県及び関係市町に対し、TV会議ｼｽﾃﾑ
等を用いて伝達。

 宮城県、関係市町、関係機関から、住民、自治会、消防団、農業協同組合、漁業協同組合、教育機
関、医療機関、社会福祉施設等へは、防災行政無線、広報車、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、電話、FAX等の
あらゆる情報発信手段を活用して必要な情報を伝達。

電話・FAX等

住 民

原子力災害対策本部
（首相官邸）

自治会、消防団、農協、
漁協、教育機関、医療機関、
社会福祉施設 等

TV会議ｼｽﾃﾑ等

関係市町
災害対策本部

宮城県災害対策本部
（宮城県庁）

防災行政無線、広報車、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、ﾃﾚﾋﾞ、
ﾗｼﾞｵ、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ 等

101



 宮城県及び関係市町は観光客等一時滞在者に対し、警戒事態で、帰宅等を呼びかける。

 自家用車等により速やかに帰宅等可能な一時滞在者は、警戒事態で、自家用車等にて帰宅等を開始。

 路線ﾊﾞｽ等公共交通機関も利用できない観光客など、帰宅等に時間を要する一時滞在者については、宿泊施設等

へ移動。その後、全面緊急事態までに、公共交通機関を利用し帰宅等可能な一時滞在者は、帰宅等を実施。

 全面緊急事態までに帰宅等が困難な一時滞在者は、宿泊施設等において屋内退避を実施し、その後、OIL基準に

基づく一時移転等の指示があった場合には、徒歩等により一時集合場所に集まり、宮城県及び関係市町が確保し

た車両で一時移転等を実施。

UPZ内の観光客等一時滞在者の避難等

警
戒
事
態
発
生

帰宅
等の
呼び
かけ

＜観光客等一時滞在者の避難の流れ＞

自
宅
等

自家用車等
自
家
用
車
等
に
よ
り

速
や
か
に
帰
宅
等
可

能
な
一
時
滞
在
者

※

ﾊﾞｽ

一
時
集
合
場
所
に
集
合

避難
指示

宿
泊
施
設
等
へ
移
動

宿
泊
施
設
等
に
て

屋
内
退
避

全
面
緊
急
事
態

施
設
敷
地
緊
急
事
態

移
動
手
段
を
確
保
で
き
た

際
に
は
帰
宅
等
を
実
施

避
難
先

自
宅
等

自
宅
等

※ 避難退域時検査の実施

自家用車、観光ﾊﾞｽ
のほか、路線バス等
公共交通機関で速
やかに帰宅等が可
能な一時滞在者

路線ﾊﾞｽ等公共交通
機関が利用できず、
帰宅等に時間を要す
る一時滞在者

移
動
手
段
が
確
保
で
き

ず
帰
宅
等
に
時
間
を

要
す
る
一
時
滞
在
者

移
動
手
段
を
確
保
で
き
た

際
に
は
帰
宅
等
を
実
施

宮
城
県
、
関
係
市
町
が
確
保
し
た

車
両
に
よ
り
避
難
を
実
施
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UPZ内住民の一時移転等①

 UPZ内関係市町の避難計画に基づき、住民の一時移転等を行う。

 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果や、避難経路や避難先の被災状況等、何らかの理由で予定していた避難先が
使用できない場合には、宮城県は県内市町村と調整して、他の避難先の調整を行う。

 宮城県内において避難先施設が確保できない場合には、国、全国知事会、災害時応援協定を締結し
ている東北各県等と調整を行う。
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 避難先に移動す
るための受付等
を実施

避難所受付
ｽﾃｰｼｮﾝ 自家用車で避難する者

宮城県内で446施設を
確保

受入可能人数
265,106人

避難先

避難元
(7市町)

UPZ内
人口

195,457人

宮城県、関係市町が手配した車両
（ﾊﾞｽ等）で避難先まで移動するため
に、一時的な集合場所として活用

＜利用対象者＞
 ﾊﾞｽにより避難する住民

 避難可能な在宅の避難行動要支
援者のうち車両（ﾊﾞｽ等）で避難
する者

一時集合場所

 車両等の検査

 簡易除染の実施
（必要に応じ）

避難退域時
検査場所



UPZ内住民の一時移転等②

県名 市町名
※（ ）は対象人口

避難先
※（ ）は受入可能人数

宮城県

おながわちょう

女川町
（5,871人）

栗原市（6,860人） 合計（6,860人）

いしのまきし

石巻市
（140,807人）

仙台市（40,605人）、大崎市（39,195人）、登米市（11,050人）、栗原市（16,180人）、
多賀城市（22,050人）、気仙沼市（5,000人）、大和町（5,790人）、加美町（3,821人）、
美里町（3,495人）、富谷市（2,620人）、白石市（3,563人）、大衝村（2,796人）、色麻町（2,200人）、
角田市（2,000人）、柴田町（1,930人）、丸森町（1,700人）、蔵王町（1,730人）、利府町（1,548人）、
大河原町（1,300人）、大郷町（1,680人）、塩竈市（1,150人）、七ヶ浜町（2,000人）、村田町（850人）、
涌谷町(972人）、川崎町（1,050人）、七ヶ宿町（450人）、松島町（500人） 合計（177,225人）

とめし

登米市
（9,765人）

市内の30ｋｍ圏外（29,807人） 合計（29,807人）

ひがしまつしまし

東松島市
（36,478人）

仙台市（29,503人）、名取市（5,210人）、亘理町（2,902人）、岩沼市（7,902人）、山元町（1,054人）
合計（46,571人）

わくやちょう

涌谷町
（711人）

町内の30ｋｍ圏外（1,570人） 合計（1,570人）
みさとまち

美里町
（113人）

町内の30ｋｍ圏外（285人） 合計（285人）

みなみさんりくちょう

南三陸町
（1,712人）

登米市（2,788人） 合計（2,788人）

くりはらし

せんだいし おおさきし とめし くりはらし

たいわちょう

しかまちょう

かみまち

みさとまち とみやし しろいしし おおひらむら

たがじょうし けせんぬまし

かくだし しばたまち まるもりまち ざおうまち りふちょう

しちがはままちしおがまし

しちかしゅくまち まつしままち

おおがわらまち むらたまち

かわさきまちわくやちょう

おおさとちょう

せんだいし なとりし いわぬまし やまもとちょうわたりちょう
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とめし



UPZ内住民の一時移転等③

UPZ
（概ね5km~30km）

女川原子力発電所川崎町

名取市

角田市

丸森町

白石市
七ヶ宿町

栗原市

大崎市

加美町

山元町

大衡村

色麻町

利府町

岩沼市蔵王町

大郷町
松島町

大河原町

村田町

柴田町

気仙沼市

東松島市

登米市

女川町

涌谷町美里町

石巻市

七ヶ浜町多賀城市

塩竈市

仙台市若林区

仙台市宮城野区

亘理町

富谷市

大和町

PAZ
おながわちょう

ひがしまつしまし

みさとまち

みなみさんりくちょう

わくやちょう

と め し

けせんぬまし

みなみさんりくちょう

おおさとちょう

かわさきまち

しろいしし

とみやし

かくだし

たがじょうし

ざおうまち

おおひらむら

くりはらし

しおがまし

なとりし

まつしままち

おながわちょう

わくやちょう

いしのまきし

みさとまち

わたりちょう

たいわちょう

おおさきし

しちかしゅくまち

まるもりまち

ひがしまつしまし

いわぬまし

おおがわらまち

しばたまち

むらたまち

せんだいし みやぎのく

せんだいし わかばやしく

りふちょう

かみまち

しかまちょう

しちがはままち

やまもとちょう

【凡例】

： 女川町ＵＰＺ、石巻市ＵＰＺの避難先（栗原市）

： 石巻市ＵＰＺの避難先（県内２３市町村※）

： 東松島市ＵＰＺの避難先(県内５市町）

： 登米市（市内避難、石巻市・南三陸町の各ＵＰＺの避難先）

： 涌谷町（町内避難、石巻市ＵＰＺの避難先）

： 美里町（町内避難、石巻市ＵＰＺの避難先）

： 南三陸町

： 女川町ＵＰＺ

： 石巻市ＵＰＺ

： 東松島市

とめし

ひがしまつしまし

いしのまきし

みなみさんりくちょう

くりはらし

いしのまきし

いしのまきし

おながわちょう

105

いしのまきし

いしのまきし

※登米市、栗原市、涌谷町、美里町を除く。

気仙沼市

南三陸町

けせんぬまし

いしのまきし

とめし くりはらし わくやちょう みさとまち

おながわ



UPZ内の学校・保育所等の防護措置

 宮城県及び関係市町では、警戒事態でUPZ内の学校・保育所等の児童・生徒の帰宅、もしくは保護者への引渡し
を開始。

 学校・保育所等は、計画等に基づき、児童・生徒の帰宅指導や保護者への引渡しを実施。引渡しができなかった児
童・生徒は、全面緊急事態で屋内退避を実施。

 学校・保育所等は、児童・生徒の帰宅状況や屋内退避状況について、随時、関係市町災害対策本部と連携を図る。

UPZ内の
教育機関数

宮城県
教育機関数 児童・生徒数

保育所・幼稚園等 105 5,630人

小学校 42 9,161人

中学校 23 4,866人

高等学校 10 4,648人

特別支援学校 2 232人

合 計 182 24,537人

児童・生徒

保護者

関係市町
災害対策本部

計画等に基づき活動を実施
役割分担表に基づき、職員を配置
保護者への連絡

保護者への
引渡し

一時移転等の
指示

学校・保育所等
帰宅
指示等

引渡しができなかった
児童・生徒は全面緊急
事態で屋内退避を実施

避難先

帰宅指導又は
保護者への引き渡し

保護者

児童・
生徒

※教育機関数は分校を含む。
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①：県は、受入自治体及び医療機関の協力を得て、避難先となる病院の
情報を整理し、避難元の病院等に周知

②：一時移転等の指示が見込まれる段階で、避難元病院等は県に対し、
避難先病院等の受入調整を依頼

③：県は、避難先候補病院に対し避難の受入れを要請し、避難準備を
整える。

④：県は、避難実施段階で避難元病院等に対し、避難先病院及び
避難ﾙｰﾄ等を連絡

⑤：避難の実施

UPZ内の医療機関の避難先及び受入先確保のための調整ｽｷｰﾑ

 UPZ内にある全ての医療機関（病院及び有床診療所 19施設2,169床）において、個別の避難計画をおおむね策定
済み。

 一時移転等の防護措置が必要になった場合、宮城県災害対策本部が医療機関の受入候補先を選定するとともに、
受入れに関する調整を実施。

ﾏｯﾁﾝｸﾞﾌﾛｰ
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宮城県災害対策本部

避難元病院等 ⑤避難の実施 避難先病院（県内２３市町）

施設数 病床数

19 2,169床

受入候補施設数 受入可能病床数

96 2,286床

①情報周知

④避難先連絡

②受入調整依頼 ③受入要請
①情報提供



UPZ内の社会福祉施設等の避難先

 UPZ内にある全ての社会福祉施設等（121施設3,251人）については、施設ごとの避難計画を作成す
ることとしており、施設ごとにあらかじめ避難先施設を確保済み。

 何らかの事情で、あらかじめ確保している避難先施設が使用できない場合には、宮城県災害対策本
部が受入先を調整。
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＜UPZ外＞
（県内31市町村、県外２県４市）

＜UPZ内＞

施設区分 施設数 入所定員

介護保険施設等 71 2,829人

障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業所等 50 422人

受入
施設数

受入
可能人数

283※1 2,829人

34※2 422人
施設ごとの
避難先を確保

合 計 121 3,251人 309※3 3,251人

※1 介護保険施設等の避難先施設数（実数）
※2 障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業所等の避難先施設数（実数）
※3 介護保険施設等と障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業所等の避難先施設の重複を除いた実数



同居者・支援者

在宅避難行動
要支援者

UPZ内における在宅の避難行動要支援者の防護措置

 在宅の避難行動要支援者及び同居者並びに屋内退避や一時移転等に協力してくれる支援者に対し、防災行政無線、
広報車、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、ﾃﾚﾋﾞ、ﾗｼﾞｵ等を用いて情報提供を行い、在宅の避難行動要支援者の屋
内退避・一時移転等を実施。

 連絡が取れない場合は、関係市町職員や消防団員等が、屋内退避・一時移転等の協力を実施。

 一時移転等が必要となった在宅の避難行動要支援者は、関係市町が準備した避難先に一時移転等を行う。なお、避
難生活に困難が生じる何らかの特別な配慮が必要な在宅の避難行動要支援者は、宮城県災害対策本部において
関係機関と調整し福祉避難所等へ移動する。

関係市町職員
・消防団員等

屋内退避

関係市町災害対策本部

連絡等

防災行政無線・広報車・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ・
緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ・ﾃﾚﾋﾞ・ﾗｼﾞｵ等による情報提供

UPZ 内の在宅の避難行動要支援者数（暫定値）

福祉避難所
（615施設）

避難先

協力

一時移転等

移動

※1 （ ）内は支援者有り
※2 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値
※3 支援者がいない者については、今後支援者を確保していく。また、支援者が確保

できない場合においても、緊急時に消防団や自主防災組織等の避難支援等関係
者と情報を共有し、避難支援等関係者による屋内退避・一時移転等の支援ができ
る体制を整備中
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UPZ内

宮城県

女 川 町 989人（898人）

石 巻 市 3,829人（2,166人）

登 米 市 586人（153人）

東 松 島 市 1,350人（1,350人）

涌 谷 町 33人（33人）

美 里 町 1人（1人）

南 三 陸 町 208人（27人）

小 計 6,996人（4,628人）

とめし

いしのまきし

おながわちょう

わくやちょう

ひがしまつしまし

みさとまち

みなみさんりくちょう



UPZ内の一時移転に必要となる輸送能力の確保

※不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

 UPZ内での一時移転は、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づき、対象地域を特定し、1週間程度内に実施。この際、必要
となる輸送能力の確保については、宮城県が、宮城県ﾊﾞｽ協会から必要となる輸送手段を調達。

 宮城県内の輸送手段では不足する場合、他県との応援協定に基づき、隣接県等から輸送手段を調達。
 宮城県が確保した輸送手段で対応できない場合、原子力災害対策本部からの依頼に基づき、国土交通省が関係

団体、関係事業者に対し、協力を要請することにより必要な輸送能力を確保。

PAZ

UPZ

宮城県

岩手県

青森県

秋田県

山形県

福島県
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ﾊﾞｽ会社 保有台数
宮城県 70社 2,541台

県名 保有台数

青森県 2,354台

岩手県 1,777台

秋田県 1,409台

山形県 1,332台

福島県 2,620台

東北各県保有ﾊﾞｽ台数

計 9,492台



女川町におけるUPZ内から避難先までの主な経路
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UPZ

おながわちょう

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。

PAZ

予備経路（米山経由）
国道398号→県道234号→県道33号
→県道30号→県道21号→県道15号
→県道36号→国道398号→栗原市
若柳(くりはらしわかやなぎ)総合体育館

避難元地区 避難先

大沢(おおさわ)、浦宿(うらしゅく)一～三、針浜(はりのはま)、旭
が丘(あさひがおか)、上(かみ)三～五、西(にし)、小乗(このり) 、

大原(おおはら)北(きた)・南(みなみ)、清水(しみず)、宮ケ崎(みやが

さき)、石浜(いしはま)、尾浦(おうら)、御前浜(おんまえはま)、指
ケ浜(さしのはま)、女川(おながわ)北(きた)・南(みなみ)

栗原市
（17施設）

基本経路
国道398号→県道234号→石巻(い

しのまき)北部ﾊﾞｲﾊﾟｽ→石巻女川(いし

のまきおながわ) IC→県北(けんぽく)高速
道路→国道398号→栗原市若柳
(くりはらしわかやなぎ)総合体育館

一般道（国道108号）経路
国道398号→石巻(いしのまき)ﾊﾞｲﾊﾟｽ→国道
108号→国道346号→県道15号→県道36
号→国道398号→栗原市若柳(くりはらしわか

やなぎ)総合体育館

一般道（国道45号）経路
国道398号→石巻(いしのまき)北部ﾊﾞ
ｲﾊﾟｽ→国道45号→国道342号→
県道36号→国道398号→栗原市
若柳(くりはらしわかやなぎ)総合体育館

予備経路（稲井経由）
国道398号→県道234号→石巻(いしのまき)

北部ﾊﾞｲﾊﾟｽ→石巻女川(いしのまきおながわ) 

IC→桃生津山（ものうつやま）IC→県道61号
→国道342号→県道36号→国道398号→
栗原市若柳(くりはらしわかやなぎ)総合体育館

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

【栗原市】
栗原市若柳総合体育館

くりはらし わかやなぎ

くりはらし

登米総合体育館
とよま

39845

234

398

34215

36

398

346

108
33

30

２1

45

61

いない

よねやま

くりはらし

予備経路※（雄勝経由）
国道398号→県道30号→国道45号→
河北(かほく) IC→桃生津山(ものうつやま)IC→
県道61号→国道342号→県道36号→
国道398号→栗原市若柳(くりはらしわかやなぎ)

総合体育館

※尾浦、御前浜、指ケ浜地区

おがつ

おうら おんまえはま さしのはま



石巻市(石巻地区①)におけるUPZ内から避難先までの主な経路
いしのまきし

【仙台市青葉区】
青葉体育館

あおば

せんだいし あおばく

UPZ
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② 第二経路
石巻河南(いしのまきかなん)IC→石巻港(いしのまきこう)IC→
仙台港(せんだいこう)IC→県道141号→国道45号→国
道4号→新田東(しんでんひがし)総合運動場

① 第二経路
石巻港(いしのまきこう)IC→仙台
(せんだい)北部道路→泉(いず

み)IC→国道4号→県道22号
→青葉(あおば)体育館

① 第一経路
国道45号→県道8号→県道9号→
県道3号→県道56号→国道4号→
県道35号→県道22号→青葉(あおば)

体育館

③ 第二経路
県道33号→国道398号→石巻女川
(いしのまきおながわ)IC→仙台東(せんだいひが

し)IC→県道23号→国道4号→若林
(わかばやし)体育館

③ 第一経路
国道45号→県道8号→国道4号
→若林(わかばやし)体育館

【仙台市若林区】
若林体育館
わかばやし

せんだいしわかばやしく

【仙台市宮城野区】
新田東総合運動場
しんでんひがし

せんだいし みやぎのく

33

② 第一経路
国道45号→県道8号→国道4号
→新田東(しんでんひがし)総合運動場

避難元地区 避難先

①

石巻(いしのまき)小学校区、大街道(おおかいどう)小学校区、釜(かま)小学校

区、山下(やました)小学校区（羽黒町(はぐろちょう)二丁目、明神山(みょうじん

やま)、穀町(こくちょう)第１・２、双葉町(ふたばちょう)第１、下大街道(しもおおか

いどう)第１・２東、山下町(やましたちょう)一・二丁目、末広町(すえひろちょう)）

仙台市青葉区
（28施設）

②

中里(なかざと)小学校区（水押(みずおし)公営住宅を除く）、貞山(ていざん)小学

校区、山下(やました)小学校区（駅前北通り(えきまえきたどおり)３・４丁目、清

水町(しみずちょう)一丁目、田道町(たみちちょう)一丁目、西山町(にしやまちょう)）

仙台市宮城野区
（13施設）

③ 住吉(すみよし)小学校区 仙台市若林区
（8施設）

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

45
9

3

56

22

45

398

23

141

8

35

4

鷹来の森運動公園
たかぎのもり

大郷町文化会館・自由広場
おおさとちょう

春日PA
かすが

せんだいしあおばく

せんだいしわかばやしく

せんだいしみやぎのく

いしのまき

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。



石巻市(石巻地区②)におけるUPZ内から避難先までの主な経路
いしのまきし

UPZ
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16

③ 第二経路
石巻(いしのまき)ﾊﾞｲﾊﾟｽ→県道16号→国
道108号→県道16号→国道346号→
県道19号→県道32号→大崎(おおさき)

合同庁舎

③ 第一経路
石巻(いしのまき)ﾊﾞｲﾊﾟｽ→国道108
号→大崎(おおさき)合同庁舎

② 第二経路
県道16号→石巻河南(いしのまきかなん)IC→
多賀城(たがじょう)IC→県道35号→
多賀城(たがじょう)市役所

② 第一経路
国道45号→県道8号→県道3号→
県道35号→多賀城(たがじょう)市役所

① 第二経路
国道398号→石巻女川(いしのまきおながわ)IC→
利府中(りふなか)IC→県道271号→塩釜(しおがま)ｶﾞｽ
体育館

【大崎市】
宮城県大崎合同庁舎

おおさき

おおさきし

避難元地区 避難先

① 開北(かいほく)小学校区（大橋(おおはし)一～三丁目） 塩竃市
（塩釜(しおがま)ｶﾞｽ体育館）

②

中里(なかざと)小学校区（水押(みずおし)公営住宅）、

開北(かいほく)小学校区（水明(すいめい)北一～三丁

目、水明(すいめい)南一、二丁目、開北(かいほく)一～

四丁目）

多賀城市（12施設）

③ 鹿妻(かづま)小学校区、湊(みなと)小学校区 大崎市（60施設）

【多賀城市】
多賀城市役所

たがじょうし

たがじょう

【塩竃市】
塩釜ｶﾞｽ体育館

しおがまし

しおがま

鷹来の森運動公園
たかぎのもり

涌谷ｽﾀｼﾞｱﾑ
わくや

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。

① 第一経路
国道45号→県道8号→県道271号→
塩釜(しおがま)ｶﾞｽ体育館

16

45

108

346

19

32

8

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

３

35
35

271

しおがまし

たがじょうし

おおさきし

いしのまき



 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。
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UPZ

PAZ

石巻市(渡波、荻浜、稲井地区)におけるUPZ内から避難先までの主な経路

避難元地区 避難先

渡波、荻浜、稲井 大崎市（60施設）

【大崎市】
宮城県大崎合同庁舎

おおさき

おおさきし

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

遊楽館
ゆうがくかん

涌谷ｽﾀｼﾞｱﾑ
わくや

河南体育ｾﾝﾀｰ
かなん

398
192

16

346

19

32

173

15
1

61
29

30

108

33

196
45

21

108

わたのは おぎのはま いない おおさきし

稲井
いない

荻浜
おぎのはま

渡波
わたのは

いしのまきし わたのは おぎのはま いない

【稲井地区】第一経路
県道33号→国道45号→県道196号→県道21号→
国道108号→大崎(おおさき)合同庁舎

いない

【稲井地区】第二経路
国道398号→石巻女川(いしのまきおながわ)IC→桃生豊里
(ものうとよさと)IC→県道30号→県道21号→県道21号
→県道29号→県道61号→県道173号→県道15号→
県道1号→国道108号→大崎(おおさき)合同庁舎

いない

【渡波、荻浜地区】第一経路
国道398号→石巻(いしのまき)ﾊﾞｲﾊﾟｽ→
国道108号→大崎(おおさき)合同庁舎

わたのは おぎのはま

【渡波、荻浜地区】第二経路
国道398号→県道192号→石巻(いしのまき)

ﾊﾞｲﾊﾟｽ→県道16号→国道108号→県道
16号→国道346号→県道19号→県道32
号→大崎(おおさき)合同庁舎

わたのは おぎのはま

鷹来の森運動公園
たかぎのもり



石巻市(河北、北上地区)におけるUPZ内から避難先までの主な経路

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。

いしのまきし

PAZ

避難元地区 避難先

①
北上(きたかみ)地区、
河北(かほく)地区（中島(なかじま)上(かみ)・下(しも)、中野
(なかの)、牧野巣(まぎのす)、皿貝(さらがい)、馬鞍(まぐら)）

気仙沼市
（12施設）

② 河北(かほく)地区（大谷地(おおやち)小学校区）

登米市
（22施設）③

河北(かほく)地区（二俣(ふたまた)小学校区、成田(なりた)、
飯野川(いいのかわ)上町(かみまち)・仲町(なかまち)・本町(もと

まち)、旧屋敷(きゅうやしき)、五味(ごみ)、元相野谷(もとあ

いのや)）

115

北上

河北

① 第一経路
県道197号→国道45号→国道342号→国道
398号→県道202号→国道346号→国道45号
→気仙沼市小泉(けせんぬましこいずみ)公民館

【登米市】
中田総合体育館

とめし

なかだ

③ 第一経路
国道45号→国道342号
→県道36号→県道201号
→中田(なかだ)総合体育館

② 第一経路
県道30号→県道21号→県道230
号→県道36号→県道201号→
中田(なかだ)総合体育館

【気仙沼市】
気仙沼市小泉公民館
けせんぬまし こいずみ

けせんぬまし

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

45

342

4

398

45

346

202

398

201

21

30

230

豊里運動公園
とよさと

36
登米総合体育館
とよま

① 第二経路
県道197号→国道398号→国道45号
→気仙沼市小泉(けせんぬましこいずみ)公民館

② 第二経路
河北(かほく)IC→登米(とめ)IC→県
道4号→中田(なかだ)総合体育館

③ 第二経路
河北(かほく)IC→登米(とめ)IC→
県道4号→中田(なかだ)総合体育館

UPZ

けせんぬまし

とめし

かほく きたかみ

南三陸町歌津総合支所
みなみさんりくちょううたつ

きたかみ

かほく



 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。
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UPZ

PAZ

石巻市(雄勝地区)におけるUPZ内から避難先までの主な経路

【大崎市】
宮城県大崎合同庁舎

おおさき

おおさきし

第一経路
国道398号→県道30号→県道33号→
国道45号→県道196号→県21号→
国道108号→大崎(おおさき)合同庁舎

第二経路
国道398号→県道30号→県道21号→県道29号→
県道61号→県道173号→県道15号→県道1号→
国道108号→大崎(おおさき)合同庁舎

避難元地区 避難先

雄勝地区 大崎市（60施設）

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

涌谷ｽﾀｼﾞｱﾑ
わくや

遊楽館
ゆうがくかん

河南体育ｾﾝﾀｰ
かなん

398
30

21

2９
61

173

15
1

108

33196
45

おおさきしおがつ

おがついしのまきし



石巻市(桃生地区)におけるUPZ内から避難先までの主な経路

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。

いしのまきし

PAZ

UPZ

117

① 第一経路
県道21号→県道230号→県道15号→
県道36号→県道201号→中田(なかだ)総合体育館

① 第二経路
桃生豊里(ものうとよさと)IC→登米(とめ)IC→
県道4号→中田(なかだ)総合体育館

とめ
くりはら

② 第二経路
桃生豊里(ものうとよさと)IC→登米(とめ)IC→県道4号→
県道36号→国道398号→若柳(わかやなぎ)総合体育館

② 第一経路
県道21号→県道15号→国道346号→
国道398号→若柳(わかやなぎ)総合体育館

避難元地区 避難先

①
中津山(なかつやま)第一小学校区
（給人町(きゅうにんまち)上(かみ)・下(しも)、神取上(かんどりかみ)）

登米市
（22施設）

②

中津山(なかつやま)第一小学校区
（神取下かんどりしも)、高須賀(たかすか)上(かみ)・下(しも)、
新田(しんでん)上(かみ)・下(しも)）、
中津山(なかつやま)第二小学校区、
桃生(ものう)小学校区

栗原市
（26施設）

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

【栗原市】
栗原市若柳総合体育館

くりはらし わかやなぎ

くりはらし 【登米市】
中田総合体育館
なかだ

とめし

21

豊里運動公園
とよさと

登米総合体育館
とよま

230
15

346

398

4201

15

36

ものう

とめし

くりはらし



石巻市(蛇田地区①)におけるUPZ内から避難先までの主な経路

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。

いしのまきし

PAZ

① 第二経路
石巻女川(いしのまきおながわ)IC→登米(とめ)IC→県道36号→県道
4号→県道36号→国道398号→若柳(わかやなぎ)総合体育館

① 第一経路
国道108号→県道21号→県道29号→国道346号→
県道237号→県道199号→県道1号→国道346号→
国道398号→若柳(わかやなぎ)総合体育館

UPZ

118

② 第二経路
国道108号→県道16号→県道19号→国道346号→
県道32号→大崎(おおさき)合同庁舎

② 第一経路
国道108号→大崎(おおさき)合同庁舎

避難元地区 避難先

①
上(かみ)第２、
向陽町(こうようちょう)五丁目第１・２

栗原市
（26施設）

②
向陽町(こうようちょう)一丁目、二丁目第１・２、三・四丁目、
あけぼの北

大崎市
（60施設）

【大崎市】
宮城県大崎合同庁舎

おおさき

おおさきし

【栗原市】
栗原市若柳総合体育館
くりはらし わかやなぎ

くりはらし

16

19

346

19

32

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

河南体育ｾﾝﾀｰ
かなん

豊里運動公園
とよさと

涌谷ｽﾀｼﾞｱﾑ
わくや

29

346

237

199

1

398

346
36

4

108

21

くりはらし

おおさきし

へびた

鷹来の森運動公園
たかぎのもり



石巻市(蛇田地区②)におけるUPZ内から避難先までの主な経路

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。

いしのまきし

UPZ

108

② 第二経路
県道16号→石巻河南(いしのまきかなん)IC→松島大郷(まつしまおおさと)IC→
県道9号→県道3号→国道4号→国道457号→県道156号→
色麻町(しかまちょう)町民体育館

② 第一経路
国道108号→県道16号→国道346号→県道16号→県道148号
→国道457号→県道156号→色麻町(しかまちょう)町民体育館

119

① 第一経路
国道108号→県道16号→国道346号→県道19号→県道32号→
県道152号→県道157号→国道457号→加美町中新田(かみまちなかにいだ)

体育館

【加美町】
加美町中新田体育館

かみまち

① 第二経路
石巻女川(いしのまきおながわ)IC→松島大郷(まつしまおおさと)IC→県道9号→県
道146号→県道16号→県道56号→県道157号→国道457号→加美町
中新田(かみまちなかにいだ)体育館

避難元地区 避難先

①
浜江場(はまえば)、裏(うら)、
福村(ふくむら)、あけぼの、
境谷地(さかいやち)、わかば

加美町
（18施設）

②
上(かみ)第１、中埣(なかぞね)第２、
のぞみ野(の)第２

色麻町
（８施設）

【色麻町】
色麻町町民体育館

しかまちょう

しかまちょう

かみまち なかにいだ

16

346

19

32152

146

9

3

457

457

16

148

457

157

16

56

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

大郷町文化会館・自由広場
おおさとちょう4 大塩市民ｾﾝﾀｰ

おおしお

鷹来の森運動公園
たかぎのもり

かみまち

しかまちょう

へびた



石巻市(蛇田地区③)におけるUPZ内から避難先までの主な経路

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。

120

いしのまきし

UPZ

② 第一経路
国道108号→県道16号→県道204号
→国道45号→県道60号→松島(まつしま)

東部地域交流ｾﾝﾀｰ

避難元地区 避難先

① 恵み野 東・西 利府町
（６施設）

② 新橋 松島町
（２施設）

③ 谷地第２ 七ヶ浜町
（２施設）

【七ヶ浜町】
七ヶ浜町中央公民館

しちがはままち

しちがはままち

【利府町】
利府町多目的運動場

りふちょう

りふちょう

① 第一経路
県道16号→国道108号→県道16号→
県道204号→国道45号→県道8号→県道3号
→利府町(りふちょう)多目的運動場

108

60

③ 第一経路
国道108号→県道16号→県道204号→
国道45号→県道8号→県道3号→県道35号→
県道58号→七ヶ浜町(しちがはままち)中央公民館

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

16
204

45

8

３

35 58

58

② 第二経路
県道16号→石巻河南(いしのまきかなん)IC→
鳴瀬奥松島(なるせおくまつしま)IC →国道45
号→県道60号→松島(まつしま)東部地域
交流ｾﾝﾀｰ③ 第二経路

石巻河南(いしのまきかなん)IC→仙台港北(せ

んだいこうきた)IC→国道45号→県道58号→
七ヶ浜町(しちがはままち)中央公民館

① 第二経路
石巻河南(いしのまきかなん)IC→利府
塩釜(りふしおがま)IC →県道3号→
利府町(りふちょう)多目的運動場 鷹来の森運動公園

たかぎのもり

大塩市民ｾﾝﾀｰ
おおしお

春日PA
かすが

しちがはままち

まつしままち

りふちょう

しんばし

やち

へびた

めぐみの ひがし・にし

【松島町】
松島東部地域交流ｾﾝﾀｰ(体育館)
まつしま

まつしままち



石巻市(蛇田地区④)におけるUPZ内から避難先までの主な経路

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により避難を実施。
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いしのまきし

UPZ

② 第一経路
県道16号→国道346号→県道
16号→県道261号→県道57号
→大衡(おおひら)村役場

108

避難元地区 避難先

①
沖(おき)、仲(なか)、新谷地前(しんやちまえ)、
のぞみ野(の)第１・３・４

大和町
（５施設）

②
東前沼(ひがしまえぬま)第１・２、新下前沼
(しんしもまえぬま)、丸井戸(まるいど)第２

大衡村
（22施設）

③
新立野(しんたての)第一住宅、
丸井戸(まるいど)第１

大郷町
（３施設）

④ 谷地(やち)第１・３、中埣(なかぞね)第１ 富谷市
（10施設）

【富谷市】
富谷市総合運動公園
とみやし

とみやし

【大和町】
大和町総合体育館

たいわちょう

たいわちょう

【大衡村】
大衡村役場
おおひらむら

おおひらむら

【大郷町】
フラップ大郷21

おおさとちょう

おおさと

④ 第一経路
県道16号→国道346号→県道16号→
県道40号→県道241号→県道56号→
県道3号→国道4号→富谷(とみや)市総合
運動公園

③ 第一経路
県道16号→国道346号→県道241号
→県道146号→県道241号→県道9号
→フラップ大郷(おおさと)21

146

① 第一経路
県道16号→国道346号→県道16号→
県道40号→県道241号→県道56号→
県道3号→県道147号→国道457号→
大和町(たいわちょう)総合体育館

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

16

346

16

24156
3147457

346

241

9

16261
57

241

40

3

56256

4

③ 第二経路
石巻河南(いしのまきかなん)IC→松島大郷
(まつしまおおさと)IC→県道9号→フラップ
大郷(おおさと)21

① 第二経路
石巻河南(いしのまきかなん)IC→松島大郷(まつしま

おおさと)IC→県道9号→県道3号→県道147号
→国道457号→大和町(たいわちょう)総合体育
館

② 第二経路
石巻河南(いしのまきかなん)IC→松島大郷(まつし

まおおさと)IC→県道9号→県道3号→国道4号
→県道57号→大衡(おおひら)村役場④ 第二経路

石巻河南(いしのまきかなん)IC→松島大郷(まつしまおお

さと)IC→県道9号→県道3号→県道56号→県
道256号→富谷市(とみやし)総合運動公園

鷹来の森運動公園
たかぎのもり

おおさとちょう

たいわちょう

おおひらむら

とみやし

へびた



石巻市(河南地区①)におけるUPZ内から避難先までの主な経路

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。

いしのまきし

PAZ

UPZ

122

③ 第二経路
県道21号→県道29号
→県道61号→国道346号
→涌谷(わくや)公民館

② 第二経路
県道29号→県道21号→県道30号→桃
生豊里(ものうとよさと)IC→登米(とめ)IC→
県道4号→中田(なかだ)総合体育館

① 第一経路
県道21号→県道29号→国道346号→県道237号
→県道199号→県道1号→国道346号→国道398
号→若柳(わかやなぎ)総合体育館

① 第二経路
県道257号※→県道21号→県道15号→国道346号
→国道398号→若柳(わかやなぎ)総合体育館
※和渕山根(わぶちやまね)は県道21号

② 第一経路
県道29号→県道61号→県道230号
→県道15号→県道36号→県道201
号→中田(なかだ)総合体育館

【登米市】
中田総合体育館
なかだ

とめし

【栗原市】
栗原市若柳総合体育館
くりはらし わかやなぎ

くりはらし

【美里町】
南郷体育館

みさとまち

なんごう

346

15

避難元地区 避難先

① 和渕(わぶち)小学校全域 栗原市
（26施設）

②
前谷地(まえやち)小学校区
（定川(じょうがわ)、山崎(やまざき)）

登米市
（22施設）

③
前谷地(まえやち)小学校区
（駅前(えきまえ)）

涌谷町
（２施設）

④
前谷地(まえやち)小学校区
（根方(ねがた)、黒沢(くろさわ)）

美里町
（３施設）

⑤ 北村(きたむら)小学校区

④ 第二経路
県道21号→県道29号→県道61号→国道346号
→県道150号→南郷(なんごう)体育館

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

涌谷ｽﾀｼﾞｱﾑ
わくや

21

15

36

201

230

61

29

398

237

346

199

1

30

４

登米総合体育館
とよま

わくやちょう

とめし

くりはらし

みさとまち

かなん

【涌谷町】
涌谷公民館

わくやちょう

わくや

⑤ 第一経路
県道151号→県道150号→南郷体育館

なんごう

④ 第一経路
県道151号→県道150号→南郷体育館

なんごう

⑤ 第二経路
県道151号→美里町木間塚原田経由→南郷体育館

なんごうみさとまちきまつかはらだ

③ 第一経路
国道108号→国道346号→涌谷公民館

わくや
61

150
151

108



石巻市(河南地区②)におけるUPZ内から避難先までの主な経路

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。

いしのまきし

③ 第一経路
県道151号→国道346号→県道16号→県道
40号→県道241号→県道56号→県道3号→
県道147号→国道457号→国道48号→国道
457号→国道286号→国道457号→県道51号
→国道113号→七ヶ宿町(しちかしゅくまち)役場

① 第一経路
県道151号→国道346号→県道16号→県道40号→県道241号→
県道56号→県道3号→県道147号→国道457号→国道48号→
国道457号→国道286号→国道457号→国道4号→国道113号→
県道108号→県道24号→白石(しろいし)市文化体育活動ｾﾝﾀｰ

【七ヶ宿町】
七ヶ宿町役場
しちかしゅくまち

しちかしゅくまち

UPZ

123

③ 第二経路
県道43号→県道204号→県道16
号→国道346号→県道241号→
県道9号→県道3号→大和(たい

わ)IC→白石(しろいし)IC→国道4号
→国道113号→七ヶ宿町(しちかしゅ

くまち)役場

① 第二経路
県道16号→国道346号→県道241号
→県道9号→県道3号→大和(たい

わ)IC→白石(しろいし)IC→国道4号→国
道113号→県道108号→県道24号→
白石(しろいし)市文化体育活動ｾﾝﾀｰ

② 第一経路
県道151号→国道346号→県道16号→県道40号→県道241号→県道56号→県
道3号→国道4号→県道263号→県道264号→県道37号→国道48号→県道31号
→県道14号→県道25号→県道12号→ふるさと文化会館

避難元地区 避難先

①
須江(すえ)小学校区
（しらさぎ台(だい)、中埣(なかぞね)）

白石市
（８施設）

②

須江(すえ)小学校区
（山根(やまね)、糠塚(ぬかづか)、

沢田(さわだ)、舘(たて)）

蔵王町
（４施設）

③
鹿又(かのまた)小学校区
（中山(なかやま)、上谷地(うわやち)）

七ヶ宿町
（５施設）

② 第二経路
県道16号→国道346号→県道241号→県道9号→県道3号→
大和(たいわ)IC→村田(むらた)IC→県道14号→県道25号→県道12
号→ふるさと文化会館

【蔵王町】
蔵王町ふるさと文化会館
蔵王町地域福祉ｾﾝﾀｰ
蔵王町B&G海洋ｾﾝﾀｰ

ざおうまち

ざおうまち

【白石市】
白石市文化体育活動ｾﾝﾀｰ

しろいしし

しろいしし

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

4

31

48

51 457

113

12
25

14

457

286

457

37

264
263

457
４

147
3

3
241

9 241

40 16
346

16

346
151

南郷体育館
なんごう

しろいしし

ざおうまち

しちかしゅくまち

かなん



石巻市(河南地区③)におけるUPZ内から避難先までの主な経路

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により避難を実施。

いしのまきし

【柴田町】
柴田町役場

しばたまち

UPZ

④ 第二経路
県道43号→県道204号→県道16号→国道346号→県道
241号→県道9号→県道3号→大和(たいわ)IC→村田(むら
た)IC→県道14号→県道50号→柴田町(しばたまち)役場

④ 第一経路
県道151号→国道346号→県道16号→県道40号→県道241
号→県道56号→県道3号→国道4号→県道263号→県道
264号→県道37号→国道48号→県道31号→県道14号→県
道25号→県道14号→県道50号→柴田町(しばたまち)役場

③ 第二経路
県道43号→県道204号→県道16号→国道
346号→県道241号→県道9号→県道3号
→大和(たいわ)IC→村田(むらた)IC→県道14
号→大河原町(おおがわらまち)総合体育館

③ 第一経路
県道151号→国道346号→県道16号→県道40号
→県道241号→県道56号→県道3号→国道4号
→県道263号→県道264号→県道37号→国道48
号→県道31号→県道14号→県道25号→県道14
号→大河原町(おおがわらまち)総合体育館

124

43

【川崎町】
川内北川ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

かわうちきたがわ

かわさきまち

② 第二経路
県道43号→県道204号→県道16号→国道
346号→県道241号→県道9号→県道3号→
大和(たいわ)IC→村田(むらた)IC→県道14号→
村田町(むらたまち)中央公民館

25

① 第二経路
県道43号→県道204号→県道16号
→国道346号→県道241号→県道9
号→県道3号→大和(たいわ)IC→宮城
川崎(かわさき)IC→国道286号→川内
北川(かわうちきたがわ)ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

② 第一経路
県道151号→国道346号→県道16号→県道40号→
県道241号→県道56号→県道3号→国道4号→
県道263号→県道264号→ 県道37号→国道48号→
県道31号→県道14号→村田町(むらたまち)中央公民館

① 第一経路
県道151号→国道346号→県道16号→
県道40号→県道241号→県道56号→
県道3号→県道147号→国道457号→
国道48号→国道457号→国道286号→
川内北川(かわうちきたがわ)ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

避難元地区 避難先

①
鹿又(かのまた)小学校区
(本町(もとまち))

川崎町
（３施設）

②
鹿又(かのまた)小学校区
(梅木(うめのき)、谷地中(やちなか))

村田町
（２施設）

③
鹿又(かのまた)小学校区
(道的(どうてき)、三軒谷地(さんげんやち))

大河原町
（５施設）

④

鹿又(かのまた)小学校区
(新田町(しんでんまち)、四家(よつや)、
曽波神(そばのかみ))

柴田町
（６施設）

南郷体育館
なんごう

286

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

31

48

457

263
264

37

48

4

147 3 56
3 9

241
40

16

241

346

346
151

16

14

しばたまち

【村田町】
村田町中央公民館

むらたまち

むらたまち

【大河原町】
大河原町総合体育館

おおがわらまち

おおがわらまち

457

おおがわらまち

かわさきまち

むらたまち

しばたまち

かなん

50



石巻市(河南地区④)におけるUPZ内から避難先までの主な経路

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により
避難を実施。

いしのまきし

① 第一経路
県道151号→国道346号→県道16号→県道40号→県道241号→
県道56号→県道3号→国道4号→県道263号→県道264号→
県道37号→国道48号→県道31号→国道286号→県道258号→
県道39号→国道4号→国道349号→角田(かくだ)市役所

① 第二経路
県道43号→県道204号→県道16号→国道346号→県道241号→
県道9号→県道3号→大和(たいわ)IC→白石(しろいし)IC→国道4号→国道
113号→角田(かくだ)市役所

【丸森町】
丸森町役場

まるもりまち

UPZ

② 第二経路
県道43号→県道204号→県道16号→国道346号→
県道241号→県道9号→県道3号→大和(たいわ)IC→白石
(しろいし)IC→国道4号→国道113号→県道45号→丸森町
(まるもりまち)役場

② 第一経路
県道151号→国道346号→県道16号→県道40号→
県道241号→県道56号→県道3号→国道4号→
県道263号→県道264号→県道37号→国道48号→
県道31号→国道286号→県道258号→県道39号→
国道4号→国道349号→国道113号→県道45号→
丸森町(まるもりまち)役場

125

避難元地区 避難先

①
広渕(ひろぶち)小学校区
(砂押(すなおし)、柏木(かしわぎ)、
新田(しんでん))

角田市４施設）

②
広渕(ひろぶち)小学校区
(町上(まちかみ)、町下(まちしも))

丸森町（８施設）

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

南郷体育館
なんごう

346

16

241563

４

264

37

31
286

258

39

4

349

113

16
40

24193

４
113

４8

263

まるもりまち

【角田市】
角田市役所
かくだし

かくだし

かくだし

まるもりまち

かなん

151



登米市におけるUPZ内から避難先までの主な経路

 登米市（豊里町、津山町）ではあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、道路状況等を
確認のうえ、避難等を実施。

 避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝは設置されないため、避難対象者は事前に示された避難先に直接避難等を実施。

126

と め し

UPZ
①避難元地区 避難先（市内）

浦軒(うらけん) 南方(みなみかた)農村環境改善ｾﾝﾀｰ

仲町(なかちょう) 南方(みなみかた)公民館

川前(かわまえ) 南方(みなみかた)保健ｾﾝﾀｰ

下町(しもまち)
南方(みなみかた)武道伝承館、
南方(みなみかた)体育ｾﾝﾀｰ

上町(かんまち) 南方(みなみかた) 定住促進ｾﾝﾀｰ

新町(しんまち) 南方(みなみかた)中学校（体育館）

西二ツ屋(にしふたつや)、十
五貫(じゅうごかん)、大曲(お
おまがり)、東二ツ屋(ひがしふ
たつや)、上谷地(かみやち)

迫(はさま)体育館、
迫(はさま)公民館

長根(ながね) 北方(きたかた)公民館

竹花(たけばな) 佐沼(さぬま)中学校（体育館）

横町(よこちょう) 佐沼(さぬま)高等学校（体育館）

加々巻(かがまき) 迫(はさま)武道館

保手(ほで) 佐沼(さぬま)小学校（体育館）

②避難元地区 避難先（市内）

東下在(ひがししもざい)、西下在(にししもざい)、平形(ひら
かた)、元町(もとまち)１・２区、本町(ほんちょう)一丁目

石越(いしこし)中学校（体育館・武道館）

本町(ほんちょう)二～四丁目、宮町(みやまち) 石越(いしこし)小学校（体育館）

小川町(おがわちょう)、石貝(いしかい)、入沢(いりさわ)、
黄牛町(きうしまち)

石越(いしこし)体育ｾﾝﾀｰ、石越(いしこし)公民
館、石越(いしこし)保健ｾﾝﾀｰ

横山(よこやま)１～８区
中田(なかだ)農村環境改善ｾﾝﾀｰ、中田(なかだ)
保健福祉会館、中田(なかだ)老人福祉ｾﾝﾀｰ

横山(よこやま)９～11区 石森(いしのもり)ふれあいｾﾝﾀｰ

庚申(こうしん)、山根(やまね)、白鳥(しろとり)、
鴇波(ときなみ)

森(もり)公民館（体育館含む）

21

①避難経路
県道21号→県道15号→国道346号→
県道1号→北方(きたかた)公民館

【凡例】
:避難所
:避難退域時検査場所（候補地）

15

１

346

②避難経路
国道342号→県道36号→県道4号→国道398号→国道346号→県道4号→
石越(いしこし)体育ｾﾝﾀｰ

迫川防災ｽﾃｰｼｮﾝ
はさまがわ

登米総合体育館
とよま

４

342

36

398
346

４

とめし とよさとちょう つやまちょう

① ②



東松島市におけるUPZ内から避難先までの主な経路①
ひがしまつしまし

④避難経路
県道16号→国道346号→県道16
号→県道40号→県道8号→
県道35号→県道22号→
泉(いずみ)総合運動場

①②③ 避難経路
国道45号→県道8号→県道35号→
県道22号→泉(いずみ)総合運動場

127

地域 避難元 避難先

① 矢本東

上町(かみまち)二・三、下町(しもまち)一～五、上河戸(か
みかわど)二、若葉(わかば)、大溜(おおだめ)、東大溜(ひがし
おおだめ)、関の内(せきのうち)一～三、作田浦(さくたうら)、
下浦(しもうら)、南浦(みなみうら)官舎、あおい一～三、
下小松(しもこまつ)、谷地(やち)

仙台市太白区

（11施設）

② 大塩
小松台(こまつだい)、塩入(しおいり)、表(おもて)、中(なか)、
大島(おおしま)、裏(うら)一・二

仙台市太白区

（９施設）

③ 矢本西

上町(かみまち)一、北区(きたく)官舎、河戸(かわど)、四反
走(したんばしり)、西新町(にししんまち)、上河戸(かみかわど)
一・三・四、立沼(たてぬま)、鹿妻(かづま)一・二、道地(ど
うち)、二反走(にたんばしり)、駅前(えきまえ)、上小松(かみ
こまつ)、沢田(さわだ)、前里(まえさと)、手招(てまねき)、前
柳(まえやなぎ)、小松南(こまつみなみ)

仙台市泉区
（14施設）

④ 大曲

五味倉(ごみくら)、上納(じょうのう)、横沼(よこぬま)一・
二・東・西、貝殻塚(かいがらづか)一・二、貝田(かいだ)、
筒場(どうば)、高田(たかだ)、上浜(かみはま)一～三、下浜
(しもはま)一・二

仙台市泉区

（８施設）

【仙台市】
泉総合運動場
（体育館）

せんだいし

いずみ

45

346
16

16

40

35
8

南郷体育館
なんごう

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

鷹来の森運動公園
たかぎのもり

UPZ

やもとひがし

おおまがり

せんだいしたいはくく

やもとにし

おおしお
せんだいしたいはくく

せんだいしいずみく

せんだいしいずみく

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、東松島市の指示
のもと避難等を実施。

ひがしまつしまし
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東松島市におけるUPZ内から避難先までの主な経路②
ひがしまつしまし

UPZ

地域 避難元 避難先

① 赤井

照井(てるい)、御下(おした)、中東(なかとう)、寺(てら)、六槍(むや
り)、八幡(やはた)、裏(うら)、横関(よこぜき)、南（みなみ）一～六、
南緑(みなみみどり)、南新(みなみしん)一・二、新川前(しんかわまえ)、
柳(やなぎ)上(かみ)・下(しも)・北(きた)・西(にし)

岩沼市
（16施設）

② 小野
小野(おの)上(かみ)・下(しも)、往還(おうかん)上(かみ)・下(しも)、
平岡(ひらおか)、浜市(はまいち)上(かみ)、下(しも)

名取市
（11施設）

③ 小野 根古(ねこ)、高松(たかまつ) 亘理町
亘理(わたり)町立亘理(わたり)小学校

④ 野蒜 中下(なかしも)、新町(しんまち)、亀岡(かめおか)東(ひがし)・南(みなみ) 亘理町
（４施設）

⑤ 野蒜 野蒜ヶ丘一(のびるがおかいち) 名取市
名取(なとり)市立増田(ますだ)中学校

⑥ 宮戸
大浜(おおはま)、室浜(むろはま)、月浜(つきはま)、里北(さときた)、
里南(さとみなみ)

山元町
（３施設）

①避難経路
国道45号→国道4号→
岩沼(いわぬま)市総合体育館

②⑤避難経路
国道45号→国道4号→
名取(なとり)市庁舎

③④避難経路
国道45号→国道4号→国道6号→
県道122号→亘理町(わたりちょう)中央
公民館又は佐藤(さとう)記念体育館

⑥避難経路
国道45号→国道4号→国道6号
→山元町(やまもとちょう)庁舎

【岩沼市】
岩沼市総合体育館

いわぬまし

いわぬまし

【山元町】
山元町庁舎
やもとちょう

やまもとちょう

【亘理町】
中央公民館・
佐藤記念体育館

わたりちょう

【名取市】
名取市庁舎

なとりし

なとりし

45

4

6

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

東松島学校給食ｾﾝﾀｰ
ひがしまつしま

鷹来の森運動公園
たかぎのもり

あかい

おの

おの

のびる

みやと

いわぬまし

なとりし

わたりちょう

わたりちょう

やまもとちょう

のびる なとりし

さとう

 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、東松島市の指示
のもと避難等を実施。

ひがしまつしまし

野蒜市民ｾﾝﾀｰ
のびる



涌谷町におけるUPZ内から避難先までの主な経路

129

わくやちょう

避難元地区 避難先（町内）

短台(たんだい)、
大谷地(おおやち)

わくや天平の湯(わくやてんぴょうのゆ)

世代館(せだいかん)

研修館(けんしゅうかん)

UPZ
涌谷地区河川防災ｽﾃｰｼｮﾝ
わくや

UPZ
61

涌谷ｽﾀｼﾞｱﾑ
わくや

第一経路
県道61号→国道346号→
涌谷(わくや)地区河川防災ｽﾃｰｼｮﾝ

第三経路
県道61号→県道29号→国道346号→
涌谷（わくや）地区河川防災ｽﾃｰｼｮﾝ

第二経路
町道→国道346号→涌谷
（わくや）地区河川防災ｽﾃｰｼｮﾝ

てんぴょう

346

【凡例】
:避難所
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

避難所：わくや天平の湯
てんぴょう

 涌谷町（短台、大谷地）では、避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ（涌谷地区河川防災ｽﾃｰｼｮﾝ）までの避難経路をあらかじめ設定。
 なお、自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、涌谷町の指示のもと、避難を実施。

わくやちょう たんだい おおやち わくやちくかせんぼうさい

わくやちょう
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美里町におけるUPZ内から避難先までの主な経路
みさとまち

美里町ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ
みさとまち

避難所：駅東地域交流ｾﾝﾀｰ
えきひがし

UPZ

避難元地区 避難先（町内）

小島 駅東地域交流ｾﾝﾀｰ

第二経路
県道16号線→県道150号→南郷(なんごう)体育館

【凡例】
:避難所
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

第一経路
県道16号線→県道150号→南郷(なんごう)体育館予備経路【大崎市方向経由】

県道16号線→県道19号線
→県道152号線→県道19号線
→美里町(みさとまち)ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

南郷体育館
なんごう

こしま えきひがし

 美里町（小島行政区）では、駅東地域交流センターを避難所としており、道路状況等を確認の上、避難等を
実施。

みさとまち こしま えきひがしちいきこうりゅう



南三陸町におけるUPZ内から避難先までの主な経路

 あらかじめ避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路により避難を実施。

みなみさんりくちょう

第一経路
国道45号→国道398号
→登米(とよま)総合体育館

45

【予備経路】
国道45号→国道342号→
登米(とよま)総合体育館

UPZ

131

【登米市】
登米総合体育館
とよま

とめし

398

45

342

【凡例】
:避難所受付ｽﾃｰｼｮﾝ
:避難退域時検査場所（候補地）

南三陸町歌津総合支所
みなみさんりくちょううたつ

南三陸町スポーツ交流村
みなみさんりくちょう

第二経路
南三陸(みなみさんりく)海岸IC→登米
(とめ)IC→登米(とよま)総合体育館

避難元 避難先

荒町(あらまち)上(かみ)・下(しも)、折立(おりたて)上(かみ)、
水戸辺(みとべ)、波伝谷(はでんや)上(かみ)・下(しも)、津
の宮(つのみや)、滝浜(たきはま)、藤浜(ふじはま)、長清水
(ながしず)、寺浜(てらはま)、沖田(おきた)、西戸(さいど)、宇
津野(うつの)、林(はやし)、大久保(おおくぼ)

登米市
（４施設）

とめし



台風時などにおけるUPZ内の防護措置

 OIL基準の超過により一時移転等が必要な場合であっても、台風等により気象庁から暴風警報が発

表される等、外出をすることで命に危険が及ぶような場合には、無理に避難せずに、安全が確保さ

れるまでは、屋内退避を優先。

 その後、例えば天候が回復するなど、安全が確保できた場合には、一時移転等を実施。

住民等

施設敷地
緊急事態

警戒
事態

全面緊急事態

天候回復

徒歩等

＜全面緊急事態で天候が回復した場合の対応の例＞

バスによる避難

屋内退避
の準備

一時
集合場所

自家用車等による避難

自宅等にて屋内退避

OIL基準の超過

台風時など（気象庁における暴風警報の発表等）※

避難先

ＵＰＺ外

※ 台風等に伴う大雨により、市町から土砂災害や洪水等に係る避
難勧告等が発令された場合等には、該当地域の住民は、指定緊
急避難場所等の安全が確保できる場所で屋内退避を実施。

（外出をすることで命に危険が及ぶような場合）
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自然災害等（地震等※1）により屋内退避が困難となる場合のUPZ内の防護措置

 地震による家屋の倒壊等により、家屋における滞在が困難な場合には、安全確保のため市町にて開設する近隣の指定避難所等への

避難を実施。

 その後、全面緊急事態となり、屋内退避指示がでている中で余震等が発生し、家屋や既に避難している近隣の指定避難所等への被

害が更に激しくなる等、屋内退避の継続が困難な場合には、人命の安全確保の観点から地震に対する避難行動を最優先し、市町が

開設する近隣の別の指定避難所等や、あらかじめ定められているUPZ外の避難先へ速やかに避難を実施。

 なお、屋内退避指示中に避難を実施する際には、国及び宮城県等は、住民等の避難を安全をかつ円滑に実施するため、避難経路や

避難手段、国が提供する原子力発電所の状況や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果、気象情報等について、確認・調整等を実施。

施設敷地緊急事態
（屋内退避準備要請）

警戒
事態 全面緊急事態（屋内退避指示）

余
震
等
発
生

地
震
発
生

家屋が倒壊等した場合には、近隣の
指定避難所等にて屋内退避

自家用車・ﾊﾞｽによる避難（※2）

屋内退避準備
ケ
ー
ス
１

ケ
ー
ス
２

既に避難している近隣の
指定避難所等にて屋内退避

自宅にて屋内退避

＜屋内退避中に余震等が発生し被害が激しくなった場合＞

家屋が倒壊等した場合には、市町にて
開設する近隣の指定避難所等へ避難

※１ 津波災害時や土砂災害時においても基本的には同様のﾌﾛｰとなる。
※２ 市町にて開設する近隣の別の指定避難所等で受入可能な場合には、当該避難所等に移動し、そこで屋内退避を行う。

余震等発生に伴い、屋内退避
の継続が困難な状況が発生

自家用車・ﾊﾞｽによる避難（※2）

避難先

ＵＰＺ外
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感染症※1の流行下でのUPZ内の防護措置

 感染症の流行下において原子力災害が発生した場合、感染者や感染の疑いのある者も含め、感染拡大・予防対策を十分考慮した上で、避難や屋

内退避等の各種防護措置を行う。

 具体的には、UPZ内の住民が一時移転等を行う場合には、その過程（避難車両等）又は避難先（避難所等）などにおける感染拡大を防ぐため、感染

者とそれ以外の者との分離、人と人との距離の確保、マスクの着用、手洗いなどの手指衛生等の感染対策を実施する。

 自宅等で屋内退避を行う場合には、放射性物質による被ばくを避けることを優先して屋内退避を実施し、換気については、屋内退避の指示が出され

ている間は原則行わないこととする。また、自然災害により指定避難所等で屋内退避する場合は、密集を避け、極力分散して退避することとし、これ

が困難な場合には、市町が開設する近隣の別の指定避難所等や、あらかじめ定められているUPZ外の避難先へ避難する。

 原子力災害の発生状況、感染拡大の状況及び避難車両や避難所等の確保状況など、その時々の状況に応じて、車両や避難所を分ける、又は同じ

車両や避難所内で距離や離隔を保つなど、柔軟に対応する。

避難等の実施避難元

＜感染症（新型インフルエンザ等）の流行下での原子力災害が発生した場合（UPZ）＞

それ以外
の者※３

感染者
（重症者）

手
洗
い
・
消
毒
・
マ
ス
ク
の
着
用
・
一
定
の
距
離
確
保
等
の
感
染
予
防
策
を
徹
底

一
時
移
転
等
開
始

バス避難者
等の一時集
合場所等

 密 集 を 避
け、極力分
散して集合。

（例）
・ 一時集合場

所等の場所
を分ける。

・ 集合時間帯
を分ける。

・ 一時集合場
所 等 の 中 で
別 れ て 集 合
する。

・ 手続きの簡
素 化 等 を 行
い 、 一 時 集
合 場所等 に
い る 時 間 を
短くする。

避難車両

 バス等で避難する際は、密集を避け、
極力分散して避難。

（例）
・ 追加車両の準備やピストン輸送等を実施する。
・ マスクを着用し、座席を十分離して着席する。

避難所等

 感染者（軽症者等）は、そ

れ以外の者とは隔離する

ため、別施設や個室等に

避難。また、密集を避け

る。

Ｕ
Ｐ
Ｚ
内
の
住
民

避難先

屋内退避

 自宅等でも、放射性物質
による被ばくを避けること
を優先して屋内退避を実
施し、換気については、屋
内退避の指示が出されて
いる間は原則行わない。

 指定避難所等で屋内退避
を実施する場合は、密集
を避け、極力分散して退
避。

（例）
・ 避難施設の場所を分ける。
・ 施設内の別部屋に分かれ

て集合する。

 避難先施設では、密集を

避ける。

 バス等で避難する際は、密集を避け、
極力分散して避難。

（例）
・ 追加車両の準備やピストン輸送等を実施する。
・ マスクを着用し、座席を十分離して着席する。

避難退域時
検査場所

 密 集 を 避
け、極力分
散して検査。

（例）
・ 検査場所を

分ける。
・ 検査時間帯

を分ける。
・ 検査場所等

の 中 で 別 れ
て検査する。

・ 手続きの簡
素 化 等 を 行
い 、 検 査 場
所 等 に い る
時間を短くす
る。

感染症指定医療機関等で治療

※１ 新型インフルエンザ等対策特別措置法第二条第一項に定める新型インフルエンザ等を指す。
※２ 軽症者等とは、入院治療が必要ない無症状病原体保有者及び軽症患者のこと。
※３ 濃厚接触者、発熱者等の感染の疑いのある者、又はそれ以外の者は、可能な限りそれぞれ別々に避難（車両、避難所等）する。

感染者
（軽症者等）

※２
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他の地方公共団体からの応援計画

㋐

㋑

㋒

㋐災害時における宮城県市町村相互応援協定
（平成16年7月26日）
【対象】

宮城県及び宮城県内の全35市町村
【応援内容】

①食料、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機材
②被災者の救出・救護・防疫等の対策に必要な物資及び資機材
③施設等の応急復旧に必要な物資及び資機材
④情報収集、連絡事務等に必要な職員
⑤対策等の実施に必要な職員
⑥ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの受入れ及び活動調整に必要な職員
⑦その他特に要請のあった事項

㋑大規模災害時等の北海道・東北８道県相互応援に関する協定
（平成26年10月21日）
【対象】

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県
【応援内容】

①救助及び応急復旧等に必要な要員
②避難所の運営支援に必要な要員
③支援物資の管理等に必要な要員
④行政機能の補完に必要な要員
⑤応急危険度判定士、ｹｰｽﾜｰｶｰ、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの斡旋
⑥食料、飲料水及びその他生活必需物資
⑦救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資
⑧救援及び救助活動に必要な車両・船艇等
⑨ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰによる情報収集等
⑩傷病者の受け入れのための医療機関
⑪被災者を一時収容するための施設
⑫火葬場、ｺﾞﾐ・し尿処理業務
⑬仮設住宅用地
⑭輸送路の確保及び物資拠点施設など物資調達、輸送調整に関する支援
⑮その他特に要請のあったもの

㋒原子力災害時の相互応援に関する協定
（平成13年1月31日）
【対象】
北海道、青森県、宮城県、福島県、茨城県、新潟県、石川県、福井県、静岡県、
京都府、島根県、愛媛県、佐賀県、鹿児島県

【応援内容】

①原子力防災資機材の提供
②職員の派遣

㋒全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定
（平成24年5月18日）
【応援内容】

①人的支援及び斡旋
②物的支援及び斡旋
③施設又は業務の提供及び斡旋
④その他特に要請のあったもの

 原子力災害又は地震、津波との複合災害が発生した場合、国からの支援のほか、関係地方公共団
体からの支援策として、4つの応援協定等を締結。
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9．放射線防護資機材、物資、
燃料の備蓄・供給体制
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備蓄拠点 対象施設数 対象者

６ 自治体職員、避難誘導者、
バス運転者等防災関係者

2 自治体職員、避難誘導者

10 施設管理者、避難誘導者

合 計 18

女川消防署・女川消防署牡鹿出張所

県現地機関
県・女川町・石巻市庁舎
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 宮城県は、宮城県現地機関のほか、宮城県・女川町・石巻市庁舎や消防署、放射線防護対策施設に
おいて、避難誘導や避難行動支援などを行う要員のための個人線量計等の放射線防護資機材の備
蓄を実施。

 緊急時には、自治体職員や避難誘導者等が、これらの放射線防護資機材を用いて活動を実施。
 平時にはこれらの使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。

個人線量計ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ

宮城県石巻合同庁舎
いしのまき

石巻市役所
いしのまきし

女川消防署
おながわ

おながわ

おながわちょう いしのまきし

おながわ おしか

女川町役場
おながわちょう

宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀー
おながわ

女川町地域福祉ｾﾝﾀｰ
おながわちょう

石巻市牡鹿総合支所
いしのまきし おしか

石巻市立牡鹿病院，おしか清心苑
いしのまきしりつ おしか

石巻市牡鹿保健福祉ｾﾝﾀｰ
いしのまきし おしか

女川消防署牡鹿出張所
おながわ おしか

田代島開発総合ｾﾝﾀｰ
たしろじま

旧女川第4小学校・女川第2中学校
おながわおながわ

旧江島自然活動ｾﾝﾀｰ体育館
えのしま

石巻市立寄磯小学校
いしのまきしりつ よりいそ

泊地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
とまり

せいしんえん

宮城県環境放射線監視ｾﾝﾀｰ

PAZ及び準PAZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄体制

PAZ

放射線防護対策施設

UPZ

おながわちょう いしのまきし

網地島開発総合ｾﾝﾀｰ、網小医院
あじしま あみしょう

（整備中）



＜住民搬送を担う機関に対する
放射線防護資機材の配布体制＞

（凡例）
：放射線防護資機材備蓄拠点 ：一時集結拠点

 UPZ内住民の一時移転等において住民搬送を担う機関には、放射線防護資機材備蓄拠点又は一時集結拠
点で放射線防護資機材を配布。

 一時集結拠点では、放射線防護資機材の使用方法や、それまでのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果等により、避難搬送による
被ばく線量が積算1mSvを十分に下回ることを説明。

 平時には放射線防護資機材等の使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。
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PAZ

UPZ
宮城県

住民の一時移転等実施

住民搬送を担う機関

連絡調整

放射線防護資機材備蓄拠点
各市町庁舎
宮城県石巻合同庁舎
宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ等

住民搬送を担う機関は、一時集結拠点
で資機材の受取りを実施。

携行

受取

一時集結拠点※

搬送・調整

搬送

※一時集結拠点は、避難退域時検査場所候補地に設置する
こととしている。

UPZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄・供給体制

いしのまき

おながわ



原子力事業者による放射線防護資機材等の支援体制
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 原子力事業者は、放射線防護資機材を各原子力事業者で支援をするため、「原子力災害発生時に
おける事業者間協力協定」を締結。

 原子力災害発災後の避難・一時移転等において、放射線防護資機材等が不足する場合、原子力事
業者は、保有する資源（要員・資機材等）を最大限供給し支援する。

資機材 数量
ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） 360台
個人線量計 1,000個
全面ﾏｽｸ 1,000個
ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ 30,000着 ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ

主な備蓄資機材

全面ﾏｽｸ

原子力災害発生時における事業者間協力協定（平成26年10月10日）

【協定事業者】
北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、
中国電力、四国電力、九州電力、日本原子力発電、電源開発、日本原燃

【目的】
原子力災害時における原子力事業者間協力の円滑な実施を図り、
原子力災害の拡大防止および早期復旧の一翼を担うことを目的とする。

【協力活動の範囲】
原子力災害時の周辺地域の環境放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞおよび周辺区域の汚染検査・汚染除去
に関する事項について、協力要員の派遣・資機材の貸与その他の措置 等

個人線量計

ほっかいどうでんりょく

ちゅうごくでんりょく

とうほくでんりょく

しこくでんりょく

とうきょうでんりょく

きゅうしゅうでんりょく

ちゅうぶでんりょく ほくりくでんりょく かんさいでんりょく

げんねん



関係市町の生活物資等の備蓄
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 災害時に備え、関係市町では、食料及び生活物資等の備蓄を実施。万が一不足等が生じる事態と
なった場合、その他県内市町村が備蓄した食料及び生活物資等を県が調整し配布する体制を整備。

 同時に関係市町がそれぞれ民間業者等と締結した流通備蓄協定に基づく生活物資等を活用。

※1：物資備蓄数は平成31年4月1日現在。
※2：物資備蓄数は概数。また、上記の他に、関係市町では常備薬、炊き出し用具等、

避難生活に必要な物資等を準備している。
※3：携帯ﾄｲﾚは含まない。（「避難所におけるﾄｲﾚの確保・管理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ」

（内閣府）参照）

宮城県関係市町
食料品
（食）

飲料水
（ﾘｯﾄﾙ）

簡易ﾄｲﾚ等
（基）

毛布
（枚）

女川町 30,000 10,000 10 2,129

石巻市 55,836 54,871 1,321 30,347

登米市 15,032 15,276 30 9,792 

東松島市 180,000 217,000 980 26,213

涌谷町 800 10 100

美里町 1,096 1,056 62 300

南三陸町 5,550 5,568 - 200

生活物資の備蓄状況（※1～3）

市町 締結民間企業等

女川町 女川町商工会、NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ

石巻市
㈱ｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ、㈱ｲﾄｰﾖｰｶ堂、みやぎ生活協同組合、
㈱ﾂﾙﾊ、ﾎｰﾏｯｸ㈱、ｲｵﾝ㈱、仙台ｺｶｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞ㈱、㈱伊藤園、
ｻﾝﾄﾘｰﾌｰｽﾞ㈱、㈱ｺﾒﾘ、㈱ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ、ﾒﾀｳｫｰﾀｰ㈱、(公社)宮城
県ﾄﾗｯｸ協会石巻支部

登米市
みやぎ生活協同組合、㈱ｳｼﾞｴｽｰﾊﾟｰ、ｴｽﾋﾞｰ食品㈱、㈱ﾖｰｸ
ﾍﾞﾆﾏﾙ、ﾎｰﾏｯｸ㈱、東北ﾍﾟﾌﾟｼｺｰﾗ販売㈱、仙台ｺｶｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞ
㈱、NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ

東松島市
みやぎ生活協同組合、仙台ｺｶ･ｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞ㈱、NPO法人ｺﾒﾘ
災害対策ｾﾝﾀｰ、㈱伊藤園、ｻﾝﾄﾘｰﾌｰｽﾞ㈱、ﾒﾀｳｫｰﾀｰ㈱、(公
社)宮城県ﾄﾗｯｸ協会石巻支部

涌谷町
ﾀﾞｲﾄﾞｰﾄﾞﾘﾝｺ㈱、㈱菅野食品、(公社)宮城県ﾄﾗｯｸ協会大崎支
部

美里町
NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ、㈱ﾖｰｸﾍﾞﾆﾏﾙ、㈱ｳｼﾞｴｽｰﾊﾟｰ、遠田
商工会

南三陸町 みやぎ生活協同組合、NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ

災害時における物資の供給等に関する協定の主な締結状況

おながわちょう

いしのまきし

とめし

ひがしまつしまし

おながわちょう

いしのまきし

とめし

ひがしまつしまし

わくやちょう

わくやちょう

みさとまち
みさとまち

みなみさんりくちょう
みなみさんりくちょう

おながわちょう

せんだい

いしのまき

せんだい

せんだい

いしのまき

おおさき

とおだ



宮城県の物資供給等に関する協定締結状況
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 関係市町及び避難先市町村から物資支援の要請があった場合や要請を待ついとまがないと認めら
れる状況になった場合、宮城県は、災害時における物資の供給に関する協定等を締結した民間企業
等に個別に要請。

災害時における物資の供給等に関する協定の主な締結状況

協定の種類 内容 締結民間企業等

災害時における応急生活物資供給等
の協力に関する協定等

災害発生時における応急生活物資
の供給等

宮城県医薬品卸組合、宮城県生活協同組合連合会、㈱ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ、㈱ﾛｰｿﾝ、㈱ｾﾌﾞ
ﾝ-ｲﾚﾌﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ、宮城県食品産業協議会、ｺｶ･ｺｰﾗﾎﾞﾄﾗｰｽﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱、ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ㈱
東北ｶﾝﾊﾟﾆｰ、ｲｵﾝｽｰﾊﾟｰｾﾝﾀｰ㈱、NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ、森永製菓㈱、㈱ｹｰﾖｰ、
(同)西友、ｱｰｸﾗﾝﾄﾞｻｶﾓﾄ㈱、㈱ｱｲﾘｽﾌﾟﾗｻﾞﾀﾞｲｼﾝｶﾝﾊﾟﾆｰ、㈱ｶｲﾝｽﾞ、㈱ｹｰﾖｰ、㈱ｻﾝ
ﾃﾞｰ、㈱ﾀﾞｲﾕｰｴｲﾄ、㈱ＬＩＸＩＬﾋﾞﾊﾞ、㈱ｶﾜﾁ薬品、㈱高速、ﾎｰﾏｯｸ㈱、(一社)宮
城県LPｶﾞｽ協会 計 24社

災害時における帰宅困難者等の支援
に関する協定

帰宅困難者等に対して、水道水、
ﾄｲﾚ、道路情報等を提供

㈱壱番屋、㈱ｵｰﾄﾊﾞｯｸｽｾﾌﾞﾝ、㈱ｽﾄﾛﾍﾞﾘｰｺｰﾝｽﾞ、㈱ｾﾌﾞﾝ-ｲﾚﾌﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ、㈱ﾄﾞﾄｰﾙｺｰ
ﾋｰ、㈱ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ、ﾐﾆｽﾄｯﾌﾟ㈱、㈱ﾓｽﾌｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ、山崎製ﾊﾟﾝ㈱、㈱吉野家、㈱ﾛｰ
ｿﾝ 計 11社

災害時等における自動車等の燃料の
調達に関する協定

公用車等災害対策に必要な自動車
等の燃料の優先的な供給 宮城県石油商業組合、宮城県石油商業協同組合 計 2社

災害時の緊急物資の輸送に関する協
定

生活救援物資等緊急物資の輸送に
ついて (公社)宮城県ﾄﾗｯｸ協会 計 1社



避難先 施設名 避難受入人数

栗
原
市

旧栗原市立高清水中学校 282人

栗原市立高清水小学校 214人

栗原市畑岡公民館 99人

大
崎
市

鳴子公民館・鳴子ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ、
他59施設※

2,894人

合計 3,489人
PAZ

UPZ

準PAZ

 PAZ及び準PAZからの避難住民約3,500人の受入時には、宮城県と災害時協定を締結している指定業者等からの流

通備蓄と避難元自治体による備蓄、日本赤十字社宮城県支部に備蓄された物資（生活物資等）のほか、避難先自
治体に備蓄物資の提供を要請し、宮城県ﾄﾗｯｸ協会等の協力を得て、避難施設に搬送する。

 宮城県及び関係市町が備蓄している物資が不足する場合、宮城県から、原子力災害対策本部に対し物資調達の
要請を行う。

PAZ及び準PAZ内避難時の物資備蓄・供給体制

（※）物資備蓄数は概数

PAZ・準PAZ住民避難先栗原市備蓄
・食料：41,123食
・毛布：12,677枚 等

くりはらし

くりはらしりつ たかしみず

大崎市備蓄
・食料：61,900食
・毛布：6,160枚 等
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おおさきし

※60施設の中から状況に応じて割当て

く
り
は
ら
し

お
お
さ
き
し

くりはらしりつ たかしみず

くりはらし はたおか

なるこ なるこ

日本赤十字社宮城県支部備蓄
・毛布：4,660枚
・緊急ｾｯﾄ(携帯ﾗｼﾞｵ、懐中電灯等）：5,111個
・安眠ｾｯﾄ(ﾏｯﾄ･枕等)：2,290個 等

PAZ境界線



PAZ

UPZ

143

 物資供給の迅速性を高めるため、宮城県が宮城県倉庫協会と締結している協定に基づき、宮城県
は協会に所属する倉庫を物流拠点とし活用するほか、国等からの大量の支援物資を円滑に受け入
れ・仕分けし避難先等に搬送するため広域物資拠点を設定。広域物資拠点では、市町の要求を踏
まえて食料や物資を分別し、避難先等や一時集結拠点へ輸送。

 一時集結拠点では、地域住民の状況を踏まえて物資を供給。
 各拠点は、防災業務関係者への災害関係情報の提供拠点としても活用。

物資の調達・供給

※一時集結拠点は、放射線防護資機材の一時集結拠点と同じ場所に設置

広域物資拠点（県の暫定広域防災拠点：宮城県総合運動公園）
・避難・屋内退避住民に対する政府の供給食料・物資の集積
・協定締結した民間企業等の供給食料・物資の集積
・避難住民への食料・物資の供給
・災害関係情報（道路情報、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報）の提供 等

一時集結拠点 〈15拠点〉 ※
・避難・屋内退避住民に対する食料・物資の供給
・追加で必要となる緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ資機材及び放射線防護資機材の集積
・災害関係情報（道路情報、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報）の提供 等

【凡例】 広域物資拠点 一時集結拠点

国
等

広
域
物
資
拠
点

一
時
集
結
拠
点

避
難
先
・

屋
内
退
避
施
設
等

民間倉庫

※

状
況
に
応
じ
て
設
置

※

状
況
に
応
じ
て

選
定



PAZ

UPZ

原子力事業者による生活物資の支援体制

 東北電力では、災害時に宮城県及び関係市町が備蓄する生活物資が不足する場合に備え、本店等
に備蓄している食料及び生活物資を支援する備蓄体制を整備。

 物資等の輸送に関しては、東北電力が原子力災害発生時に備えて、日常から物流業務を委託してい
る民間業者と締結した資機材運送の協力に関する協定を活用する。

食料品
（食）

飲料水
（ﾘｯﾄﾙ）

毛布
（枚）

合計 30,000 20,000 1,000

生活物資の備蓄状況

災害時における物資の輸送に関する協定等の
締結状況

協定の種類 内容 締結民間企業等

原子力災害発生時
における資機材運
送の協力に関する
協定

輸送車両の
優先利用等 民間業者

※令和元年11月時点
※物資の供給は、宮城県からの要請に基づき、本店等に備

蓄されている物資を総合的に運用のうえ、要請に対応。
※上記備蓄数でも不足する場合は、必要に応じて流通物資

を活用して生活物資の確保に努める。

【凡例】 ： 本店、支店等

144

とうほくでんりょく

とうほくでんりょく



国による物資（食料等の生活用品等）の供給体制

145

 宮城県及び関係市町が備蓄している物資が不足する場合、宮城県及び関係市町から、原子力災害対策本部に対
し物資調達の要請を行う。

 要請を受けた、又は原子力災害対策重点区域内が混乱し要請を待ついとまがないと認められた場合等、原子力災
害対策本部は、物資関係省庁（総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省）に対しこの要請を伝達、又は要
請し、各物資関係省庁は所管する関係業界団体等に調達要請を実施し、物資集積拠点への物資搬送を行う。

物資関係省庁
関係業界団体等

民間企業

原子力災害対策本部
（首相官邸）

関係県災害対策本部
関係市町災害対策本部

地方公共団体
による行政備蓄 一時集結拠点等

物資集積拠点

避難先屋内退避施設 屋内退避施設等PAZ内 UPZ内 UPZ外

調達要請 回答

調達要請

回答

要請を伝達

対応状況の報告

調整

要請を伝達
物資調達の要請

総務省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省

調達・供給
の調整

ﾄﾗｯｸ会社・民間企業

原子力災害対策重点区域内
が混乱し要請を待ついとま
がないと認められた場合必
要と判断し要請

宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
おながわ



国による物資（燃料）の供給体制
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子ﾐｽﾀｰ

 宮城県及び関係市町が備蓄している燃料が不足する場合、宮城県及び関係市町から、原子力災害対策本部に対
し燃料調達の要請を行う。

 要請を受けた、又は原子力災害対策重点区域内が混乱し要請を待ついとまがないと認められた場合、原子力災害
対策本部は、経済産業省に対しこの要請を伝達、又は要請し、経済産業省は所管する関係業界団体等に調達要
請を実施し、原則として製油所・油槽所から一時集結拠点等への搬送を行う。

経済産業省関係業界団体 等

製油所・油槽所

関係県災害対策本部
関係市町災害対策本部

屋内退避施設 屋内退避施設等
PAZ内 UPZ内 UPZ外

供給要請 回答

供給要請

回答

要請を伝達

対応状況の報告

燃料調達の要請

中核ＳＳ等

民間企業等

一時集結拠点

調整

※緊急車両の
優先給油等

原子力災害対策重点区域内
が混乱し要請を待ついとま
がないと認められた場合必
要と判断し要請

避難先

原子力災害対策本部
（首相官邸）

要請を伝達 調達・供給
の調整

宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
おながわ



主な物資の種類と担当省庁、関係業界団体

147

物資の種類 担当省庁 主要緊急物資 主な関係業界団体等

給水

厚生労働省

飲料水 周辺自治体水道局

医薬品等 一般薬、紙おむつ、
ﾏｽｸ 等

日本OTC医薬品協会、
日本製薬団体連合会、

日本医療機器産業連合会、
日本医薬品卸売業連合会 等

食料等 農林水産省 ﾊﾟﾝ、即席めん、
おにぎり、缶詰 等 各種食品産業関係団体 等

生活必需品

経済産業省

仮設ﾄｲﾚ、ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ、
毛布 等

什器・備品ﾚﾝﾀﾙ協会、
日本家庭紙工業会、

日本毛布工業組合 等

燃料（石油・石油ｶﾞｽ等） ｶﾞｿﾘﾝ、軽油 等
石油連盟、全国石油商業組合連合会、

独立行政法人石油天然ｶﾞｽ・
金属鉱物資源機構（JOGMEC） 等

貸出用機材の種類 担当省庁 主要緊急物資

通信機器 総務省 災害対策用移動通信機器
（衛星携帯電話、MCA無線、簡易無線）

 被災者の生活の維持のために必要な物資（食料や生活用品等）の調達・供給は、防災基本計画
第2編 各災害に共通する対策編に基づき実施。

※物資の調達・供給に係る、関係機関等の基本的な対応については、P143,P144の体制に基づき実施



10．緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの実施体制
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緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの体制

 国は、施設敷地緊急事態に至った原子力施設の立地道府県に緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC）を設置する。
 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰの体制について、ｾﾝﾀｰ長、企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ及び情報収集管理ｸﾞﾙｰﾌﾟをｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰに、測

定分析担当をｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ及び宮城県環境放射線監視ｾﾝﾀｰに設置する。UPZ外の緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施が求められ
る場合には、国の要員が中心となり、原子力事業者と協力して対応にあたる。

 女川原子力規制事務所に職員を配置し、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ体制を強化。
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企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ
EMCの企画調整を担い、
EMC内の活動に対する監
督を行う。

情報収集管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ
中央との情報共有ｼｽﾃﾑを
維持・管理するとともに、
緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀの一元
的管理等を行う。

測定分析担当
緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施する。

ｾﾝﾀｰ長
緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC）

総括
調整

企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ

企画

測定分析担当

国
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

連絡

情報共有
ｼｽﾃﾑ等

維持・管理

情報収集管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ

収集
確認 宮城県

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

総括
連絡

測定
採取

分析

原子力事業者
ｸﾞﾙｰﾌﾟ

＜設置場所＞
企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ：ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
情報収集管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ：ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
測定分析担当：ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ他
（分析は宮城県環境放射線監視ｾﾝﾀｰ）

総括
連絡

測定
採取 分析

総括
連絡

測定
採取 分析

おながわ



女川地域の放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ体制

150

全地点：67地点（水準 1地点除く、
電力会社 4地点除く）

 女川原子力発電所周辺の7市町に、人口分布等を考慮して緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ地点70地点を設定し、このうちUPZ内
52局，準PAZ内７局、PAZ11局で防護措置の実施判断に係る連続測定を実施。

 この他、国の測定局においても空間放射線量率を測定。

おながわ

おながわ

おながわ



宮城県における環境放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ体制

 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（水準局を除く）
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｽﾃｰｼｮﾝ（17局）で、発電所周辺地域の放射線量等を測定

※電源等の喪失が発生しても測定や伝送が中断しないよう、非常用電源や通信回線の強化を実施
・電子線量計（49台）で、放射線量を測定
・万一、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄが使えなくなった場合に備えるとともに、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（5台）を整備
・大気ﾓﾆﾀ（19局）ｵｰﾄｻﾝﾌﾟﾙﾁｪﾝｼﾞｬｰ付きﾖｳ素ｻﾝﾌﾟﾗ（5局）で、大気中の放射性物質濃度を測定
 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ等

・放射線量、放射性物質濃度を測定する測定装置や機材を搭載したﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ等を配備
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ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｽﾃｰｼｮﾝ
（非常用発電機装備）

可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ ﾀﾞｽﾄﾖｳ素ｻﾝﾌﾟﾗ

電子線量計

大気ﾓﾆﾀ、ｵｰﾄｻﾝﾌﾟﾙﾁｪﾝｼﾞｬｰ
付きﾖｳ素ｻﾝﾌﾟﾗ



緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果の共有及び公表

 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果は、緊急時放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報共有・公表ｼｽﾃﾑにより集約、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
ｾﾝﾀｰ等の関係機関と共有し、防護措置の実施判断に係る検討に活用するとともに、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにより
公表。
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＜各種ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報＞

可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｽﾃｰｼｮﾝ

測
定
結
果
の
集
約

測定結果の共有

測定結果を原子力規制委員会HPで公表

原子力災害
対策本部
（ERC）

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶ-

宮城県
緊急時

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

原子力災害
現地対策本部

原子力災害
対策本部
（官邸）

ﾃ
ﾚ
ﾒ
―

ﾀ
等

電子線量計

大気ﾓﾆﾀ、ｵｰﾄｻﾝ
ﾌﾟﾙﾁｪﾝｼﾞｬｰ付き

ﾖｳ素ｻﾝﾌﾟﾗ



緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施計画

 宮城県では、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計画を策定している。

 国は、施設敷地緊急事態に至った際に、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計画を参照して緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施計画を
定めるほか、事態の進展に応じた同実施計画の改定等を行う。

参照して策定及び改定

＜緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計画＞

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施計画（例）
【記載する項目の例】
＜実施項目＞

例）
○ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの継続
○固定局ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄの測定間隔の変更
○必要に応じた可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄの設置
○ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰによる測定の実施
○ﾖｳ素ｻﾝﾌﾟﾗｰの設置・測定
○飲食物に係るｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 等

＜実施主体＞
例）
○緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（測定分析担当）
○国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 等

＜情報共有／報告の体制＞

＜注意事項＞ 等

【その他添付資料等の例】
○測定項目一覧
○地図及び観測局等の地点図 等

宮城県緊急時モニタリング計画

平成２８年３月

宮城県
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緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに係る動員計画

 防災基本計画及び原子力災害対策指針に基づき、平成27年1月に「緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに係る動員計
画」が策定された。

 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの広域化や長期化に備え、要員及び資機材の動員についてあらかじめ準備すべき
事項、動員の要請の手順等を定め、要員及び資機材の円滑な動員に資することを目的とする。

関係機関の保有資機材数
（平成30年度調査による。宮城県、東北電力を除く。）

＜概要＞

原子力災害対策指針においては、緊急時のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの実施
にあたって、国、地方公共団体及び原子力事業者は、目的
を共有し、それぞれの責任を果たしながら、連携し、必要
に応じて補い合うこと、関係指定公共機関は専門機関とし
て国、地方公共団体及び原子力事業者による緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
を支援することとされている。

動員計画においては、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの広域化や長期化に
備え、要員及び資機材の円滑な動員に資するため、
 地方公共団体、原子力事業者、関係指定公共機関等

（以下「関係機関」という）から動員可能な要員及び
資機材の情報の調査方法

 上述の情報の更新の方法
 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ、原子力規制委員会・内閣府原子力

事故合同対策本部（全面緊急事態においては、原子力
災害対策本部）事務局及び関係機関の調整ﾌﾟﾛｾｽ等につ
いて規定

※ 各資機材については保有数を記載
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要員
（人）

可搬型
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
（台）

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ
（台）

国 16 35 9

道府県 941 327 38

原子力事業者 629 61 34

関係指定
公共機関

99 6 2

とうほくでんりょく



女川地域の緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ地点及び一時移転等の実施

図：女川地域における緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ体制と一時移転等の実施範囲

 固定観測局については、そこで測定された実測値に基づいて迅速に防護措置を講ずる区域を特定できるよう、原子
力災害対策重点区域における全ての一時移転等の実施単位毎に設置されることが必要であり、宮城県ではﾓﾆﾀﾘﾝ
ｸﾞﾎﾟｽﾄ等の値に基づき一時移転等を実施する範囲を対応付けている。ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等の全てについて非常用電源
を設置しているほか、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等の故障等に備え、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等を保有している。

おながわ

おながわ
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おながわ

修正箇所

おながわ



東北電力による女川地域の緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（6台）等で、周辺監視区域境界付近の放射線量率、放射性物質濃度を測定

※電源等の喪失が発生しても測定や伝送が中断しないよう、非常用電源や通信回線の強化を実施
・万一、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄが使えなくなった場合に備え、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄを別途配備（6台）
 可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

・施設敷地緊急事態で、海側に可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄを設置（2台）して、周辺監視区域境界付近の
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等とあわせて原子炉格納施設を囲む8方位の放射線量率を測定

 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ及びｻ-ﾍﾞｲﾒ-ﾀ等を搭載した車両
・緊急時においてﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞできるよう、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ（1台）及びｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ等を搭載した車両（1台）を配備
 可搬型放射線計測装置

・発電所及びその周辺の放射線量率、放射性物質濃度を可搬型放射線計測装置（ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ等）で測定
 ｵﾌｻｲﾄの協力

・緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰに人員を派遣し、必要な協力を行う。

可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
（衛星回線による通信機能付）

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ等を搭載した車両
ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ 可搬型ﾀﾞｽﾄｻﾝﾌﾟﾗ

車両に搭載する可搬型放射線計測装置の例 156

おながわとうほくでんりょく



11．原子力災害時の医療等の実施体制
（安定ﾖｳ素剤・避難退域時検査・簡易除染を含む）

157



 宮城県では、平成28年度からPAZ及び準PAZ住民に対する安定ﾖｳ素剤の事前配布を開始。

 令和元年7月の原子力災害対策指針改正後は、40歳未満の者、妊婦、授乳婦、配布時点で挙児希
望のある女性、その他配布希望者に対して配布を実施。

 令和元年10月現在、40歳未満の者に対し、女川町のＰＡＺ及び準ＰＡＺでは97人、石巻市のＰＡＺで
は94人に配布済み。今後も継続して事前配布説明会を開催し、事前配布率の向上を図る。

女川町
40歳未満の
配布対象者

40歳未満の
配布済者

PAZ 134人 96人

準PAZ 1人 1人

合 計 135人 97人

PAZ及び準PAZ内住民に対する安定ﾖｳ素剤の事前配布

石巻市
40歳未満の
配布対象者

40歳未満の
配布済者

PAZ 140人 94人

準PAZ 490人 ※

（事前配布説明会の様子）

※ 準ＰＡＺの網地島、田代島は、平成30年度に事前配布説明会を開催し、
40歳未満の配布対象者10人に配布したが、その他牡鹿地区、荻浜地区
等は令和元年度から事前配布を開始しており、人数については精査中。

＜安定ﾖｳ素剤事前配布説明会＞

医師、県及び関係市町職員により、安

定ﾖｳ素剤の効能や服用時期など、事前

配布に際し知っておくべき事項を説明し、

安定ﾖｳ素剤を配布。

PAZ

準PAZ
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おながわちょう

いしのまきし

あじしま たしろじま

おしか おぎのはま

PAZ境界線

おながわちょう いしのまきし



※一時集合場所及び避難退域時検査場所での配布については、
発災時に宮城県及び市町が指定する箇所において配布

 避難住民等に対する安定ﾖｳ素剤の緊急配布に備え、宮城県は計28箇所の施設に合計約1,564,000丸の丸剤、ｾﾞﾘｰ
状安定ﾖｳ素剤(32.5mg)約13,000包、ｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤(16.5mg)約6,480包を備蓄。（令和元年10月1日現在）

 緊急配布が必要となった場合には、備蓄場所より各市町が指定する一時集合場所（計213箇所）及び避難退域時検

査場所（候補地計18箇所）に搬送の上、対象住民等に順次配布を実施。

避難住民等に対する安定ﾖｳ素剤の備蓄状況と緊急配布

安定ﾖｳ素剤の緊急配布を実施

各市町が指定する一時集合場所で緊急配布
（計213箇所）

避難退域時検査場所（候補地）で緊急配布
（計18箇所）

石巻市： 2箇所 登米市： 4箇所

東松島市：4箇所 涌谷町： 2箇所

美里町： 2箇所 南三陸町：2箇所

大郷町： 1箇所 利府町： 1箇所

安定ﾖｳ素剤備蓄場所：28箇所

県及び市町職員により、安定ﾖｳ素剤の搬送を実施

女川町： 23箇所

登米市： 11箇所

涌谷町： 2箇所

南三陸町：14箇所

石巻市： 148箇所

東松島市：14箇所

美里町： 1箇所

PAZ

UPZ

159

（凡例）

：一時集合場所

：安定ﾖｳ素剤備蓄場所

：避難退域時検査場所

おながわちょう

とめし

わくやちょう

みなみさんりくちょう

いしのまきし

ひがしまつしまし

みさとまち

いしのまきし とめし

ひがしまつしまし わくやちょう

みさとまち みなみさんりくちょう

おおさとちょう りふちょう



国による安定ﾖｳ素剤の確保体制

 国は、 UPZ内外において安定ﾖｳ素剤が不足した場合に備えた備蓄を実施しており、全国を5つのﾌﾞﾛｯｸ

（北海道、東北・関東、中部、中国・四国、九州）に分け、5箇所の安定ﾖｳ素剤集積所に、丸剤300万丸、乳

幼児向けｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤15万包の備蓄を実施。

 緊急配布場所への輸送は、東北・関東ﾌﾞﾛｯｸの安定ﾖｳ素剤集積所から24時間以内、隣接ﾌﾞﾛｯｸの安定ﾖ

ｳ素剤集積所から3日以内、その他ﾌﾞﾛｯｸの安定ﾖｳ素剤集積所から7日以内を目途に完了する体制。

 さらに、不足の場合には、民間工場での全力生産及び海外からの援助等により、必要数を確保。

UPZ内外の安定ﾖｳ素剤
緊急配布場所

女川原子力発電所

隣接ﾌﾞﾛｯｸ
（３日以内に輸送完了）

その他ﾌﾞﾛｯｸ
（７日以内に輸送完了）

（凡例）

：隣接ﾌﾞﾛｯｸの安定ﾖｳ素剤集積所

：東北・関東ﾌﾞﾛｯｸの安定ﾖｳ素剤集積所

：その他ﾌﾞﾛｯｸの安定ﾖｳ素剤集積所

東北・関東ﾌﾞﾛｯｸ
（24時間以内に輸送完了）

安定ﾖｳ素剤集積所

指示

輸送

おながわ
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宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
おながわ



避難退域時検査場所候補地選定の考え方
参考６

 宮城県では、緊急時の避難を円滑に行うため、UPZ内人口や避難経路等を考慮し、避難元市町と各
避難退域時検査場所の対応付けを行ったうえで、候補地をあらかじめ準備。

避難退域時検査場所の候補地の設定

（凡例）
：避難退域時検査場所（候補地）

検査場所 避難元等

① 南三陸町ｽﾎﾟｰﾂ交流村 南三陸町

② 登米総合体育館 女川町・石巻市・登米市

③ 迫川防災ｽﾃｰｼｮﾝ 登米市

④ 豊里運動公園 石巻市

⑤ 涌谷地区河川防災ｽﾃｰｼｮﾝ 涌谷町

⑥ 涌谷ｽﾀｼﾞｱﾑ 石巻市

⑦ 南郷体育館 石巻市・東松島市・美里町

⑧ 鷹来の森運動公園 石巻市・東松島市

⑨ 東松島市学校給食ｾﾝﾀｰ 東松島市

⑩ 野蒜市民ｾﾝﾀｰ 東松島市

⑪ 南三陸町歌津総合支所 予備

⑫ 中田総合体育館 予備

⑬ 美里町ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 予備

⑭ 大塩市民ｾﾝﾀｰ 予備

⑮ 河南体育ｾﾝﾀｰ 予備

⑯ 石巻市遊楽館 予備

⑰ 春日ﾊﾟｰｷﾝｸﾞｴﾘｱ（上り） 予備

⑱ 大郷町文化会館・自由広場 予備

1

3

6

7

13

11

12

17

18

2

検査場所候補地 １8箇所

みなみさんりくちょう みなみさんりくちょう

とめしおながわちょう

わくやちょう

とめし

とよま

はさまがわ

いしのまきし

いしのまきし

いしのまきし

いしのまきし ひがしまつしまし みさとまち

わくや

わくや

なんごう

みさとまち

たかぎのもり

みなみさんりくちょう うたつ

のびる

かなん

いしのまきし ゆうがくかん

かすが

おおさとちょう

なかだ

PAZ

UPZ

とよさと

ひがしまつしまし

いしのまきし ひがしまつしまし

ひがしまつしまし

ひがしまつしまし

4

16
15

14 8

9

10

5
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避難退域時検査場所の運営体制

 避難退域時検査場所は、宮城県及び原子力事業者が国、関係自治体、関係機関の協力のもと運営。
 原子力事業者は備蓄資機材を活用し、600人程度の要員を避難退域時検査場所へ動員。

 指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構・国立研究開発法人日本原子力研
究開発機構）は国及び関係自治体からの要請に基づき、要員及び資機材による支援を実施。

検査の総括責任者

住
民
受
付
チ
ー
ム

交
通
誘
導
チ
ー
ム

避難退域時検査場所における検査及び簡易除染の体制（例）

総括ﾁｰﾑ

検査ﾁｰﾑ長

車
両
指
定
箇
所

検
査
チ
ー
ム

車
両
確
認
検
査
及
び

簡
易
除
染
チ
ー
ム

住
民
指
定
箇
所

検
査
チ
ー
ム

住
民
確
認
検
査
及
び

簡
易
除
染
チ
ー
ム

通信・連絡ﾁｰﾑ

車
両
保
管
チ
ー
ム

そ
の
他

（
連
絡
体
制
の
構
築
、
搬
送
の

た
め
の
車
両
の
待
機
等
）

※

※携行物品検査を含む



避難退域時検査場所における検査手順

163

 避難退域時検査は、宮城県、原子力事業者、関係機関等の要員により実施。

 検査要員は、検査及び簡易除染が実践できるよう、放射線の基礎等の講義及び機器の取扱実習を
含む研修を受講。

※ 避難時の除染や緊急事態応急対策活動等により発生した汚染水・ 汚染付着物等に
ついては原子力事業者が処理。

避

難

住

民

※ 車両の一時保管が必要となった場合は、原子力事業者の協力の下、保管場所を確保。

一時保管等

乗員

車両

避難所等へ

避難所等へ携行物品検査

住民

物品

車

両

検

査

簡

易

除

染

住

民

検

査

簡

易

除

染

40,000cpm
超過

40,000cpm
以下

40,000cpm以下
40,000cpm超過

OIL4
以下

OIL4
超過

OIL4
以下

OIL4
超過40,000cpm

超過

40,000cpm
以下

訓練風景

・住民については、
汚染拡大防止処置
を行った上で除染
処置について専門
的な知識及び技能
を有する機関で除
染を実施。場合に
よっては、内部被
ばくの検査ができ
る機関へ搬送。
・携行物品につい
ては汚染拡大防止
措置等を実施。



国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構による協力体制

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（千葉市）

指導・協力

相談
避難退域時
検査場所等

国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構

（いずれの車両も衛星通信回線を装備）

大型救急車
患者搬送

支援車
現場指揮、

資機材・人員搬送

検査測定車
ﾐﾆﾗﾎﾞ付き、線量評価測定

 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構は、緊急時、国及び関係自治体の要請に基づき、ｵﾌ
ｻｲﾄｾﾝﾀｰに専門家、必要に応じ救急搬送車両等を派遣。また、必要に応じ、避難退域時検査等にお
ける指導・協力を実施。さらに、機構からは、原子力災害医療に関する相談への指導・助言も実施。

2011.3 東京電力㈱福島第一原子力発電所
の事故時におけるｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ(大熊町)での活動

（1台） （1台）

（1台）
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ちばし

とうきょうでんりょく

おおくままち

宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構による協力体制

 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構は緊急時において、原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ
（茨城県）が窓口となり、国及び関係自治体の要請に基づき、避難退域時検査場所における検査指
導や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ等の協力を実施するとともに、検査等に関する資機材、車両による支援も実施。

 また、ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（OFC)や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC)等へ専門家を派遣するとともに航空機ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞを支援。

2011.3東京電力㈱福島第一原子力
発電所の事故時における国立研究
開発法人日本原子力研究開発機構
の活動

資機材運搬車

移動式体表面測定車

移動式全身測定車

作業員の内部被ばく測定 緊急被ばく医療のための受入体制構築

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ（福井支所）

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ（茨城県）

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

放射線防護資機材（80台） （2台）

（2台） （2台）

165

とうきょうでんりょく



国立大学法人東北大学
東北大学病院

独立行政法人国立病院機構
仙台医療ｾﾝﾀｰ

石巻赤十字病院

PAZ

UPZ

原子力災害時における医療体制

 放射性物質による汚染や被ばくの状況に応じて、下図の医療体制により、適切に対応。

原子力災害医療協力機関 ※宮城県が登録

【１３医療機関・４団体】

高度被ばく医療支援ｾﾝﾀｰ及び
原子力災害医療・総合支援ｾﾝﾀｰ ※国が指定

【国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、

国立大学法人弘前大学等が実施】

原子力災害医療や立地道府県等が行う原子力災害
対策等を支援する。

原子力災害時において、汚染の有無にかかわらず傷
病者等を受け入れ、被ばくがある場合には適切な診
療等を行う。

原子力災害拠点病院では対応できない高度専門的な
診療を行うほか、原子力災害拠点病院等での診療に
対して専門的助言を行う。

また、原子力災害医療・総合支援ｾﾝﾀｰは原子力災害
医療派遣ﾁｰﾑの派遣調整を行うほか、平時から原子
力災害拠点病院へ研修、指導、助言を行う。

協 力

支 援

原子力災害拠点病院 ※宮城県が指定

【３医療機関（国立大学法人東北大学東北大学病院、

国立病院機構仙台医療ｾﾝﾀｰ、石巻赤十字病院）】

（凡例）
：原子力災害拠点病院

：原子力災害医療協力機関
（医療機関のみ）

国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構

ひろさき

ひろさき

とうほく とうほく

せんだい いしのまき

とうほく

とうほく

せんだい

いしのまきせきじゅうじ

国立大学法人

弘前大学
ひろさき
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12．国の実動組織の支援体制
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女川地域周辺の主な実動組織の所在状況
おながわ

 不測の事態の場合は、宮城県及び関係市町からの要請により、実動組織（警察、消防、海保庁、
自衛隊）による各種支援を必要に応じて実施

名取市（なとりし）消防本部

あぶくま消防本部

登米市（とめし）消防本部

栗原市（くりはらし）消防本部

黒川（くろかわ）地域消防本部

石巻（いしのまき）地区消防本部

仙南（せんなん）地域消防本部

大崎（おおさき）地域消防本部

気仙沼・本吉（けせんぬま・もとよし）

地域消防本部

仙台南（せんだいみなみ）警察署

仙台北（せんだいきた）警察署

泉（いずみ）警察署

岩沼（いわぬま）警察署

大和（たいわ）警察署

若柳（わかやなぎ）警察署

遠田（とおだ）警察署

古川（ふるかわ）警察署

南三陸（みなみさんりく）警察署

河北（かほく）警察署

登米（とめ）警察署

佐沼（さぬま）警察署

石巻（いしのまき）警察署

大河原（おおがわら）警察署

白石（しろいし）警察署

角田（かくだ）警察署

加美（かみ）警察署

築館（つきだて）警察署

亘理（わたり）警察署

鳴子（なるこ）警察署
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石巻（いしのまき）海上保安署

気仙沼（けせんぬま）

海上保安署

神町（じんまち）駐屯地
（陸上自衛隊第６師団司令部、第２０

普通科連隊、第６特殊武器防護隊等）

三沢（みさわ）基地
（航空自衛隊北部航空方面隊司令部等）

船岡（ふなおか）駐屯地（陸上自
衛隊第２施設団等）

横須賀（よこすか）地区
（海上自衛隊横須賀地方総監部等）

大和（たいわ）駐屯地（陸上自
衛隊第６偵察隊等）

気仙沼（けせんぬま）警察署

松島（まつしま）基地（航空自衛隊
第４航空団、松島救難隊等）

塩釜（しおがま）警察署

宮城（みやぎ）海上保安部

多賀城（たがじょう）駐屯地
（陸上自衛隊第２２即応機動連隊等）

第二管区海上保安本部

塩釜（しおがま）地区消防本部

仙台東（せんだいひがし）警察署

仙台（せんだい）駐屯地
（陸上自衛隊東北方面総監部等）

霞目（かすみのめ）駐屯地
（陸上自衛隊東北方面航空隊等）

仙台中央（せんだいちゅうおう）警察署

ＰＡＺ

ＵＰＺ

若林（わかばやし）警察署

宮城県女川（おながわ）ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

仙台市（せんだいし）消防局

宮城県警察本部



実動組織の広域支援体制

UPZ

原子力災害対策本部（首相官邸）

 地域ﾚﾍﾞﾙで対応困難な支援要請があった場合は、宮城県、関係市町からの各種要請を踏まえ、
政府をあげて、全国規模の実動組織による支援を実施。

 要請の窓口となるｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（実動対処班）において集約された各種要請等に対し、原子力災害
対策本部（官邸・ERC（原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ））の調整により、必要に応じ全国の実動組
織（警察、消防、海保庁、自衛隊）による支援を実施。

現地における
各種要請の集約

政府の調整結果に基づく
現地派遣指示

災害派遣・原子力災害派遣
全国の陸・海・空の自衛隊に
よる支援

警察災害派遣隊
全国の都道府県警察による支援

緊急消防援助隊
全国の市町村消防が所属する
都道府県単位による支援

巡視船艇・航空機の派遣
全国の管区海上保安本部によ
る支援

全国の実動組織による支援
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宮城県女川ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
おながわ



施設敷地緊急事態からの現地実動組織の体制

＜自衛隊＞
陸上自衛隊東北方面総監部

海上自衛隊横須賀地方総監部

航空自衛隊航空総隊司令部

等

＜警察＞
宮城県警察
東北管区警察局

等

＜消防＞

石巻地区広域行政事務組合消防
本部
その他関係市町管轄消防機関

＜海保庁＞

宮城海上保安部
第二管区海上保安本部

いしのまき

 施設敷地緊急事態の時点で施設敷地緊急事態要避難者の避難が開始されることから、宮城県及び関係市
町で避難手段の確保が困難になった場合に備え、現地事故対策連絡会議を開催するとともに、ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
実動対処班を設置（対象となる要員は、必要に応じ施設敷地緊急事態に至る前から体制立ち上げ）。施設敷
地緊急事態以降、原子力緊急事態の解除までの間、継続して対応を実施。

※ ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ実動対処班要員参集前に各種要請があった場合は、ERC実動対処班が連絡・調整を実施
→ 不測の事態における宮城県及び関係市町からの各種支援の要請に対し、実動組織

（警察、消防、海保庁、自衛隊）が連携のうえ、迅速な対応体制を構築

PAZ・準PAZ内に係る

施設敷地緊急事態要避難者※1
ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

実動対処班
（原子力規制庁、宮城県、警察、

消防、海保庁、自衛隊）

部隊等
派遣

状況報告

対応連絡

現地事故対策
連絡会議※2

連携

調整

関係市町宮城県

※1 全面緊急事態においては、PAZ・準PAZ内の一般住民、OILによる防護措置実施時にはUPZ内のうち対象地域の住民等を対象
※2 全面緊急事態以降は、原子力災害合同対策協議会で情報共有

在宅の避難行
動要支援者

安定ﾖｳ素剤
服用困難者

小・中学校
（6校）

保育所
（2施設）

医療機関
（1施設）

社会福祉施設
（3施設）

ERC※3

実動対処班

TV会議等を
活用し随時
情報共有

※3 ERC:原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ
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上記以外の施設敷地
緊急事態要避難者

よこすか



自然災害等により道路等が通行不能になった場合の対応

 自然災害等により、避難経路等を使用した車両等による避難ができない場合は、宮城県及び関係市町から
の要請により、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）による各種支援を必要に応じて実施。
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PAZ

UPZ

PAZ

自治体等と連携の上、

通行不能となった道路へ
の他の車両の流入防止

ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰにより避難
先又は陸路で避難
可能な場所まで避難

船舶による
避難

女川港
おながわこう

鮎川港
あゆかわこう

石巻港
いしのまきこう

女川港
おながわこう

鮎川港
あゆかわこう

航空自衛隊松島
航空基地

まつしま

船舶による
避難

：ﾍﾘﾎﾟｰﾄ適地

（凡例）

交通情報板：

：漁港・港湾施設

：ﾍﾘﾎﾟｰﾄ適地
：防災離着陸候補地

（凡例）

：漁港・港湾施設
： 有事対策用信号機・自動起動式

発動発電機付信号機



自然災害などの複合災害で想定される実動組織の活動例

 宮城県と関係市町との調整を踏まえ、必要に応じ広域応援を実施。

172

巡視船艇による住民避難の支援
緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ支援
船舶等への避難指示の伝達
海上における警戒活動

海上保安庁

避難行動要支援者の搬送の支援
傷病者の搬送
避難指示の伝達

消防組織

現地派遣要員の輸送車両の先導
避難住民の誘導・交通規制
避難指示の伝達
避難指示区域への立入制限等

警察組織

緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ支援
被害状況の把握
避難の援助
人員及び物資の緊急輸送
緊急時の避難退域時検査及び簡易除染
人命救助のための通行不能道路の啓開作業

防衛省
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